
付属文書1 

付属文書 1 

革新的な金融商品を Tier 1 自己資本の 15％に制限する件 

1. この付属文書の目的は、1998 年 10 月のプレスリリースに記載され、当委員会にお

いて合意された革新的な金融商品（innovative instruments）に関する Tier 1 自己資本の

15％制限の計算を明確化することにある。 

2. 革新的な金融商品は、のれん（goodwill）控除後のベースで、Tier 1 自己資本の

15％に制限される。革新的な金融商品の算入許容額を計算するには、銀行および監督当局は、

革新的な金融商品以外の Tier 1 自己資本に 17.65％を乗ずるべきである。この数値は、15％

の 85%に対する比として計算される（15％/85％＝17.65％）。 

3. 一例として、普通株式 75 ユーロ、非累積的永久優先株式 15 ユーロ、連結子会社の

普通株式に対する少数株主持ち分 5 ユーロ、営業権 10 ユーロを有する銀行を想定する。革

新的な金融商品を除く Tier 1 自己資本の純額は、75 ユーロ＋15 ユーロ＋5 ユーロ－10 ユー

ロ＝85 ユーロである。 

4. この銀行が Tier 1 自己資本に含めることができる革新的な金融商品の算入許容額

は、85 ユーロ×17.65％＝15 ユーロである。この銀行が Tier 1 自己資本に含める革新的な

金融商品を限度一杯発行した場合、Tier 1 自己資本の総額は 85 ユーロ＋15 ユーロ＝100 ユ

ーロとなる。この結果、革新的な金融商品の Tier 1 自己資本に対する比率は、15％に等し

くなる。  
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付属文書 1a 

自己資本（capital base）の定義 

A.   資本項目（Capital elements） 

第 1 分類（Tier 1） (a) 株式払込資本金/普通株式（paid-up share capital/common 

stock） 

(b) 公表準備金（disclosed reserves） 

 

第 2 分類（Tier 2） (a) 非公表準備金（undisclosed reserves） 

(b) 資産再評価準備金（asset revaluation reserves） 

(c) 一般引当金/一般貸倒引当金（general provisions/general loan loss 

reserves）（パラグラフ 42 およびパラグラフ 43 の規定に従うもの） 

(d) 負債性資本調達手段（hybrid <debt/equity> capital instruments） 

(e) 期限付劣後債（subordinated term debt） 

第 3 分類（Tier 3） 各国当局の裁量によって、銀行は資本の第 3 分類（Tier 3）を利用し

てもよい。この Tier 3 は本枠組のパラグラフ 49(xxi)および 49(xxii)において定義された

短期劣後債務から構成されるものであり、マーケット・リスクにかかる所要自己資本に対応

する部分をカバーすることのみを目的とするものである。 

第 1分類、第 2分類および第 3 分類の各項目を自己資本への算入対象項目とする。ただし、

以下の条件に従うものとする。 

 
B.    算入限度（Limits and restrictions） 

(ⅰ)   第 2 分類（その他の自己資本）項目の合計額は第 1 分類項目の合計額の 100%を

上限とする。 

(ⅱ)   期限付劣後債は第 1 分類項目の合計額の 50%を上限とする。 

(ⅲ)    Tier 3 資本項目は、マーケット・リスクに充当される必要のある Tier l 資本の

250％を限度として資本に算入することが認められる。 

(ⅳ)   一般引当金および一般貸倒引当金が、資産の評価損や、特定しえないかたちでバ

ランスシート上に潜んでいる損失を反映する金額を含んでいる場合には、これら

の引当金の額はリスク・アセットの 1.25％ポイント。 

(ⅴ)    保有有価証券の含み益というかたちをとる再評価準備金（後述）については

55%を控除する。 

 265



付属文書１a 

 

 
C.    自己資本からの控除（Deductions from the capital base） 

第 1 分類（Tier 1）からの控除項目：のれん（goodwill）および、本枠組みのパラグラフ

562 に従い証券化エクスポージャーの結果として生じる自己資本の増加 

Tier 1 から 50%を控除する項目： 

(i)    非連結の、銀行業務および金融活動に従事している子会社に対する出資

（ investments in unconsolidated banking and financial subsidiary 

companies） 

（留意事項）銀行グループに対して本枠組みが連結ベースで適用されることを前提とする。 

(ⅱ)    他の銀行および金融機関に対する投資（各国当局の裁量） 

(ⅲ)    他の金融業務を営む事業体に対する重大な少数持分の出資                

D.    資本項目の定義（Definition of capital elements） 

(i)    第 1 分類（Tier 1）：第 1 分類に含まれるのは、永久株主資本（permanent 

shareholders' equity）、発行済かつ完全払込み済の普通株式＜ordinary hares/common 

stock＞と非累積配当型優先株式＜perpetual non-cumulative preference shares＞）およ

び公表準備金（disclosed reserves、留保利益ないし余剰金の処分によって生じるか増加す

るもの。すなわち、株式払込剰余金＜share premiums＞、利益剰余金＜retained profit＞、

一般準備金および法定準備金＜general reserves and legal reserves＞）のみ。公表準備

金にはまた、下記の基準を満たす同質の一般積立金（いくつかの EC 諸国における一般銀行

リスク積立金のような）を含む。 

• 

• 

• 

• 

  同積立金に対する資金の割当ては、税引き後の留保利益もしくは全ての潜在的

税債務を調整済の税引き前利益から行われなければならない。 

  同積立金へのおよび積立金からの資金の出入りが、銀行の公表された勘定のな

かに個別にディスクローズされていなければならない。 

  同積立金は、損失が発生次第、銀行が損失に対応するために、非限定的かつ即

時に使用できなければならない。 

  損失を直接同積立金から差引くことはできず、損益勘定を経由しなければなら

ない。 

連結ベースの場合、第 1 分類には、完全所有の場合に比べて小さくなるものの、子会社の株

主持分に係る少数株主持分相当額が含まれる。この基本的な自己資本の定義に従えば再評価

準備金および累積的な優先株は除かれることになる。 

(ⅱ)    第 2 分類（Tier 2）： 

(a)    非公表準備金は、監督当局に受容されていることを条件として、その他の資本

項目に加えられる。これらの準備金は、一部の国において、税引後の利益剰余金の中から非

公表準備金として積立てることを認められているものである。バランスシート上に明示され

ていないという点を除けば、これらの準備金は公表資本準備金と同様の高い質と性格を備え
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ている。すなわち、これらの準備金は、引当金やその他の負債項目には係わりがなく、将来

発生しうる予測し難い損失を補填するため自由かつ即座に充当しうる。なお、保有有価証券

の簿価が時価を下回っている場合の含み益（後述）は、本準備金の定義に該当しない。 

(b)    再評価準備金には 2 通りある。まず第 1 に、一部の国の銀行（およびその他の

事業会社）は、固定資産、通常は営業用不動産を市場価値の変動に合わせて時々再評価する

ことが認められている。国によっては、再評価の額が法定されている場合もある。こうした

再評価は、バランスシート上に再評価準備金として計上されている。 

第 2 に、取得原価を簿価とする株式の長期保有の結果、含み益（hidden values）、すなわ

ち「含み」再評価準備金（“latent” revaluation reserves）が発生する。 

これら 2 通りの再評価準備金は、いずれも第 2 分類に含まれる。ただし、対象資産は、慎重

に評価され、市況変動や、やむを得ない売却（forced sale）の可能性が十分反映されてい

ることを条件とする。「含み」再評価準備金については、こうした形態の未実現資本にあり

がちな不安定性および未実現資本に対する名目上（notional）の税金を勘案して、取得原価

である簿価と時価との差額に 55%の控除を行う。 

(c)    信用リスクの標準的手法を用いる銀行の一般引当金/一般貸倒引当金：現時点で

は特定されない損失に対して積立てられた引当金ないし貸倒引当金は、損失が現実化した場

合には自由に充当しうるものであり、補完的資本項目としての資質を有している。特定の資

産の認定された減価に対応した引当金、ないし、既存の負債に対する引当金は、個々にであ

ろうとグループ化されたものであろうと、本項目に該当しない。さらに Tier 2 への算入の

適格性を有する一般引当金および一般貸倒引当金は、ウェイト付けしたリスク・アセットの

1.25%を上限とする。 

(d)    ハイブリッド型（負債/資本）資本調達手段：本項目には、株式資本と負債の性

格を組み合わせた一連の資本調達手段が含まれる。これらの資本調達手段の正確な内容は国

によって異なるが、いずれも以下の条件を満たしていなければならない。 

• 

• 

• 

• 

  無担保（unsecured）、劣後（subordinated）、払込み済み（fully paid-up）

であること。 

  所有者の意思により、あるいは監督当局の事前承認なしで、償還されることが

ないこと（not redeemable）。 

  当該銀行が営業を継続している状態において、損失の補填に充当しうること

（available to participate in losses）。（この点は、伝統的な劣後債と異

なる。） 

  利払いの義務が伴い、かつ当該義務を減じたり撤回したりすることが常に不可

能であっても構わない（この点は、普通株式の配当と異なる）。ただし、当該

銀行の収益状況が悪化した場合は、元利払い義務の延期が認められる（it 

should allow service obligations to be deferred）（この点は累積配当型

優先株式と同様）。 

上記の性格を有する累積配当型優先株式は本カテゴリーに含めるのが適当である。加えて、

本カテゴリーに含めるのが適当と思われる資本調達手段を例示すれば以下のとおりである。

すなわち、カナダの長期優先株式（long-term preferred shares）、フランスの資本参加証

券 （ titres participatifs ） お よ び 永 久 劣 後 債 （ titres subordonnés à durée 

indéterminée）、ドイツの享益権付証券（Genussscheine）、英国の永久劣後債（perpetual 

subordinated debt）および優先株式（preference shares）、米国の転換義務付証書
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（mandatory convertible debt instruments）。負債性資本調達手段のうち、上記の諸条件

を満たしていないものは、下記（e）に算入される。 

(e)     期限付劣後債：本項目には、最低 5 年超の原契約期間を持つ伝統的な無担保

劣後債（unsecured subordinated debt capital instruments）および期限付優先株式

（limited life redeemable preference shares）が含まれる。これらの資本調達手段にお

いては、残存期間が 5 年以内になった場合、自己資本充当価値としての減価を考慮するため、

年率 20%の累積的ディスカウント（もしくはアモチゼーション）が適用される。これらの資

本調達手段は、上記(d)に含まれる資本調達手段とは異なり、銀行が営業を継続している状

態においては損失の補填に充当することが通常できない。このため、自己資本への算入は第

1 分類の 50%相当額を限度とする。 
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付属文書 2 

標準的手法－マッピング・プロセスの実施 

1. 監督当局は適格外部信用評価機関（eligible ECAI）による信用リスク評価を標準

的手法によるリスク・ウェイトに割り当てる責任を負っていることから、監督当局はそれぞ

れの評価によって示された相対的リスク度を区別するために様々な定量的・定性的要因を検

討する必要がある。このような定性的要因としては、とりわけ、それぞれの評価機関がカバ

ーする発行者のプール、評価機関が付与する格付の範囲（range）、それぞれの格付の意味、

およびそれぞれの機関によるデフォルトの定義を挙げることができる。 

2. 定量化可能な変数を用いることによって、一貫した形で、信用リスク評価を標準的

手法で利用するリスク・ウェイトにマッピングする（mapping）ことが容易となるかもしれ

ない。この付属文書には、マッピングの実施にあたって監督当局の助けとなるような、当委

員会の提案を要約して記載する。以下に示される変数は、監督当局のためのガイダンスとな

るものであり、ECAI のために新しい適格要件を定めたり、既定の適格要件を補足すること

を目的とするものではない。 

累積デフォルト率（CDR：cumulative default rate）の評価：2つの計測値の

提案 

3. 特定の信用リスク評価に対して特定のリスク・ウェイトが適切なものであることを

確実にするために、当委員会は、監督当局が同じ信用リスク格付を付与されたすべての証券

の累積デフォルト率（CDR）を評価することを推奨する。監督当局は、標準的手法に含まれ

るそれぞれのリスク格付に関連する 2 つの異なる CDR 計測値を評価することとなる。いずれ

の場合にも、CDR は 3 年間にわたって計測される。 

• 

• 

                                                

監督当局が長期のデフォルト実績値の感触を確実に把握するために、監督当局は、

データの量が許せば、3 年間のCDRの 10 年分の平均値（ten-year average of the 

three-year CDR）を評価すべきである。231新しい評価機関または 10 年間のデフォ

ルトデータを蓄積していない評価機関について、監督当局は、各格付区分に対応す

る 3 年間のCDRの 10 年分の平均値と当該評価機関が信じているものを提出するよう

求め、以後、評価機関が格付した債権へのリスク・ウェイト割当を目的として評価

機関がその評価に関する説明責任を果たし続けるよう求めることができる。 

監督当局が検討するべきもう 1 つの計測値は、ECAI による各信用リスク評価に関係

する直近 3年間の CDR である。 

 
231 2002 年を例にとれば、監督当局は、1990 年から 1999 年までの 10 年間の各年について、各格付区分に割り当

てられた発行体（グループ：cohort）の 3年間のCDR平均値を計算する。 
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4. いずれの計測値も、当委員会が蓄積した、同レベルの信用リスクを表すものと信じ

られている、信用リスク評価の集計ベースのデフォルト実績率と比較される。 

5. 3 年間の CDR データはそれぞれの ECAI から入手できると考えられるので、監督当局

は、特定の ECAI の評価によるデフォルト実績を、他の格付機関（ことに、ほぼ類似の母集

団について格付を行っている主要な格付機関）が公表するデフォルト実績と比較できるよう

にすべきである。  

CDR を用いたリスク格付のリスク・ウェイトへのマッピング 

6. 監督当局が ECAI のリスク格付がマッピングされるべき適切なリスク・ウェイトを

決定することを容易とするため、上記の CDR 計測値を次の CDR の参照値（reference 

value）および基準値（benchmark value）と比較する。 

• 

• 

ECAI の格付区分の各段階において、3 年間の CDR の 10 年分の平均値を、リスク評

価の長期実績値の国際水準を意味する長期の 3 年「参照」（reference）CDR と比較

する。 

同様に、ECAI の格付区分の各段階において、2 つの直近 3 年間の CDR を CDR の「基

準値」と比較する。この比較は、ECAI の直近の信用評価のデータが、監督当局設定

の CDR の基準値（benchmark value）の幅に収まっているかどうかを判断するため

に行う。 

7. 表 1 は、この比較の全体的枠組みを示したものである。 

表 1 

CDRの計測値の比較232

実績値の国際水準（主要な格付機関

による実績値の組合せから算出） 

外部信用評価機関 

当委員会によってガイダンスとして

設定された値 

ECAI 自身のデフォルトデータに

基づき各国監督当局が計算 

長期の「参照」CDR 3 年 CDR の 10 年分の平均 

CDR 基準値 

比較 

 

 

 

 

2 つの直近 3 年間の CDR 

 

 

                                                 
232  有力格付機関それぞれについても、同様にこれらの比較を行い、それぞれのデフォルト実績値を集計ベース

の実績値の国際水準と比較することに留意すべきである。  
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1. ECAI の 3 年 CDR の長期平均と長期の「参照」CDR との比較 

8. 枠組の標準的手法で用いられる各信用リスク区分（credit risk category）につい

て、対応する長期の参照 CDR（long-term reference CDR）は、デフォルト実績の国際水準

がどのようなものであるかという情報を監督当局に提供している。適格 ECAI の特定の評価

区分の 10 年分の平均が長期の参照 CDR に正確に一致するとは、考えられていない。長期の

CDR は監督当局にとってはガイダンスであり、ECAI が満たすべき「目標」ではない。当委員

会の各信用リスク区分に対応する長期の 3 年「参照」CDR は，次の表 2 に示す。これは、主

要な格付機関が国際的に報告したデフォルト実績データについて当委員会が観察したものに

基づいている。 

表 2 

長期の 3 年「参照」CDR の案 

S&P による評価  

(Moody による評価) 

AAA-AA 

(Aaa-Aa) 

A 

(A) 

BBB 

(Baa) 

BB 

(Ba) 

B 

(B) 

3 年 CDR の 20 年分の

平均 
0.10% 0.25% 1.00% 7.50% 20.00% 

2. ECAI の直近 3 年間の CDR と基準 CDR との比較 

9. ECAI 自身の CDR は参照 CDR と正確に一致することを意図していないことから、標準

的手法の対象に含まれる、各評価（すなわち各リスク・ウェイト）に対応する受け入れ可能

な CDR の上限値がより意味のあるものにすることが重要である。 

10. 当委員会の一般的な見解として、CDR の上限値は、監督当局にとってガイダンスと

すべきものであって、必ずしも強制的要件とすべきではない。CDR の上限値を超えた場合で

あっても、リスク評価基準の弱体化（weaker credit risk assessment standards）以外の

何らかの一時的な事由によって CDR が高まったと監督当局が確信できる場合には、監督当局

に対して、どんな場合でも特定の評価に対応するリスク・ウェイトを引き上げるよう求める

ものではない。 

11. 特定のリスク・ウェイトに適切に対応するリスク格付の許容範囲に CDR が収まって

いるかどうか監督当局が解釈するのを助けるため、各評価について 2 つの基準値（「モニタ

リング」レベルの基準値、「トリガー」レベルの基準値）をそれぞれ設定する。 

(a) 「モニタリング」レベルの基準値 

12. モニタリングレベルの CDR 基準値の超過は、特定の信用リスク評価格付区分につい

ての格付機関の現在のデフォルト実績値が、デフォルト実績値の国際水準よりも顕著に高い

ことを意味する。当該評価が一般的にみてなお当該リスク・ウェイトに適格ではある場合で

あっても、デフォルト実績値がなぜ顕著に悪いかを理解するため、当該 ECAI と協議するこ

とが監督当局に期待される。信用リスク評価における基準が弱体化（weaker standards）し

ているためにデフォルト実績値が高く出ていると監督当局が判断すれば、より高いリスク・

ウェイト区分を、当該 ECAI による信用リスク評価に割り当てることが監督当局に期待され

る。 
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(b) 「トリガー」レベル 

13. トリガーレベルの基準値の超過は、格付機関のデフォルト実績値が、特定の評価格

付に関する過去の実績値の国際水準よりも相当程度上回っていることを意味する。そのため、

ECAIの信用リスク評価基準があまりにも弱体化している（weak）か、あるいは、適切に適用

されていないことを意味する。観測した 3 年間のCDR値が 2 年間連続してトリガーレベルを

超えた場合、不利なリスク・ウェイト区分にリスク評価を移動することが監督当局に期待さ

れる。ただし、観測したCDR値が高いのは、信用リスク評価における基準の説得力の弱まり

によるものでないと監督当局が決定した場合には、監督当局はその判定を採用して、もとも

とのリスク・ウェイトに据え置いてもよい。233

14. 監督当局がリスク分類を変更しないと決定した時はいつでも、監督当局は本枠組の

第二の柱によって、銀行に一時的に自己資本の増額を求めるか、準備金の積み増しを求めて

もよい。 

15. 監督当局が関連するリスク区分を増やした場合には、当該 ECAI の 3 年間の CDR が 2 年

連続でモニタリングレベル以下に低下しその状態にとどまっていることを証明できれば、再

びもともとのリスク・ウェイト区分にその評価区分を割り当てる機会が与えられる。 

(c) 基準 CDR の調整（calibrating the benchmark CDRs） 

16. 数多くの手法を調査した後、当委員会は、各信用リスク評価区分に対応するモニタ

リングレベルおよびトリガーレベルを調整するために、モンテカルロ法を利用することに決

定した。特に、ここで提案されるモニタリングレベルは、99％信頼区間によって、また、ト

リガーレベル基準値は 99.9％信頼区間によって算出した。このシミュレーションは、主要

な国際的な格付機関から得た公表ベースの過去のデフォルトデータに基づいている。それぞ

れのリスク評価区分別に計算されたレベルは、小数点２位を四捨五入したベースで、以下の

表 3に示されている。 

 

 

 

 

 

 

                                                 
233例えば、高率のデフォルト実績値がおそらく天災のような一時的ないし外生的な衝撃によるものであるから一

時的現象であると監督当局が判断した場合には、標準的手法による場合の提案されたリスク・ウェイトはな

お適用可能である。同様に、いくつかのECAIの評価でトリガーレベルを同時に超過した場合でも、それは信

用供与基準の緩和ではなくて一時的な市場変動または外生的な衝撃を反映したものである場合もある。いず

れのシナリオでも、高率のデフォルト実績値が信用リスク評価基準の緩和によるものとはならないように、

ECAIによる評価を監視することが監督当局には期待される。 

 272



付属文書２ 

表 3 

3 年 CDR 基準値の提案 

S&P による評価 

(Moody’s による評価) 
AAA-AA 

(Aaa-Aa) 

A 

(A) 

BBB 

(Baa) 

BB 

(Ba) 

B 

(B) 

モニタリングレベル 0.8% 1.0% 2.4% 11.0% 28.6% 

トリガーレベル 1.2% 1.3% 3.0% 12.4% 35.0% 
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付属文書 3 

フェイル取引および非 DvP 取引の自己資本規制上の取扱い 

Ⅰ． 全般的原則 

1．  銀行は、「改訂された枠組」のパラグラフ 88 および 89 に従って、時宜に適った措

置を容易にする経営情報を必要に応じて作成するために、未決済取引あるいはフェイルの取

引から発生する信用リスク・エクスポージャーを追跡・監視するシステムの開発、運用、改

良を継続しなければならない。 

2．  証券と資金の同時決済（DvP）234システムにより決済される、すなわち有価証券と現

金が同時に交換される取引については、金融機関は約定ベースによる決済価格による取引価

値と現在の市場価格による取引価値の差額（すなわち、正のカレント・エクスポージャー）

について損失を被るリスクを負うことになる。現金を支払うが対価となる債権（有価証券、

外貨、金、あるいはコモディティ）の引渡しがない取引、引渡しはあるが対価となる現金の

支払いがない取引（non-DvP、またはフリー・デリバリー）の場合、金融機関は支払った現

金あるいは引渡した商品の全額について、損失を被るリスクを負うことになる。現行規則で

は、この 2種類のエクスポージャーを扱う一定の資本賦課が規定されている。 

3．   以下の自己資本規制上の取扱は、決済あるいは引渡しの遅延というリスクが発生す

るような有価証券、外国為替商品、コモディティに関するあらゆる取引に適用される。これ

には、日次の時価評価と日次の変動証拠金の支払い対象とされ、かつ、取引のミスマッチを

ともなう認定された取引清算機関を通じた取引も含まれる。レポ取引、リバースレポ取引な

らびに有価証券貸借取引におけるフェイルの扱いは、この自己資本規制上の取扱の対象外で

ある235。 

4．  システム全体の決済あるいは清算システムが機能不全となった場合には、各国監督

当局はその裁量によって、状況が改善するまで、自己資本の賦課を免除することができる。 

5．  カウンターパーティによるフェイルはそれ自体としては「改訂された枠組」に基づ

く信用リスクという観点からはデフォルトとはみなされない。 

6．  フェイルしたフリー・デリバリーのエクスポージャーに対してリスク・ウェイトを

適用するにあたり、信用リスクの内部格付手法を利用している銀行は、バンキング勘定に当

該エクスポージャー以外のエクスポージャーがないカウンターパーティについて、その外部

格付に基づいて、PD を割り当てることができる。先進的内部格付手法を利用している銀行

は、全てのフェイル取引にかかるエクスポージャーに対して適用する限りにおいて、LGD を

自行推計する代わりに LGD45%を使用することができる。もしくは、内部格付手法を利用し

                                                 
234 本枠組において、DVP取引にはPVP取引（資金と資金の同時決済取引）も含まれる。 
235すべてのレポ取引、リバースレポ取引、有価証券貸借取引は、フェイル取引も含めて、本枠組の付属文書 4 あ

るいは「改訂された枠組」の信用リスク削減手法に関するセクションに従って取り扱われる。 
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ている銀行は、標準的手法のリスク・ウェイトあるいは 100％のリスク・ウェイトの適用を

選択することもできる。 

 
Ⅱ. 所要自己資本 

7．  DvP 取引の場合、決済期日から 5 営業日を経過しても支払いが行われなければ、金

融機関は以下の表 1 に従い、当該取引の正のカレント・エクスポージャーに適切な係数を乗

じて、所要自己資本を計算しなければならない。 

 
表 1 

約定された決済期日からの 
経過営業日数 

対応するリスク乗数 

5 日～15 日 8% 

16 日～30 日 50% 

31 日～45 日 75% 

46 日以上 100% 

約定決済日からの経過日数を把握し、対応する所要自己資本を計算することができるような

情報システムの機能向上性能を高めるために、金融機関には、合理的な経過期間を設けるこ

とが認められる。 

 
8．  DvP以外の取引（すなわちフリー・デリバリー）の場合、契約上の第一番目の支払い

/引渡しの後、第二番目の支払/引渡がその営業日終了時点までに行われなければ、支払いを

行った銀行は当該エクスポージャーを融資として取扱う236。つまり、内部格付手法を利用す

る銀行は当該カウンターパーティのエクスポージャーに対して、他のすべてのバンキング勘

定のエクスポージャーと同様に、「改訂された枠組」に規定された適切な内部格付手法の計

算式を適用することとなる。同様に、標準的手法を利用する銀行は、「改訂された枠組」に

規定された標準的リスク・ウェイトを利用する。もっとも、エクスポージャーが重要でない

場合、信用評価を完全に実施することの負担を回避するために、銀行はこうしたエクスポー

ジャーに一律 100％のリスク・ウェイトを適用することを選択することができる。契約上の

二番目の支払/引渡日から 5 営業日を経過しても、第二番目の支払い/引渡しが有効に行われ

ていない場合、第一番目の支払いを行った銀行は、引渡した額、および再構築コストがある

                                                 
236 2 つの資金支払いが行われる日が、各々の支払いが行われる時間帯において同じ日であれば、同一日に決済さ

れたとみなされる。たとえば、東京の銀行がX日（日本標準時間）に円を送金し、対価の米ドルをCHIPS経由

でX日（米国東部標準時間）に受け取ったとすると、この決済は同一決済日に行われたとみなされる。 
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場合にはこれも含めて自己資本から控除する。この取扱いは二番目の支払い/引渡しが有効

に行われるまで適用される。 
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付属文書 4 

 
カウンターパーティ信用リスクおよび異種商品間のネッティングの取扱い 

1.  このルールは、カウンターパーティ信用リスクを伴う商品のデフォルト時エクスポー

ジャー（EAD）あるいはエクスポージャー額を「改訂された枠組」に基づいて推計するため

の許容可能な方法を明らかにするものである237。銀行はここで特定された要件および詳細条

件を満たす内部モデル方式を使用するために監督当局に対し承認を求めることができる。ま

た、その代わりに、銀行は標準的方式あるいはカレント・エクスポージャー方式を使用する

ことも可能である。 

 

Ⅰ. 定義と一般用語 

2.  このセクションでは、本文書で使用される用語を定義する。 

Ａ．  一般用語 

• 

• 

                                                

カウンターパーティ信用リスク（CCR）とは、取引キャッシュ・フローの最終の決

済前に、取引のカウンターパーティがデフォルトするリスクとして定義される。か

かるカウンターパーティとの取引あるいは取引ポートフォリオがデフォルト時に正

の経済的価値となっている場合、経済的損失が発生する。銀行の貸出による信用リ

スク・エクスポージャーでは、信用リスクのエクスポージャーが一方向で、貸出銀

行のみが損失リスクを抱えるが、これとは異なり、CCR では両方向の損失リスクを

引き起こす。つまり、取引のいずれのカウンターパーティについても、取引の時価

(market value)は正にも負にもなり得る。こうした時価(market value)は不確定で、

構成する市場要因の動きによって時間の経過とともに変化し得る。 

 

Ｂ．  取引の種類 

長期決済取引（Long Settlement Transaction）とは、カウンターパーティが、決

済日あるいは引渡日に、有価証券、コモディティあるいは外貨を現金、その他金融

商品あるいはコモディティを対価として引き渡すことを引き受けている場合(逆も

また同様)で、その決済日あるいは引渡日が当該商品の市場慣行による決済期日あ

るいは、銀行による約定日後 5 営業日目の決済期日のうち、いずれか短い期日を超

えることが契約により明記されている取引である。 

 
237 この文書では、信用リスクに係る内部格付手法と標準的手法の双方におけるエクスポージャーの測定値を表す

ために、「デフォルト時エクスポージャー」と「エクスポージャー額」をともに用いることとする。
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• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

証券金融取引（SFT：Securities Financing Transaction）とは、レポ取引、リバ

ースレポ取引、証券貸借取引、マージン・レンディング取引のような取引で、取引

の価値が時価に左右され、取引にはマージン・アグリーメント契約（margin 

agreement）を必要とすることも多い。 

 

マージン・レンディング取引（Margin Lending Transaction）とは、有価証券の購

入、売却、保有あるいはトレーディングに関連して銀行が信用供与を行う伴う取引

である。偶然に有価証券担保によってカバーされたその他の貸付はマージン・レン

ディング取引に含まれない。一般的に、マージン・レンディング取引では、貸付額

を上回る価値の有価証券を担保とする。 

Ｃ．  ネッティング・セット、ヘッジ・セットおよび関連用語 

ネッティング・セットとは、一つのカウンターパーティに対する、法的に有効な相

対ネッティング契約に準拠する取引の集まりで、ネッティングは、自己資本規制上

は、本付属文書のパラグラフ 96（ⅰ）から 96（ⅴ）、本「改訂された枠組」の信

用リスク削減手法に関する本文、あるいは本付属文書で述べられている異種商品間

のネッティング・ルール（Cross-Product Netting Rules）の下で認識される。所

要自己資本を計算するために認められる法的に有効な相対ネッティング契約に準拠

しない取引にこうしたルールを適用する場合には、それぞれの個別取引をネッティ

ング・セットとして解釈すべきである。 

リスク・ポジションとは、CCR 標準的方式（この付属文書で説明）に基づき、規制

上の算出方法を使用して取引に割り当てられるリスク量である。 

ヘッジ・セットとは、単一のネッティング・セット内の取引から形成されたリス

ク・ポジションの集まりで、それらの差引残高のみが、CCR 標準的方式に基づくエ

クスポージャー額あるいは EAD の決定に関係する。 

マージン・アグリーメント契約とは、一方のカウンターパーティに対する他方のカ

ウンターパーティのエクスポージャーが指定された水準を超えた場合、前者が後者

に担保を提供しなければならないという契約上の合意あるいは規定である。 

マージン閾値（Margin Threshold）とは、一方のカウンターパーティに担保請求権

が発生するまでに存在し得る最大エクスポージャー残高である。 

リスクのマージン期間（margin period of risk）とは、デフォルトしたカウンタ

ーパーティとのネッティング・セットをカバーするために担保を最後に交換した時

点から、かかるカウンターパーティが清算され、結果として生じたマーケット・リ

スクが再びヘッジされるまでの期間である。 

内部モデル方式に基づく実効マチュリティとは、マチュリティが 1 年超のネッティ

ング・セットの場合、リスクフリー・レートで割引かれたネッティング・セット内

の取引の全期間にわたる期待エクスポージャー合計額をリスクフリー・レートで割

引かれたネッティング・セット内の 1 年間にわたる期待エクスポージャー合計額で

除した比率である。この実効マチュリティは、期待エクスポージャーの代わりに 1

年未満の予測予想期間の実効期待エクスポージャーを使用することによって、ロー

ルオーバー・リスクを反映するように調整することができる。計算式はパラグラフ

38 に示されるとおりである。 
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• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

異種商品間のネッティングとは、本付属文書で述べられる異種商品間にかかるネッ

ティング・ルールに従って、同一ネッティング・セット内に異種商品の取引を含め

ることをいう。 

現在の時価（CMV）とは、あるカウンターパーティとのネッティング・セットにお

ける取引ポートフォリオのネットの時価をいう。CMV を計算する際には、正と負の

両方の時価が使用される。 

Ｄ．  分布 

時価の分布とは、ネッティング・セット内の取引が現時点までに実現した時価を前

提とする、一定の将来時点（予測期間）のこれらの取引のネットの時価に関する確

率分布の予測である。 

エクスポージャーの分布とは、負のネットの時価(market value)という予測事例を

ゼロに設定すること（これは、銀行にカウンターパーティに対する債務がある場合、

銀行はカウンターパーティに対するエクスポージャーがないという事実を考慮する

もの）によって発生する時価(market value)の確率分布の予測である。 

リスク中立分布とは、分布がインプライド・ボラティリティといった黙示の時価を

利用して計算される将来時点の「時価の分布」あるいは「エクスポージャーの分

布」である。 

実際の分布とは、過去の価格あるいはレートの変動から計算されたボラティリティ

といったヒストリカルな価値あるいは実現した価値を使用して計算される将来時点

の「時価の分布」あるいは「エクスポージャーの分布」である。 

Ｅ．  エクスポージャーの計測と調整 

カレント・エクスポージャーとは、取引の時価あるいはカウンターパーティとのネ

ッティング・セット内の取引ポートフォリオの時価とゼロのいずれか大きな方を指

し、債務不履行時に取引からの回収がないことを前提とした場合に、カウンターパ

ーティのデフォルト時に被る損失である。カレント・エクスポージャーは再構築コ

ストと称されることも多い。 

ピーク・エクスポージャーとは、ネッティング・セット内の最長取引の満期までの

ある将来日におけるエクスポージャーの分布における高いパーセンタイル値（通常

は 95％あるいは 99%）に位置するエクスポージャーの値である。ピーク・エクスポ

ージャーの値は通常、ネッティング・セット内の取引の最長満期までの多くの将来

日を対象として算定される。 

期待エクスポージャーとは、ネッティング・セット内の最長取引の満期までのある

将来日におけるエクスポージャー分布の平均値である。期待エクスポージャー値は

通常、ネッティング・セット内の取引の最長満期までの多くの将来日を対象として

算定される。 

特定日の実効期待エクスポージャーとは、特定日あるいはそれ以前の期日に発生す

る最大値をとる期待エクスポージャーである。あるいは、ある特定日について、実

効期待エクスポージャーは、かかる特定日の期待エクスポージャーと、その前日に

おける実効エクスポージャーのうちのいずれか大きい方であると定義することもで

きる。実態的に、実効期待エクスポージャーとは、時間の経過とともには減少しな

い期待エクスポージャーの値である。 
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• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

正の期待エクスポージャー（EPE）とは、一定期間における期待エクスポージャー

の加重平均値であり、ウェイト付けには全期間に対する個別の期待エクスポージャ

ーの割合を用いる。最低所要自己資本を計算する場合、このウェイト付けは、最初

の 1 年間あるいは、そのネッティング・セット内の全取引が 1 年未満のうちに満期

となる場合には、ネッティング・セット内の最長取引の満期までの期間を対象とし

て行われる。 

正の実効期待エクスポージャー（実効 EPE）とは、最初の 1 年間あるいは、そのネ

ッティング・セット内の全取引が 1 年未満のうちに満期となる場合には、ネッティ

ング・セット内の最長取引の満期までの期間にわたる実効期待エクスポージャーの

加重平均値であり、ウェイト付けには全期間に対する個別の期待エクスポージャー

の割合を用いる。 

信用リスク評価調整とは、あるカウンターパーティとの取引ポートフォリオの市場

仲値に対して評価調整を行うことである。この調整は、あるカウンターパーティと

の契約について、契約不履行に起因する信用リスクの時価を反映する。この調整は、

カウンターパーティの信用リスクの時価、あるいは銀行とカウンターパーティ双方

の信用リスクの時価を反映する。 

片側の信用リスク評価調整とは、金融機関(the firm)にとってのカウンターパーテ

ィの信用リスクの時価を反映するものの、カウンターパーティにとっての銀行の信

用リスクの時価は反映しない調整である。 

Ｆ．  CCR 関連リスク 

ロールオーバー・リスクとは、あるカウンターパーティとの取引が将来にわたって

継続的に実施されると予想されるものの、将来のこうした取引によって発生する新

たなエクスポージャーが正の期待エクスポージャーの計算に含まれていない時に、

正の期待エクスポージャーが過少評価される額である。 

一般のロング・ウェイ（逆方向）・リスク（General Wrong-Way Risk）は、カウン

ターパーティのデフォルト確率が一般的なマーケット・リスク要因と正の相関関係

にある場合に発生するリスクである。 

固有のロング・ウェイ（逆方向）・リスク（Specific Wrong-Way Risk）は、特定

のカウンターパーティとの取引の性質上、かかるカウンターパーティへのエクスポ

ージャーとカウンターパーティのデフォルト確率が正の相関関係にある場合に発生

するリスクである。 

 

Ⅱ. 適用範囲 

3.  この付属文書で記述されている信用リスクに係る標準的手法におけるエクスポージャ

ー額を計算する手法、あるいは信用リスクに係る内部格付手法における EAD を計算する手法

は、SFT と OTC デリバティブに適用することができる。 

4.  対象となる商品は一般的に以下の抽象的特性を示すものである。 

取引において、カレント・エクスポージャーあるいは時価が存在すること。 

取引において、市場変数に基づく：関連のあるランダムな将来の時価(market 

value)を有していること。 
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• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

                                                

取引において、支払いの交換あるいは支払いに対する金融商品（コモディティを含

む）の交換が発生していること。 

取引は、特定されたカウンターパーティとの間で実行され、そのカウンターパーテ

ィに対してはデフォルト確率を一意に決定することができること238。 

 

5.  対象取引のその他の共通特性には以下のものが含まれうる。 

担保がエクスポージャーのリスクを削減するために使用される場合があり、当該担

保が取引の性質上、本来備わっていること。 

短期のファイナンスを主たる目的とする場合がある。即ち、ある資産と別の資産

（現金あるいは有価証券）をかなり短期間で交換するものから大部分が構成される

ような取引の場合、通常はファイナンスを目的とするものが該当する。かかる取引

における両サイドの取引は別個の意思決定の結果ではなく、明確な目的を達成する

ために不可分一体の関係にあるもの。 

ネッティングを利用してリスクの削減が図られる場合がある。 

ポジションは市場変数に従って、頻繁に（通常は毎日）評価される。 

担保額調整（remargining）がなされる場合がある。 

 

6.  セントラル・カウンターパーティ（例：清算機関）とのデリバティブ契約あるいは

SFT には、カウンターパーティ信用リスクについてエクスポージャー値ゼロとすることがで

きる。これは、セントラル・カウンターパーティによって拒否されたデリバティブ取引ある

いは SFT のカウンターパーティ信用リスク・エクスポージャーには適用されない。さらに、

銀行とセントラル・カウンターパーティとのデリバティブ取引、SFT あるいはスポット取引

から発生するセントラル・カウンターパーティに対する銀行の信用リスク・エクスポージャ

ーをゼロとすることができる。特に、この免除規定は清算預託金やセントラル・カウンター

パーティに差入れられた担保から発生する信用エクスポージャーにも適用される。セントラ

ル・カウンターパーティとは、1 つあるいは複数の金融市場で取引される契約について取引

当事者間に入ることによってすべての売手に対しては買手になり、すべての買手に対しては

売手になるような法律上のカウンターパーティとなる事業体である。前述の免除規定の適用

にあたって適格であるためには、すべての参加者に対するセントラル・カウンターパーティ

の CCR エクスポージャーが毎日、十分に担保によってカバーされる必要があり、その結果セ

ントラル・カウンターパーティの CCR エクスポージャーに対してプロテクションが提供され

る形をとることとなる。セントラル・カウンターパーティが銀行の代わりにカストディアン

として預かっている資産について、カウンターパーティ信用リスク・エクスポージャーの所

要自己資本は賦課されない。 

7.  この付属文書で特定された 3 種類の方式のいずれに基づいても、バンキング勘定のエ

クスポージャーあるいはカウンターパーティ信用リスク・エクスポージャーに対するヘッジ

目的でクレジット・デリバティブのプロテクションを購入した場合、銀行はクレジット・デ

リバティブの認識に関する適格要件および一般ルール、つまり、置換方式あるいはダブル・

デフォルトのルールに基づいて、ヘッジされたエクスポージャーに対する所要自己資本額を

 
238 デフォルト確率がプールベースで決定される取引は、このCCRの取扱いに含まれない。 
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決定する。こうしたルールが適用される場合、当該商品にかかるカウンターパーティ信用リ

スクのエクスポージャー額あるいは EAD はゼロとなる。 

8.  バンキング勘定におけるクレジット・デフォルト・スワップのプロテクションの売り

については、「改定された枠組」の中で銀行によって提供された保証として扱われ、想定元

本全額が信用リスク賦課の対象であるとされる場合、カウンターパーティ信用リスクのエク

スポージャー額あるいは EAD はゼロになる。 

9.  この付属文書で特定された 3 種類の方式のいずれに基づいても、あるカウンターパー

ティのエクスポージャー額あるいは EAD は、かかるカウンターパーティのネッティング・セ

ット毎に計算されたエクスポージャー額あるいは EAD の合計と同じになる。 

 

Ⅲ. 異種商品間のネッティングのルール239

10.  内部モデル方式を利用して CCR のエクスポージャーを推計することの承認を受けた

銀行は、以下に示す異種商品間ネッティング契約（定義は後述）の法的および運用上の基準

を満たす法的に有効な相対ネッティングの枠組みを前提として、SFT あるいは SFT と OTC デ

リバティブの両者のネッティング・セット内に含めることができる。かかる銀行は、自国の

監督当局が異種商品間のネッティング契約を認めるために義務付けた事前の許可あるいはそ

の他の手続上の要件も満たしていなければならない。 

法的基準 

11.   銀行はカウンターパーティとの間で、すべての相対マスター・アグリーメントと取

引を網羅し、1 本の法的義務を発生させるために書面による相対ネッティング契約を締結す

る（「クロス・プロダクト・ネッティング・アレンジメント(｢異種商品間のネッティング契

約｣))。このような契約では、カウンターパーティがデフォルト、破産、清算あるいは類似

の状況によって履行不能となった場合、銀行には（ⅰ）個別のマスター・アグリーメントに

よる一括清算価値と（ⅱ）個別取引として契約したものの時価（「クロスプロダクト・ネッ

ト・アマウント」(「異種商品を跨るネット金額」)）を相殺した結果が正であれば受取り請

求権が、負であれば支払い義務が発生する。 

12.  法的な問題が発生した場合に、管轄の裁判所あるいは行政当局がすべての関連する

国の法律に基づいて、異種商品間のネッティング契約に基づく金融機関のエクスポージャー

が異種商品を跨るネット金額であると認められる可能性が高いとの結論となるような、文書

化され合理的なリーガル・オピニオンを銀行が有していること。この結論に達するにあたっ

て、リーガル・オピニオンは、異種商品間のネッティング契約の条件に基づく契約全体の有

効性と実効性ならびに異種商品間のネッティング契約が相対のマスター・アグリーメントの

重要な条項に与える影響について考慮したものでなくてはならない。 

                                                 
239 特に、こうした異種商品間のネッティング・ルールは内部モデル方式(IMM)に基づく所要自己資本額の計算を

目的とするSFT内のネッティングあるいはSFTとOTCデリバティブの双方に跨るネッティングに適用される。本

文書における異種商品間のネッティング・ルールは、1988 年合意およびその一部改訂あるいは「改定された

枠組」に基づいたOTCデリバティブ、レポ形式の取引およびマージン・レンディング取引の同一商品カテゴリ

ー内のネッティングの認識に適用されるルールを改訂、もしくはそれに取って代わるものではない。所要自

己資本の算定上、IMMあるいはその他の関連方式に基づいた商品カテゴリー内のネッティングの扱いは、1988

年合意と「改訂された枠組」のルールが引き続き適用される。 
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• 

• 

｢すべての関連する国｣の法律とは（ⅰ）カウンターパーティが設立されている国の

法律（カウンターパーティの外国支店が関与している場合には、当該支店が設立さ

れている国の法律に基づく）、（ⅱ）個別取引を管理する法律、（ⅲ）ネッティン

グを実行するために必要な契約あるいは合意を管理する法律である。 

リーガル・オピニオンは、企業の母国の法曹界あるいは法律的覚書によって、すべ

ての関連問題に対して合理的に検討を加えたものと認識されるものでなければなら

ない。 

 

13.  銀行は内部手続きによって、一つの取引をあるネッティング・セットに算入する前

に、かかる取引が上記の基準を満たすリーガル・オピニオンによってカバーされていること

を証明していること。 

14.  銀行は必要に応じてリーガル・オピニオンを更新し、関連する法律が変更される可

能性に照らして、異種商品間のネッティング契約の持続的な法的有効性を確保すること。 

15.  異種商品間ネッティング契約にはウォーク・アウェイ条項が含まれない。ウォー

ク・アウェイ条項とは、ネッティングの結果、債務不履行者が債権者となる場合であっても、

債務不履行に陥らなかった他方のカウンターパーティの債務不履行者に対する支払いを限定

することあるいは全く支払われないことを認める条項である。 

16.  異種商品間ネッティング契約に含まれる取引および相対のマスター・アグリーメン

トに含まれる取引はそれぞれ、（ⅰ）本付属文書のパラグラフ 96(ⅰ)から 96(ⅴ)に規定さ

れたデリバティブ契約の相対ネッティングあるいは（ⅱ）「改訂された枠組」の第 2 章セク

ションⅡ.D の信用リスク削減手法のいずれかを認識するために適用される法的要件を満た

していること。 

17.  銀行は必要とされるすべての文書をファイルに保存すること。 

 

運用上の基準 

18.  異種商品間ネッティング契約の効果がカウンターパーティの信用リスク・エクスポ

ージャー合計の計測に織り込まれていること、銀行がかかる基準に基づいてカウンターパー

ティの信用リスクを管理していることに監督当局が満足していること。 

19.  各カウンターパーティの信用リスクは、異種商品間のネッティング契約によってカ

バーされる商品にまたがって、1 つの法的なエクスポージャーに合計される。この合計は与

信限度額や経済的資本の配分に織り込まれなければならない。 

 

Ⅳ. EAD の推計に関する内部モデル方式の採用の承認 

20.  銀行（個別の法的実体あるいはグループを意味する）は所要自己資本額を算出する

ために、内部モデル方式を採用してエクスポージャーあるいは EAD を計測したいと考える場

合、監督当局に対して承認を求めなければならない。信用リスクに対して内部格付手法を採

用している銀行と、信用リスクに係る標準的手法をすべての信用リスク・エクスポージャー

に適用している銀行の双方ともに、内部モデル方式を利用することができる。かかる銀行は
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本付属文書のセクションⅤに示されたすべての要件を満たし、カウンターパーティ信用リス

クを抱えるすべてのエクスポージャー（ただし、長期決済取引を除く）にこの方式を適用し

なければならない。 

21.  銀行は所要自己資本額を算出するために内部モデル方式を採用してエクスポージャ

ーまたは EAD に関する CCR を計測するにあたり、その対象を OTC デリバティブのエクスポー

ジャーのみにするか、SFT のエクスポージャーのみにするか、その双方のエクスポージャー

にするかについて、前述したネッティングの適切な認識に従って選択することができる。銀

行は当該カテゴリー内のすべての関連エクスポージャーに対してこの方式を適用しなければ

ならない。ただし、大きさとリスクにおいて重要ではないものは例外とする。内部モデル方

式の当初実施期間中であれば、銀行は一部の業務に対して標準的方式あるいはカレント・エ

クスポージャー方式を利用することができる。銀行は監督当局に対象となる取引種類の重要

なエクスポージャーすべてに対して内部モデル方式を適用していく計画を提出しなければな

らない。 

22.  監督当局から内部モデル方式の採用が承認されていないすべての OTC デリバティブ

取引とすべての長期決済取引に対して、銀行は標準的方式かまたはカレント・エクスポージ

ャー方式のいずれかを使用しなければならない。1 つのグループ内では、カレント・エクス

ポージャー方式と標準的方式の併用が恒久的に認められる。1 つの法的事業体内では、カレ

ント・エクスポージャー方式と標準的方式の併用は本付属文書のパラグラフ 90 に示される

ケースにのみ認められている。 

23.  長期決済取引から発生するエクスポージャーあるいは EAD を決定するにあたっては、

OTC デリバティブや SFT を処理するために選択した方式に関係なく、この文書で特定された

3 種類の方式のいずれも使用することができる。内部格付手法の利用が許可されている銀行

は、長期決済取引の所要自己資本を計算するにあたって、恒久的にそしてかかるポジション

の重要性に関係なく、「改訂された枠組」の信用リスクに係る標準的手法に基づく、リス

ク・ウェイトを適用することができる。 

24.  内部モデル方式の採用後、銀行は前述の要件を恒久的に遵守しなければならない。

例外的な状況あるいは重要ではないエクスポージャーに関してのみ、エクスポージャーの一

部あるいは全部にカレント・エクスポージャー方式あるいは標準的方式のいずれかに戻るこ

とができる。銀行は、より単純な方式に戻ることによって、自己資本規制上のアービトラー

ジが生じないことを証明しなければならない。 

 

Ⅴ. 内部モデル方式：エクスポージャーの計測と最低要件 

Ａ． 内部モデル方式に基づくエクスポージャー額あるいは EAD 

25.  CCR のエクスポージャーあるいは EAD は本付属文書のセクションⅠおよびⅢで定義

されたとおり、ネッティング・セット毎に計測される。カウンターパーティの信用エクスポ

ージャーを測定するための適格な内部モデルは、金利や外国為替レートなどの市場変数の変

化に起因するネッティング・セットの時価の変化に関する予測分布を特定しなければならな

い。続いて、当該モデルは市場変数の変化を仮定して、ネッティング・セットに対する企業

の CCR エクスポージャーを将来のそれぞれの期日について計算する。担保額調整がなされる

カウンターパーティはこのモデルによって、将来の担保の動向も捉えることができる。担保

が内部モデル方式の定量的要件、定性的要件、データ要件を満たせば、銀行は「改訂された
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枠組」のパラグラフ 146 と 703 に定義された適格金融担保を、ネッティング・セットの時価

の変化に関する予測分布に含めることができる。 

26.  カレント・エクスポージャーを通してエクスポージャー額あるいは EAD において担

保を認識しているのであれば、銀行は LGD の推計に担保の効果を認識することは認められな

い。その結果、銀行には類似の無担保与信の LGD を利用することが求められる。つまり、銀

行は、EAD の中にすでに担保効果が織り込まれているため、その効果を含んでいない LGD の

利用が求められる。 

27.  内部モデル方式のもとで、銀行は使用するモデルを 1 つに絞る必要はない。以下の

部分では、内部モデルをシミュレーション・モデルとして記載しているが、モデルに特定の

形態が求められるわけではない。当局による検証を条件に、このセクションで述べられたす

べての要件を満たし、前述したとおりに CCR 関連の資本賦課の対象となっているすべての重

要なエクスポージャーに適用される限り、解析的モデルも認められている。ただし、長期決

済取引は例外として、別に扱われる。また、大きさやリスクの点で重要ではないエクスポー

ジャーも例外扱いとなる。 

28.  期待エクスポージャーあるいはピーク・エクスポージャーの計測は、必要に応じて

尖度（「ファット・テール」）の存在といったエクスポージャー分布の非正規性を考慮した

エクスポージャー分布に基づいて計算されるべきである。 

29.  内部モデルを使用する場合、エクスポージャー額あるいは EAD は以下に示されると

おり、αと実効 EPE の積で計算される。 

EAD=α×実効 EPE （1） 

30.  実効EPE（「正の予想エクスポージャー」）は、予想エクスポージャー（EEｔ）を将

来のある時点期日（t）における平均エクスポージャーとして推計することによって算出さ

れる。この平均は、金利や外国為替レートといった関連するマーケット・リスク要因の予想

される将来の価値により得られる。内部モデルは将来の一連の時点（t1、t2、t3）におけるEE

を推計する240。現時点はt0で表示され、実効EEt0がカレント・エクスポージャーと同じ場合、

「実効EE」は以下のとおりに帰納的に計算される。 

( )kkk ttt EEEEEE ,max 11 −− = 実行実行  （2） 

31.  この点に関して、「実効 EPE」は将来のエクスポージャーの最初の 1 年の平均実効

EE である。ネッティング・セットのすべての契約が 1 年未満で満期を迎えるとすれば、EPE

はネッティング・セットのすべての契約が満期を迎えるまでの予想エクスポージャーの平均

となる。実効 EPE は実効 EE の加重平均として計算される。 

 

   （3） kt
k

tkEEEPE ⊿　実効実効
満期年

×= ∑
=

),1min(

1

                                                 
240理論的には、期待値はリスク中立的な確率分布ではなく、将来のエクスポージャーの実際の確率分布に関して

利用されるべきである。監督当局は、実務的な理由から、リスク中立的な確率分布を利用することがより適

している可能性について認識している。そのため、監督当局がどの種類の予測分布を使用するかについて強

制することは今後もないだろう。 
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ここで将来エクスポージャーが等間隔とはならない時点を用いて計算する場合にも、Δtk=

ｔk－ｔk-1であることによりウェイト付けを行うことが可能となる。 

32.  アルファ（α）は 1.4 に設定される。 

33.  監督当局はその裁量により、金融機関の CCR エクスポージャーに基づいてアルファ

の引き上げを求めることができる。アルファの引き上げが求められる要因には、カウンター

パーティのグラニュラリティが低水準にある場合、一般のロング･ウェイ・リスクの性質を

高度に有するエクスポージャーである場合、カウンターパーティ間の時価(market value)の

相関が特に高い場合、その他金融機関に固有の CCR エクスポージャーの特性を有する場合が

含まれる。 

 

Ｂ． アルファに関する自行推計 

34.  銀行は一定の運用上の要件を満たしていることを前提として、アルファのフロアを

1.2 としたうえで、アルファを自行推計するための許可を監督当局に求めることができる。

この場合、アルファはすべてのカウンターパーティに対するカウンターパーティ・エクスポ

ージャーの完全なシミュレーションに基づく経済的資本を分子とし、EPE に基づく経済的資

本を分母とした比率に等しい。適格な銀行は、EPE を内部で自行推計するために必要な運用

上のすべての要件を満たさなければならない。また、アルファを自行推計するにあたっては、

上記分子において、すべてのカウンターパーティとの取引あるいは取引ポートフォリオの時

価(market value)の分布における確率論（ストカスティック）的な依存度に関する重要な要

因を把握していることを証明しなければならない（たとえば、カウンターパーティ間のデフ

ォルト相関やマーケット・リスクとデフォルトの相関）。 

35.  上記の分母では、EPE はあたかも一定の水準に維持された融資残高として扱わなけ

ればならない 

36.  この目的のために、アルファの分子と分母の計算にあたって、銀行はモデル手法、

パラメーターの特定、ポートフォリオの構成に関して一貫した方法で行われることを確実に

しなければならない。上記のような手法を利用するにあたっては金融機関内部の経済資本に

関する手法に基づいているとともに、十分に文書化され、独立した検証がされなければなら

ない。加えて、銀行は少なくとも四半期毎に、ポートフォリオの構成が時間の経過とともに

変化する場合にはさらに頻繁に自行の推計を見直さなければならない。銀行はモデル・リス

クを評価しなければならない。 

37.  マーケット・リスクと信用リスクとのジョイント・シミュレーションを行うにあた

っては、マーケット・リスク要因のボラティリティと相関において、必要に応じて景気後退

時にボラティリティあるいは相関が高まるような潜在的可能性を反映した信用リスク要因を

織り込むべきである。アルファの内部推計では、エクスポージャーのグラニュラリティを考

慮すべきである。 

 

Ｃ． マチュリティ 

38.  セット内の最長期間取引の当初満期が 1 年を超える場合、「改訂された枠組」のパ

ラグラフ 320 における実効マチュリティ（M）の計算式は以下の計算式に置き代わる。 
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この数式で、dfkは将来の期間tkにわたるリスクフリー・レートによる割引率を示しており、

残りの記号は前述したとおりである。事業法人等向けエクスポージャーでの取扱い方法と同

様に、Mの上限は 5年である241。 

39.  すべての契約の当初満期が 1 年未満であるネッティング・セットの場合、「改訂さ

れた枠組」のパラグラフ 320 に示された実効マチュリティ（M）の計算式は変わらず、フロ

ア 1 年が適用される。ただし、「改訂された枠組」のパラグラフ 321 から 323 に示された短

期エクスポージャーは例外とする。 

 

Ｄ． マージン・アグリーメント（Margin agreements） 

40.  ネッティング・セットがマージン・アグリーメントに従い、内部モデルの中で EE を

推計する際の担保額調整（margining）の効果を捉えている場合、数式（2）において内部モ

デルによる EE の計測値を直接使用することができる。かかるモデルが担保額調整のないカ

ウンターパーティ向けの EPE モデルより複雑であることは明らかである。そのため、以下に

述べるとおり、かかるモデルの承認の前に監督当局による綿密な検証を必要とする。 

41.  マージン・アグリーメントを伴わない EPE モデルは構築できても、マージン・アグ

リーメントを伴う EPE モデルを構築するまでにモデルを精緻化するほどの高いレベルに到達

していない銀行の場合、マージン・アグリーメントを伴うカウンターパーティとの取引につ

いて以下の方法を利用することができる。この方法は単純かつ保守的な実効 EPE の近似値を

用いるものであり、担保額調整を伴うカウンターパーティとの取引の実効 EPE は以下の 2 つ

の小さい方の値と等しいと設定される。 

 

• 

• 

                                                

マージン・アグリーメントに基づく正の閾値に、リスクのマージン期間（margin 

period of risk）内にエクスポージャーが潜在的に増える可能性を反映するアドオ

ンを加えたもの。アドオンはリスクのマージン期間にわたる、ゼロのカレント・エ

クスポージャーを初期値としたネッティング・セットのエクスポージャーの期待増

加分として計算される242。この目的のために使用されるリスクのマージン期間には

監督上のフロアが設定されており、日々の値洗いと担保額調整に従うレポ形式の取

引のみから構成されるネッティング・セットの場合は 5 営業日、それ以外のすべて

のネッティング・セットには 10 営業日がフロアとなる。 

マージン・アグリーメントを伴わない場合の実効 EPE。 

 
241 概念上、Mはカウンターパーティのエクスポージャーの実効デュレーションに等しい。内部モデルを使用して

片側の信用リスク評価調整（CVA）を計算する銀行は、監督当局から事前に許可を受けたうえで、上記の計算

式の代わりにかかる内部モデルによって推計された実効デュレーションを使用することができる。 

242言い換えれば、アドオンは、カレント・エクスポージャーをゼロと仮定した場合のリスクのマージン期間の最

後のEEと等しい。EEの計算中に、取引の非更新（roll-off）は生じないため、EEと実効EEの間に違いはない。 
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Ｅ． モデルの検証 

42.  カウンターパーティのエクスポージャーは市場変数の動向に左右されるため、EPE

モデルの検証は、マーケット・リスクの測定に使用されるバリュー・アット・リスク

（VaR）モデルの検証と類似している。したがって、原則的には、VaR モデルの利用のため

のパラグラフ 718(Lxxiv)に記載された定性的要件が EPE モデルにも踏襲されるべきである。

もっとも、EPE モデルについては以下を要検証項目に加えることとする。 

 

• 

• 

• 

• 

カウンターパーティのエクスポージャーを計測するためには、金利、外国為替レー

ト、株価、コモディティなどのマーケット・リスク要因を長期間にわたって予想す

る必要があり、マーケット・リスク要因の予想モデルの実績は長期間にわたって保

有することを前提として実証されなければならない。これとは対照的に、マーケッ

ト・リスクを決定する VaR は短期の保有期間（通常は 1～10 日）を前提として計測

される。 

マーケット・リスク要因に対する将来の衝撃（shock）の一定のシナリオに基づき

カウンターパーティのエクスポージャーを計算するプライシング・モデルは、モデ

ル検証プロセスの一環としてテストされなければならない。こうしたプライシン

グ・モデルは、短期の保有期間を前提とした VaR を計算するためのプライシング・

モデルとは異なるものもある。オプションのプライシング・モデルは、オプション

価値がマーケット・リスク要因に関して非線型であることを考慮しなければならな

い。 

EPE モデルでは、ネッティング・セットのレベルでエクスポージャーを合計するた

め、取引固有の情報を把握しなければならない。銀行は、取引がモデル内の適切な

ネッティング・セットに割り当てられていることを検証しなければならない。 

EPE モデルでは、担保額調整の効果を捉えるため、取引固有の情報を取り込まなけ

ればならない。モデルは、現在の担保額調整額（margining）と将来においてカウ

ンターパーティ間でやり取りされる担保額調整額の双方を考慮しなければならない。

かかるモデルはマージン・アグリーメントの性質（片務的か双務的か）、マージン

コールの頻度、リスクのマージン期間、銀行が受け入れる担保額調整されないエク

スポージャーの最低閾値、最低引渡額（minimum transfer amount）を考慮しなけ

ればならない。かかるモデルでは、差し出された担保価値の時価評価の変化をモデ

ル化するか、「改訂された枠組」の担保に関するルールを適用するかのいずれかが

必要である。 

 

43.  代表的なカウンターパーティのポートフォリオについて静的でヒストリカルなバッ

クテストを行うことはモデル検証プロセスの一環とすべきである。監督当局によって指定さ

れた一定期間毎に、銀行は多くの代表的カウンターパーティのポートフォリオ（実際のポー

トフォリオあるいは仮想的なポートフォリオ）についてかかるバックテストを実施しなけれ

ばならない。こうした代表的ポートフォリオの選択は重大なリスク要因への感応度や銀行が

晒されている相関に基づかなければならない。 

44.  バックテストは過去の特定の期日から開始し、内部モデルを利用して、各ポートフ

ォリオのエクスポージャーの確率分布を異なる保有期間について予想する。続いて、マーケ

ット・リスク要因の変動に関する過去のデータを利用し、ポートフォリオの構成が一定であ

ることを前提とした場合、各期間について各ポートフォリオに発生したであろう実際のエク
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スポージャーを計算する。その後、こうした実際のエクスポージャーとモデルが予想した分

布を異なる保有期間について比較する。こうした作業を過去のいくつかの期日について繰り

返し、あらゆる市況（たとえば、金利上昇局面、金利低下局面、動きのない市況、変動の激

しい市況など）を網羅する。実際のエクスポージャーとモデルが予想した分布が大幅に異な

った場合は、モデルあるいは原データに何等かの問題があることを示している可能性がある

が、その場合には監督当局が銀行に対してモデルあるいは原データの修正を求めることにな

ろう。かかる状況下では、監督当局が所要自己資本の増額を求める場合があるかもしれない。

パラグラフ 718（Lxxiv）（b）および 718（xcviii）において規定されている VaR モデルの

バックテストの要件とは異なり、EPE モデルのバックテストでは特定の統計的テストが指定

されていない。 

45.  内部モデル方式の下では、監督当局による事前承認を得た場合には、α×実効 EPE

の数式（1）の代わりに実効 EPE よりも保守的な計測値（たとえば、平均エクスポージャー

ではなくピーク・エクスポージャーに基づく計測値など）をすべてのカウンターパーティに

使用することができる。相対的にみて保守的なものになっているかどうかの度合は、最初の

承認時に監督当局によって検証され、以後は定期的な検証を必要とする。 

46.  EPE モデルあるいは VaR モデルを利用している銀行（「改訂された枠組」のパラグ

ラフ 178～181 に説明されているとおり）は前記の検証上の要件を満たさなければならない。 

 

Ｆ． 運用上の要件 

47.  所要自己資本額を計算するために内部モデルを利用して CCR から発生する EPE を推

計する資格を得るにあたり、銀行は以下の運用上の要件を満たさなければならない。こうし

た要件は、CCR 管理の適格基準、ユーステスト、ストレス・テスト、ロング･ウェイ・リス

ク（wrong-way risk）の特定、内部統制に関する要件を満たすことを含んでいる。 

CCR 管理の適格基準 

48.  銀行は、以下のパラグラフ 49～69 で特定される運用上の要件を満たすことに加えて、

「改定された枠組み」のパラグラフ 777(ⅰ)～777(xiv)に明記されるような CCR 管理のサウ

ンド・プラクティスを厳守している点で、監督当局を納得させなければならない。 

ユーステスト 

49.  実効 EPE の計算に使用される内部モデルによって作成されるエクスポージャーの分

布は、銀行の日々の CCR 管理プロセスの中に密接に組込まれていなければならない。たとえ

ば、銀行はこの分布のピーク・エクスポージャーをカウンターパーティの与信限度に利用す

る場合もある。あるいは、正の期待エクスポージャーを内部の資本配分に利用する場合もあ

る。したがって、所要自己資本を計算するために内部モデルの利用の承認を求めている銀行

では、かかるモデルのアウトプット(あるいは結果)が与信承認、カウンターパーティの信用

リスク管理、内部の資本配分、コーポレート・ガバナンスにおいて重要な役割を果たさなけ

ればならない。内部モデル方式の使用の承認を得るためだけに設計、実行されるモデルや推

計は容認されない。 

50.  銀行には、CCR に対するエクスポージャーの分布を作成する内部モデルの利用に関

する信頼に足るだけの実績が必要である。したがって、銀行は、監督当局による承認に先立

ち、少なくとも 1 年間にわたって、最低要件をほぼ満たし、かつ、EPE の計算の基礎となる
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エクスポージャーの分布を計算するための内部モデルを利用していることを示さなければな

らない。 

51.  内部モデル方式を利用している銀行は、内部モデルの初期および継続的な検証を含

む CCR 管理システムの設計、および実施を行なう責任を負う独立した管理部門を有しなけれ

ばならない。この部門は入力データの整合性を管理するとともに、リスク計測モデルのアウ

トプットに関する報告書を作成・分析することが求められ、その中にはリスク・エクスポー

ジャーの計測値と与信およびトレーディング・リミットとの関係の評価も含まれる。この部

門は、与信部門やトレーディング部門からの独立性を維持しなければならない。また、この

部門には、十分に人員を配置することが求められ、企業の上級経営陣に直接報告しなければ

ならない。この部門の業務は企業の日々の信用リスク管理プロセスの中に密接に組込まれる

べきである。したがって、そのアウトプットは企業の与信および総合的なリスク・プロファ

イルの企画立案、モニター、管理を行なうプロセスにおいて不可欠なものとされるべきであ

る。 

52.  エクスポージャーの分布を作成するために使用される内部モデルは、カウンターパ

ーティ・リスクの特定、計測、管理、承認、内部報告を含むカウンターパーティ・リスク管

理の枠組みの不可欠な要素でなければならない243。この枠組には、クレジットラインの利用

状況（カウンターパーティ・エクスポージャーとその他の信用エクスポージャーを合計）や

経済的資本の配分の計測が組み込まれなければならない。EPE（将来のエクスポージャーの

計測値）に加えて、銀行はカレント・エクスポージャーを計測し、管理しなければならない。

また、必要に応じて、保有する担保を勘案した、および勘案しないカレント・エクスポージ

ャーを計測しなければならない。EPEを計算したモデルと同じモデルによって作成されたエ

クスポージャーの分布に基づいて、ピーク・エクスポージャーあるいは将来の潜在エクスポ

ージャー（PFE）といった他のカウンターパーティ・リスク計測方法を使用すれば、ユース

テストは満たされる。 

53.  銀行は EE の推計あるいは報告を毎日行うことを義務付けられていない。しかし、

CCR に対するエクスポージャーにはより低頻度の計算が正当であることを監督当局に対して

証明しない限り、ユーステストをクリアするために、必要に応じて EE を毎日推計すること

のできるシステムを備えなければならない。銀行は、将来のキャッシュ・フローと契約のマ

チュリティの期間構造を適切に反映する予測期間に相応しい時間軸を選択しなければならな

い。たとえば、銀行は EE の計算頻度を最初の 10 日間については毎日とし、それから 1 ヶ月

目までは週 1 回とし、その後 18 ヶ月目までは 1 ヶ月に 1 回とし、5 年目までは四半期に 1

回、そして、5 年超についてはエクスポージャーの重要性とその構成に合致する方法で算出

することができる。 

54.  エクスポージャーはネッティング・セット内の全契約の期間にわたって計測され（1

年だけではなく）、監視・管理されなければならない。1 年を超えるエクスポージャーが発

生する場合、銀行はカウンターパーティのリスクを特定・管理する手続きを適切に備えなけ

ればならない。さらに、エクスポージャーの増加が予想される場合には、これを企業内部の

経済的資本を算出するためのモデルに入力しなければならない。 

                                                 
243 このセクションはカウンターパーティ・リスク・マネジメント・ポリシーグループの文書「カウンターパー

テ ィ ・ リ ス ク 管 理 実 務 の 改 善 」 （ 1999 年 6 月 ） を 大 い に 参 考 に し て い る 。 こ の 文 書 は

http://www.mfaifo.org/washington/derivatives/Improving%20Counterparty%20risk.pdfでオンライン閲覧

することができる。 
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ストレス・テスト 

55.  銀行は自己資本充実度を評価するための健全なストレス・テスト・プロセスを適切

に備えなければならない。こうしたストレス計測値は EPE の計測値と比較されるとともに、

銀行により内部の自己資本充実度評価プロセスの一環とみなさなければならない。ストレ

ス・テストは、銀行の信用エクスポージャーに悪影響を与える可能性のある事象あるいは将

来における経済状況の変化を特定するとともに、かかる変化に対して金融機関が対応できる

能力を有するかの評価を含むものでなければならない。使用される可能性のあるシナリオの

例は（ⅰ）景気あるいは業界の悪化、（ⅱ）市場でのイベント、あるいは（ⅲ）流動性状況

の低下などである。 

56.  銀行は、マーケット・リスク要因と信用リスク要因に同時にストレスを与えること

を含む、カウンターパーティ・エクスポージャーのストレス・テストを実施しなければなら

ない。カウンターパーティ・リスクのストレス・テストは（単一カウンターパーティあるい

はカウンターパーティ・グループに対する）集中リスク、マーケット・リスクと信用リスク

に跨る相関リスク（たとえば、大きな相場変動によって、あるカウンターパーティのエクス

ポージャーが膨らむこと、信用度が大きく悪化すること、あるいはその双方）、カウンター

パーティのポジションを清算することによって相場が動くリスクを考慮しなければならない。

かかるストレス・テストでは、かかる相場動向が銀行自身のポジションに与える影響も考慮

し、この影響をカウンターパーティ・リスクの評価に組み込まなければならない。 

ロング･ウェイ・リスク（wrong-way risk） 

57.  銀行はより大きな一般のロング･ウェイ・リスクを起こすエクスポージャーを認識し

なければならない。 

58.  特定のカウンターパーティのデフォルト確率が高い場合、かかるカウンターパーテ

ィに対する将来エクスポージャーも高まることが予想されれば、銀行は「固有のロング・ウ

ェイ・リスク」にさらされていると言われることになる。たとえば、企業が自社株のプッ

ト・オプションを売ることによって、このオプションの買手にはロング・ウェイ・リスクを

伴うエクスポージャーが発生するが、これはこのカウンターパーティにとって固有のもので

ある。銀行は、取引開始から終了まで、固有のロング・ウェイ・リスクが発生する事例を特

定、監視、管理する手続きを備えなければならない。 

モデル構築プロセスの完全性 

59.  その他の運用上の要件において重視されているのは、モデルの入力データの整合性

を確保するために必要な内部統制である。かかる要件は特に、EPE の計測に使用される取引

データ、過去の市場データ、計算の頻度、評価モデルに言及するものである。 

60.  内部モデルにはタイムリーで完全かつ保守的な方法で取引条件や取引内容

(specification)が反映されなければならない。かかる条件には、契約の想定元本、マチュ

リティ、参照資産、担保閾値、マージン・アグリーメント、ネッティング契約などが含まれ

るが、これだけに限定されるわけではない。取引条件と取引の特殊性は正式かつ定期的な監

査の対象となる安全なデータベースに保存されていなくてはならない。ネッティング契約を

認識するプロセスでは、法務担当者がネッティングの法的有効性を検証し、独立した部門が

データベースへの入力を行っていなくてはならない。取引条件や取引の特殊性に関するデー

タを内部モデルに取り込むプロセスも内部監査を受けなければならない。また、取引条件と

取引の特殊性が EPE に正確にあるいは少なくとも保守的に反映されていることを継続的に検
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証するために、内部モデルと原データのデータベース(source data system)との間には正式

な照合（reconciliation）プロセスが機能していなくてはならない。 

61.  内部モデルでは、現在の市場データを利用してカレント・エクスポージャーを計算

しなければならない。過去のデータを利用してボラティリティや相関を推計する場合には、

少なくとも 3 年間の過去データを利用し、これを四半期毎に更新しなければならない。ある

いは、市況に応じては、さらに頻繁に更新する必要がある。データは一つの景気サイクル全

体といった広範な経済情勢をカバーしなければならない。事業部門から独立している部門が、

事業部門によって提供された価格を検証しなければならない。データは事業部門から独立し

た形で入手し、タイムリーかつ完全な方法で内部モデルに供給され、正式かつ定期的な監査

を受ける確実なデータベースにおいて管理されなければならない。銀行は十分に発達したデ

ータの完全性に関するプロセスを備え、誤ったデータや異常値データを削除しなければなら

ない。過去 3 年間のデータがない新商品の場合など、内部モデルが代理変数となる市場デー

タに頼る場合、銀行は内部の方針によって適切な代用データを特定するとともに、この代用

データが厳しい市況環境における潜在的なリスクを保守的に示していることを経験的に証明

しなければならない。内部モデルがネッティング・セットの時価(market value)の変動に対

する担保の効果を織り込んでいる場合、銀行は十分な過去のデータを揃えて、担保のボラテ

ィリティに関するモデルを作成しなければならない。 

62.  EPE モデル（およびその修正版）は内部モデルの検証プロセスに従わなければなら

ない。このプロセスは企業の内部方針および手続規定に明示されなければならない。検証プ

ロセスはモデルの完全性を確保するために必要なテストの種類を指定し、前提が崩れて EPE

の過小推計を招く可能性のある状況を特定しなければならない。検証プロセスには、EPE モ

デルが包括性を有するかの検討を含まなければならない。例えば、EPE モデルがカウンター

パーティ・リスク・エクスポージャーに重要な寄与をしているすべての商品を網羅している

か否かといった点である。 

63.  内部モデルを利用して CCR への資本賦課を必要とするポジションの EPE を推計し、

これをもとにしてエクスポージャー額あるいは EAD を見積もる場合には、かかる金融機関を

監督下に置く当局による明確な承認が前提となる。複数国で重大な取引活動に従事する銀行

に対しては、母国およびホスト国の監督当局が協力して効率的な承認プロセスを確立するこ

とになる。 

64.  「改訂された枠組」およびそれ以前の文書において、バーゼル銀行監督委員会は内

部モデルを利用してリスクの特定のパラメーターを推計し、そうしたリスクに対する最低所

要自己資本額を決定することについての指針を発表してきた。監督当局は、内部モデルを利

用してEPEを推計することを求める銀行に対して、リスク管理システムの完全性、オペレー

ション部門および管理部門でかかる測定に頼ることになるスタッフのスキル、モデルの精度、

関連する内部プロセスに対する内部統制の厳しさといった要件を満たすことを義務付けるこ

とになる。一例として、カウンターパーティ信用リスクを推計する場合でも、内部モデルを

利用してEPEを推計することを求める銀行は、内部モデルを利用してマーケット・リスク・

エクスポージャーを推計することを求める銀行を対象とするバーゼル銀行監督委員会による

一般基準を満たしていることを証明しなければならない244。 

                                                 
244  パート 2、セクションVI.D.1（パラグラフ 718(Lxx)から 718(Lxxiii)を参照。 
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65.  「改訂された枠組」の「第二の柱」では、「第一の柱」のプロセスで完全にカバー

されない可能性のあるカウンターパーティ信用リスクをカバーするための一般的な背景要因

や明確な指針を規定している。 

66.  内部モデルを利用するうえで適格となるために、モデルに特定の形態は求められな

い。本付属文書では、内部モデルをシミュレーション・モデルとして描いているが、監督当

局の承認と検証を条件に、解析的モデルなどの他の形態も容認される。シミュレーションに

基づかない内部モデルの利用承認を求めている銀行は監督当局に対して、かかるモデルがす

べての運用上の要件を満たしていることを証明しなければならない。 

67.  取引のネッティングについて適格と認められる銀行は、取引をネッティング・セッ

トに組み込む前に、かかる取引が本付属文書のパラグラフ 96(ⅰ)から 96(ⅴ)、本枠組の信

用リスク削減手法に係る文書、または、本付属文書の異種商品間のネッティング・ルールの

適用要件を満たす法的強制力のあるネッティング契約の対象となっていることを内部手続き

によって立証しなければならない。 

68.  担保を利用して CCR の削減を図っている銀行は、所要自己資本比率を算定する際に

担保効果を認識する前に、内部手続きによって、かかる担保が「改訂された枠組」の第 2 部

セクションⅡ.D で述べられた適切かつ法的に確実な基準を満たしていることを立証しなけ

ればならない。 

Ⅵ. 標準的方式 

69.  関連する OTC 取引に内部モデルを適用する許可を得ていない銀行は、標準的方式を

使用することができる。標準的方式は OTC デリバティブのみを対象として使用することが可

能であり、一方、SFT は本付属文書の内部モデル方式、あるいは、本「改訂された枠組」の

パート 2・セクションⅡ.D の規定に従うこととなる。エクスポージャー額（信用リスクに係

る標準的手法に基づく）あるいは EAD はネッティング・セット毎に個別に計算されることに

なる。計算式は以下のとおりである。 

⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
×−−⋅= ∑∑ ∑

j i
j

i
ijij CCFRPCPRTCMCCMV ;maxEAD βるいはエクスポージャー額あ

 

この計算式において、 

CMV＝ あるカウンターパーティとのネッティング・セット内の取引ポート

フ ォ リ オ の 担 保 効 果 勘 案 前 の 時 価 で あ る 。 す な わ ち 、

であり、ここで、 とは取引 i の時価である。      ∑=
i

iCMVCMV iCMV

CMC＝ かかるネッティング・セットに割り当てられた担保の時価であ

る。すなわち、 ∑=
l

lCMCCMC であり、ここで、CMClとは担保

lの時価である。 
               

i＝   取引を指定するインデックス 

l＝   担保を指定するインデックス 
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j＝   監督上のヘッジ・セットを指定するインデックス。このヘッジ・セットは、

異符号のリスク・ポジションをオフセットし、エクスポージャー推計値の

ベースとなるネット・リスク・ポジションを算出する対象となるリスク・

ファクターに相当する。 

RPTij=  ヘッジ・セットjにおける取引iのリスク・ポジション245

RPClj=  ヘッジ・セットjにおける担保lのリスク・ポジション 

CCFj=   ヘッジ・セットjに対する監督上の掛目（CCF）246

β＝   監督上のスケーリング・ファクター 

 

カウンターパーティから受け取った担保は正の符号で、カウンターパーティに提供

した担保は負の符号である。 

標準的方式で認められる担保は、信用リスク削減のための「改訂された枠組」のパ

ラグラフ 146 と 703 に基づく適格担保に限定されている。 

70.  線型のリスク特性を持つ OTC デリバティブ取引（例：先渡し取引、先物取引あるい

はスワップ取引）が、「資金の支払い」と金融商品（例：債券、株式あるいはコモディテ

ィ）の交換を約定している場合、「資金の支払い」側をペイメント・レグ(payment leg)と

呼ぶ。「資金の支払い」と「資金の支払い」の交換を約定している取引（例：金利スワップ

あるいは外国為替先渡し取引）は、2 つのペイメント・レグからなる。ペイメント・レグは、

取引の想定元本を含む契約で合意された金額のグロスベースの支払いである。銀行は、以下

の算定において残存期間が 1 年未満のペイメント・レグについては金利リスクを考慮する必

要がない。銀行は、同一通貨建ての 2 つのペイメント・レグから構成される取引（例：金利

スワップ取引）を一つの取引の集合体として処理することができる。ペイメント・レグにか

かる取扱いはかかる取引の集合体に適用される。 

71.  線型のリスク特性を有し、株式（株式指数を含む）、金、その他の貴金属あるいは

その他のコモディティを原資産とする取引は、それぞれ株式（あるいは株式指数）あるいは

コモディティ（金やその他の貴金属を含む）のヘッジ・セットにおけるリスク・ポジション

にマッピングされる。こうした取引のペイメント・レグは、適切な金利ヘッジ・セット内の

金利リスク・ポジションにマッピングされる。かかるペイメント・レグが外貨建てである場

合、この取引は各通貨の外国為替リスク・ポジションにもマッピングされる。 

72．  線型のリスク特性を有し、負債性商品(debt)（例：債券あるいは貸付）を原資産と

する取引は、金利リスク・ポジションにマッピングされる。このリスク・ポジションは、一

方が負債性商品のリスク・ポジションで、他方がペイメント・レグのリスク・ポジションで

ある。線型のリスク特性を有し、「資金の支払い」と「資金の支払い」の交換を約定した取

                                                 
245例：一方（one leg）の支払いが自国通貨建てである短期外国為替先渡取引は 3 つのリスク・ポジションにマ

ッピングされる。つまり、1.外国為替リスク・ポジション、2.外貨の金利リスク・ポジション、3.自国通貨

のリスク・ポジションである。 

246 アット・ザ・マネーの先渡取引あるいはスワップ取引と 1 年の予測期間を前提として、水準調整（カリブレ

ーション）が行われた。 
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引（外国為替先渡し取引など）は、各ペイメント・レグの金利リスク・ポジションにマッピ

ングされる。原資産となる負債性商品が外貨建てである場合、この負債性商品は各通貨の外

国為替リスク・ポジションにマッピングされる。ペイメント・レグが外貨建てである場合、

このペイメント・レグはかかる通貨の外国為替リスク・ポジションにマッピングされる247。 

外国為替のベーシス・スワップ取引に割り当てられるエクスポージャー額あるいは EAD はゼ

ロである。 

73.  負債性商品を除くすべての商品について、線型のリスク特性を伴う取引からのリス

ク・ポジションの大きさは、自国通貨ベースに転換された原資産（コモディティを含む）の

実効的な想定元本額(notional value)（市場価格と数量の積）である。 

74.  負債性商品とすべての取引のペイメント・レグについて、リスク・ポジションの大

きさは自国通貨に換算された未決済のグロスの支払い額（想定元本など）の実効的な想定元

本額と、負債性商品あるいはペイメント・レグそれぞれの修正デュレーションとの積である。 

75.  クレジット・デフォルト・スワップからのリスク・ポジションの大きさは、参照債

務商品の想定元本額と、このクレジット・デフォルト・スワップの残存期間の積である。 

76.  非線型のリスク特性を伴う OTC デリバティブ（オプションやスワプションなど）の

リスク・ポジションの大きさは、かかる取引の原資産となっている金融商品の実効的な想定

元本額のデルタ相当であるが、原資産が負債性商品の場合はこの限りではない。 

77.  非線型のリスク特性を伴う OTC デリバティブ（オプションやスワプションなど）で、

原資産が負債性商品あるいはペイメント・レグの場合、リスク・ポジションの大きさは、当

該負債性商品あるいはペイメント・レグの修正デュレーションと当該金融商品あるいはペイ

メント・レグの実効的な想定元本額のデルタ相当との積となる。 

78.  銀行は以下の計算式を利用して、リスク・ポジションの大きさと符号を決定するこ

とができる。 

a.    負債性商品を除くすべての商品の場合 

 実効的な想定元本額あるいは想定元本額のデルタ相当＝ 

P
VPref ∂
∂

 

この計算式では、 

Pref：  原資産の価格。参照通貨で表示。 

V：   金融商品の価値（オプションの場合はオプション価格、線型の

リスク特性を伴う取引の場合は原資産そのものの価値）。 

 p：   原資産の価格。Vと同じ通貨で表示。 

 

                                                 
247例：自国通貨建ての一方の支払い（one leg）の外国為替先渡し取引は 3 つのリスク・ポジションにマッピン

グされる。つまり、1.外国為替リスク・ポジション、2.外貨の金利リスク・ポジション、3.自国通貨リス

ク・ポジションである。 
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b.    負債性商品およびすべての取引のペイメント・レグの場合 

修正デュレーションと実効的な想定元本額との積、または修正デュレー

ションと想定元本額のデルタ相当の積＝ 

    r
V
∂
∂

  

この計算式では、 

   V：   金融商品の価値（オプションの場合はオプション価格、線型

のリスク特性を伴う取引の場合はそれぞれ原資産そのものの

価値あるいはペイメント・レグの価値）。 

ｒ：   金利水準 

 V が参照通貨以外の通貨建てである場合、このデリバティブは関連為替

レートを乗じて参照通貨ベースに換算しなければならない。 

79.  リスク・ポジションはいくつかのヘッジ・セットに分類される。各ヘッジ・セット

において、リスク・ポジションの合計の絶対値が算定される。この合計額は「ネット・リス

ク・ポジション」と称され、本付属文書のパラグラフ 70 の計算式中の 

∑∑ −
l

lj
i

ij RPCRPT  

で示される。       

 

80.  個別リスクの低い負債性商品から発生する金利ポジションは、表示通貨毎の 6 つの

ヘッジ・セットの 1 つにマッピングされる。パラグラフ 710 から 711(ⅱ)に従った、所要自

己資本賦課が 1.6％以下の負債性商品は、個別リスクの低い負債性商品であると分類される。

ペイメント・レグから発生する金利ポジションは、個別リスクの低い負債性商品からの金利

リスク・ポジションと同じヘッジ・セットに割り当てられる。カウンターパーティから担保

として受け取った預け金から発生する金利ポジションも、個別リスクの低い負債性商品から

の金利リスク・ポジションと同じヘッジ・セットに割り当てられる。通貨毎の 6 つのヘッ

ジ・セットは、2つの基準の組み合わせによって規定される。 

(ⅰ) 参照される金利の性質－ソブリン（政府）向けの金利あるいは非ソブリン向けの金利 

(ⅱ) 残存期間あるいは金利の調整頻度－1年未満、1年から 5 年まで、5 年超のいずれか 

 

表 1 

通貨毎の金利リスク・ポジションのヘッジ・セット 

残存期間あるいは金利の調

整頻度 

ソブリン向けを参照する金
利の場合 非ソブリン向けを参照する

金利の場合 

1 年以内 × × 

1 年超 5 年以内 × × 

5 年超 × × 
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81.  金利が一般的な市場金利水準（国債利回り、マネーマーケット金利、スワップ金利

など）を示す参照金利に連動する原負債性商品（変動利付債など）あるいはペイメント・レ

グ（金利スワップの変動金利支払い側など）の場合、金利調整頻度とは、次に参照金利調整

を行う時までの期間である。それ以外の場合、残存期間とは原負債性商品の残存期間であり、

ペイメント・レグの場合はかかる取引の残存期間である。 

82.  クレジット・デフォルト・スワップの原資産となる参照負債性商品については、発

行体毎にヘッジ・セットが 1つずつ存在する。 

83.  高い個別リスクの負債性商品、すなわちこの文書のパラグラフ 710 に示された金利

リスクに係る標準的方式において資本賦課が 1.6％を上回る負債性商品については、発行体

毎にヘッジ・セットが 1 つずつ存在する。同様のことは、カウンターパーティが低い個別リ

スクの債務を抱えていない場合に、当該カウンターパーティに対して担保として供された預

け金にも当てはまる。ペイメント・レグが個別リスクの高い負債性商品に匹敵する場合

（例：債券に匹敵する片側の資金の支払いを伴うトータル・リターン・スワップの場合な

ど）にも、参照負債性商品の発行体毎にヘッジ・セットが 1 つずつ存在する。銀行は、特定

の発行体の負債性商品から発生するリスク・ポジションを同じヘッジ・セットに割り当てる

ことができる。あるいは、資金の支払いがその負債性商品と同様の意味を持つ、もしくはク

レジット・デフォルト・スワップの原資産となっている、同じ発行体の参照負債性商品から

発生するリスク・ポジションにも同じヘッジ・セットを割り当てることができる。 

84.  負債性商品以外の原資産（株式、貴金属、コモディティ、その他商品）は、同一あ

るいは類似商品であれば、それぞれ同じヘッジ・セットに割り当てられる。商品の類似性は

次のとおりに規定される。 

• 

• 

• 

• 

株式の場合、類似商品とは発行体が同じものである。株式指数は別個の発行体とし

て取り扱われる。 

貴金属の場合、類似商品とは金属が同じものである。貴金属指数は別個の貴金属と

して取り扱われる。 

コモディティの場合、類似商品とはコモディティが同じものである。コモディティ

指数は別個のコモディティとして取り扱われる。 

電力の場合、24 時間以内のピーク時間帯あるいは非ピーク時間帯の時間帯が同じ送

電権および送電義務は類似商品である。 

85.  ヘッジ・セットに基づくネット・リスク・ポジションに適用される掛目（CCF）は、

本付属文書のパラグラフ 86～88 に示される監督上のヘッジ・セットの分類によって決まる。 

86.  負債性商品以外の原資産と外国為替レートのための掛目（CCF）は表 2 に示されると

おりである。 

表 2 

為替レート 金 株式 貴金属（金を除く） 電力 
その他のコモディティ

（貴金属を除く） 

2.5% 5.0% 7.0% 8.5% 4% 10.0% 

 

87.  負債性商品からのリスク・ポジションのための掛目（CCF）は次のとおりである。 
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• 

• 

• 

• 

• 

高い個別リスクの負債性商品あるいは参照負債性商品からのリスク・ポジションに

対しては 0.6%。 

クレジット・デフォルト・スワップの原資産となる個別リスクの低い参照負債性商

品からのリスク・ポジションに対しては 0.3%。 

それ以外については 0.2％。 

88.  前記のいずれの分類にも属さない OTC デリバティブの原商品は、原資産の分類毎の

個別ヘッジ・セットに割り当てられる。10%の掛目（CCF）が想定元本相当額(notional 

equivalent amount)に適用される。 

89.  非線型リスク特性を伴う取引の中には、銀行がマーケット・リスクに対する最低所

要自己資本額を計算する目的で監督当局に承認を受けたモデル（マーケット・リスクに係る

標準的方式のために承認された商品別モデル、あるいはマーケット・リスクに係る内部モデ

ル方式の金融機関への承認の一環として認められた商品別モデル）を利用しても、デルタを

決定することのできないものがあり得る。ペイメント・レグや負債性商品を原資産とする取

引の場合、銀行がかかるモデルを利用しても修正デュレーションを決定することのできない

取引があり得る。こうした取引の場合、監督当局がリスク・ポジションの大きさと適用され

る掛目（CCF）を保守的な水準で決定することになる。もしくは、監督当局がカレント・エ

クスポージャー方式の利用を求めるかもしれない。ネッティングは認められない。つまり、

エクスポージャー額あるいは EAD は、個々の取引があたかも 1 つのネッティング・セットで

あるかのように決定される。 

90.  監督上のスケーリング・パラメーター、β（ベータ）は 1.4 に設定されている。 

Ⅶ. カレント・エクスポージャー方式 

91.  内部モデル方式を利用する承認を得ていない銀行は、「改訂された枠組」のパラグ

ラフ 186、187、317 で示されるカレント・エクスポージャー方式を利用することができる。

カレント・エクスポージャー方式は OTC デリバティブのみに適用され、SFT は本付属文書の

内部モデル方式、あるいは、本「改訂された枠組」のパート 2・セクションⅡ.D の規定に述

べられた取扱いに従う。 

92． （削除） 

92(ⅰ) カレント・エクスポージャー方式において銀行は、契約を時価評価することによっ

て現在の再構築コストを算出すること、すなわちカレント・エクスポージャーを推定するこ

となく把握すること、さらに、これに契約残存期間中の将来の潜在的なエクスポージャーを

反映する要素（アドオン）を上乗せすることが求められる。銀行が、このカレント・エクス

ポージャー方式によってこれらの取引の与信相当額を算出するには、以下の 2 項目を合計す

るものとすることが合意された。 

正の価値を有するすべての契約の再構築コスト（時価評価により算出）の合計。 

想定元本総額をベースに、残存期間に応じて以下の掛目を乗じることにより算出さ

れた将来の潜在的なエクスポージャー。 

 金利 外国為替および金 株式 
金を除く 
貴金属 

その他の 
コモディティ 

1 年以内 0.0% 1.0% 6.0% 7.0% 10.0% 
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1 年超 5 年以内 0.5% 5.0% 8.0% 7.0% 12.0% 

5 年超 1.5% 7.5% 10.0% 8.0% 15.0% 

留意点： 

1.  元本を複数回交換する取引については、各掛目を残存交換回数倍しなければならない。 

2.  特定の支払期日においてその時点でのエクスポージャーを清算する構造で、かつ、こ

うした特定の期日において市場価値がゼロになるように契約条件がリセットされる契

約については、残存期間を次のリセット日までの期間とみなすことができる。上述の

基準を満たす、残存期間が 1 年超の金利関連取引については、アドオン掛目は 0.5%

をフロアとする。 

3.  このマトリックスの各列に記された商品に当てはまらないフォワード、スワップ、オ

プションの買いおよびそれに類似した派生商品取引は、「その他のコモディティ」と

して扱う。 

4.  同一通貨の変動金利間の金利スワップについては、将来の潜在的なエクスポージャー

は算出せず、これらの金利スワップの信用リスク・エクスポージャーは時価評価額の

みをベースに算出する。 

92(ⅱ)． 監督当局は、アドオンが見掛け上の想定元本ではなく実質的な想定元本に基づい

て確実に計算されるよう注意を払うものとする。契約上の想定元本が取引の仕組みによって

レバレッジされていたり、高められている場合、銀行は、将来の潜在的なエクスポージャー

の算出に当たって実質的な想定元本を用いなければならない。 

93.  「改訂された枠組」のパラグラフ 146 と 703 に定義されるとおり、銀行は自己資本

規制上、担保による所要自己資本の軽減効果を得ることができる。適格担保の認識手法は信

用リスクに適用される方式に従う。 

94.  トレーディング勘定におけるシングルネームのクレジット・デリバティブ取引のカ

ウンターパーティの信用リスクのエクスポージャー額あるいは EAD は、「改訂された枠組」

のパラグラフ 707 に示される潜在的な将来エクスポージャーのアドオン掛目を使用して計算

される。 

95.  バンキング勘定のヘッジされたエクスポージャーに対する所要自己資本を決定する

際には、「改訂された枠組」におけるクレジット・デリバティブの取扱いが、適格なクレジ

ット・デリバティブ商品に適用される。 

96.  クレジット・デリバティブが「nth-トゥ・デフォルト型取引（たとえば、ファース

ト・トゥ・デフォルト型取引など）である場合、「改訂された枠組」のパラグラフ 708 に明

示された取扱いが適用される。 
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相対ネッティング 

96(ⅰ). 相対ネッティング、すなわち同一取引相手方と締結したフォワード、スワップ、

オプションないしそれに類似したあらゆる派生商品取引から生じる債権に関して、グロスの

債権ではなくネットの債権を信用リスク相当額とすることの問題点について、慎重な検討が

行われた248｡当委員会が懸念しているのは、倒産した取引相手方の管財人等（liquidator）

が、ネットされた契約を組戻す（unbundle）権限を有している（あるいはその可能性があ

る）場合、倒産先に有利な契約については履行を請求する一方、不利な契約については履行

しないことができることとなるため、取引相手方に対する信用リスクは削減されないのでは

ないかという点である。 

96(ⅱ). こうしたことから、自己資本規制上、以下の点が合意された。 

(a)   銀行は、更改（novation）の契約下にある取引、すなわち、銀行と取引相手方と

の間で、特定の期日に特定の通貨を受払いする債権・債務を、自動的に他の全て

の同一通貨、同一期日の債権・債務と合算することにより、それまでのグロスの

債権・債務を法的に一本の金額に置き換える旨定めた契約下にある取引をネット

することができる。 

(b)   銀行は、また、(a)とは異なる形態の更改を含め、(a)以外の法的に有効な形態を

有する相対ネッティング契約下にある取引についてネットすることができる。 

(c)   (a)および(b)いずれの場合でも、銀行は以下の点について自国監督当局を満足さ

せる必要249がある。 

(i)  取引相手方とのネッティング契約（netting contract or agreement）が、

すべての対象取引を網羅する単一の法的債権・債務を創出するものであ

って、その結果、債務不履行や破産、清算等により取引相手方からの履

行を受けられなくなった場合に、銀行としては、ネッティング契約の対

象取引に係る正と負の時価評価額をネットした合計額のみを受払いする、

単一の債権ないし債務を有することになるものであること。 

(ⅱ)  法的紛争が生じた場合、関連する法律に照らして、銀行のエクスポージ

ャーは上記ネット額に止まると所管の法廷および当局が判断するであろ

うことを示す、書面による合理的なリーガル・オピニオンが存在してい

ること。その場合、関連する法律は、 

• 

• 

                                                

取引相手方に設立の許認可を与えた法域（jurisdiction）の法律、 

また、取引相手方の海外支店が含まれる場合、上記に加え当該支

店の所在する国の法律、 

ネッティングの対象となる個々の取引に係る法律、 

 
248 ペイメント・ネッティング（payments netting）は日々の決済に係る事務コストを削減することを目的にし

たものであるが、取引相手方に対するグロス債権の額には全く影響を及ぼさないことから、自己資本規制上、

ネッティングの効果は認められない。 

249 1994 年 7 月以前から、96(ⅱ)(a)で示されている契約についてネッティングが認められている場合には、当

該契約が以下に示す条件を満たしているかどうかの判断は各国監督当局の裁量に委ねることとする。 
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• 

                                                

ネッティングを実行するために必要な契約に係る法律、である。 

         各国監督当局は、必要に応じ他の監督当局と協議を行ったうえで、ネッ

ティング契約が関係各国の法律下において法的有効性を有することにつ

いて満足を得なければならない250｡ 

(ⅲ)  関連法が改正される可能性を考慮して、ネッティング取極めの法律上の

特性を見直すための適切な手続きが常に確保されていること。 

96(ⅲ)．ウォーク・アウェイ条項（walkaway clauses）を含む契約に関しては、本枠組に基

づく所要自己資本の算定に際して、ネッティングを行うことは認められない。ウォーク・ア

ウェイ条項とは、債務不履行当事者がネット債権者となった場合であっても、債務不履行当

事者の取引相手方が支払額を限定ないし、まったく支払わないことを許容する条項である。 

96(ⅳ)．相対ネッティング契約下にある先渡し取引に係る信用リスク相当額は、時価評価し

たネット再構築コスト（ただし正の値）と想定元本をベースとしたアドオンの合計として算

定される。ネットされた取引に対するアドオン (A ネット) は、グロスのアドオン251 (A グ

ロス)と、グロスのアドオンをネット再構築コストのグロス再構築コストに対する比率

（NGR）で調整した値との加重平均によって算出される。これを、算式で表せば以下の通り。 

Aネット＝0.4＊Aグロス＋0.6＊NGR＊Aグロス 

ただし、 

NGR=法的に有効なネッティング契約下にある取引のネット再構築コストの値を、グロス再構

築コストの値で除したもの252

96(ⅴ)．この算式において適用するグロスのアドオンの大きさは、本付属文書のパラグラフ

91 から 96 に示されているネッティングのない取引と同様のものとする。当委員会は、アド

オンの大きさが適当なものであるよう、引続き検討を行う。なお、想定元本がキャッシュ・

フローに等しい先物為替予約取引およびこれに類似した取引に関しては、ネッティング相手

方に対する将来の潜在的な信用エクスポージャーを算定するための想定元本額は、各通貨の

各期日毎のネットの受取額として定義される。これは、同一通貨建の取引で同一期日を有す

 
250したがって、関係監督当局のいずれかが各関係国の法律の下において法的有効性を有することについて満足で

きない場合は、当該ネッティング契約は本条件を満たさないため、取引の両当事者ともネッティングの効果

は自己資本規制上認められない。 

251 A グロスは、一取引相手方との法的に有効なネッティング契約下にあるすべての取引について、個々のアド

オン（想定元本に、本付属文書のパラグラフ 92（i）に示された適切なアドオン掛目を乗じて計算）を合計し

た値に等しい。 

252各国監督当局は、法的に有効なネッティング契約下にあるすべての取引について、NGR を取引相手方ごとに計

算するか、合算ベースで計算するかの選択を認めることができる。監督当局が計算方法の選択を認める場合、

金融機関によって選択された方法は、継続的に使用されなければならない。合算ベースで計算するアプロー

チにおいては、個々の取引相手方に対するネット正のカレント・エクスポージャーと、他の取引相手方に対

するネット負のカレント・エクスポージャーとの間で差引計算を行うことはできない。すなわち、NGR の計

算に使用される各取引相手方に対するネット・カレント・エクスポージャーは、ネット再構築コストとゼロ

のうち大きい方である。合算ベースで計算するアプローチにおいて、与信相当額を各取引相手方に適用され

るリスク・ウェイト・カテゴリーごとに算出するために、NGR は法的に有効なネッティング契約ごとに個別

に適用されることになる。 
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る取引間のオフセットにより、カレント・エクスポージャーのみならず、将来の潜在的なエ

クスポージャーも低くなると見込まれるからである。 

リスク・ウェイト 

96(ⅵ)．銀行は、信用リスク相当額を算出した後、適格な保証および担保により保全された

エクスポージャーに対する低いウェイトを含めた本枠組の主要部分と同様の方法で、取引相

手方のカテゴリーに応じたウェイトを付すことになる。当委員会は当該市場参加者の信用力

を十分注視し、仮に平均的な信用力が低下したり、損失の発生が増加する場合には、このウ

ェイトを引上げる権利を留保する。 
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内部格付手法によるリスク・ウェイトの数値例  

1. 以下の表は、信用リスクを対象とする内部格付手法における 4 つの資産クラス向け

に計算したリスク・ウェイトの数値例である。非期待損失（UL）に対する各セットのリス

ク・ウェイトは、第 2 部のセクション III で規定されたリスク・ウェイト関数の適切な１つ

を使用して計算されている。リスク・ウェイトの数値例を計算するために使用したインプッ

ト情報には、デフォルト確率（PD）、デフォルト時損失率（LGD）の数値、および仮定され

た実効マチュリティ（M）2.5 年を含む。   

2. 企業規模による調整は、中小企業（SME）の借り手に対するエクスポージャー（そ

の企業が属する連結グループの報告売上高が 5,000 万ユーロ未満の場合の企業エクスポージ

ャー）に適用される。したがって、第 2 列目に示されている 2 つ目のセットのリスク・ウェ

イトを決定する際には、エクスポージャーを受ける企業の売上高を 500 万ユーロと仮定して、

企業規模による調整を行っている。 
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 内部格付手法による非期待損失（UL）に対するリスク・ウェイトの数値例 

 

資産クラス:  事業法人 住宅ローン その他リテール 適格リボルビング型リテール

LGD:  45% 45% 45% 25% 45% 85% 45% 85%

ﾏﾁｭﾘﾃｨ: 2.5 年  

売上高 (百万ユ

ーロ) 

50 5

PD:  

0.03% 14.44% 11.30% 4.15% 2.30% 4.45% 8.41% 0.98% 1.85%

0.05% 19.65% 15.39% 6.23% 3.46% 6.63% 12.52% 1.51% 2.86%

0.10% 29.65% 23.30% 10.69% 5.94% 11.16% 21.08% 2.71% 5.12%

0.25% 49.47% 39.01% 21.30% 11.83% 21.15% 39.96% 5.76% 10.88%

0.40% 62.72% 49.49% 29.94% 16.64% 28.42% 53.69% 8.41% 15.88%

0.50% 69.61% 54.91% 35.08% 19.49% 32.36% 61.13% 10.04% 18.97%

0.75% 82.78% 65.14% 46.46% 25.81% 40.10% 75.74% 13.80% 26.06%

1.00% 92.32% 72.40% 56.40% 31.33% 45.77% 86.46% 17.22% 32.53%

1.30% 100.95% 78.77% 67.00% 37.22% 50.80% 95.95% 21.02% 39.70%

1.50% 105.59% 82.11% 73.45% 40.80% 53.37% 100.81% 23.40% 44.19%

2.00% 114.86% 88.55% 87.94% 48.85% 57.99% 109.53% 28.92% 54.63%

2.50% 122.16% 93.43% 100.64% 55.91% 60.90% 115.03% 33.98% 64.18%

3.00% 128.44% 97.58% 111.99% 62.22% 62.79% 118.61% 38.66% 73.03%

4.00% 139.58% 105.04% 131.63% 73.13% 65.01% 122.80% 47.16% 89.08%

5.00% 149.86% 112.27% 148.22% 82.35% 66.42% 125.45% 54.75% 103.41%

6.00% 159.61% 119.48% 162.52% 90.29% 67.73% 127.94% 61.61% 116.37%

10.00% 193.09% 146.51% 204.41% 113.56% 75.54% 142.69% 83.89% 158.47%

15.00% 221.54% 171.91% 235.72% 130.96% 88.60% 167.36% 103.89% 196.23%

20.00% 238.23% 188.42% 253.12% 140.62% 100.28% 189.41% 117.99% 222.86%
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スペシャライズド・レンディングに関する当局設定のスロッティング・クライテリア 

表 1 ─プロジェクト・ファイナンスに関する当局設定の格付区分 

 優 良 可 弱い 

財務体質     

市場環境 競合がほとんどない、又は立

地条件、コスト若しくは技術

力の点で競合を大きく上回

る、持続的な優位にある。需

要が好調で、さらに伸びてい

る。 

競合がほとんどない、又は立

地条件、コスト若しくは技術

力の点で平均以上の優位にあ

るが、持続性は不透明。需要

が好調かつ安定している。 

当該プロジェクトの立地条

件、コスト又は技術力の点で

優位点はない。需要は十分か

つ安定的。 

当該プロジェクトの立地条

件、コスト又は技術力が平均

以下。需要も弱く、落ち込ん

でいる。 

財務指標 （DSCR＜Debt 

Service Coverage Ratio

＞、LLCR＜Loan Life 

Coverage Ratio＞、PLCR＜

Project Life Coverage 

Ratio＞、デット・エクイ

ティ比率＜Debt-to-Equity 

Ratio＞等） 

当該プロジェクトのリスク水

準を考慮すると、財務指標が

良好。非常に保守的な経済的

前提を置いている。 

当該プロジェクトのリスク水

準を考慮すると、財務指標が

良好又は十分なレベル。保守

的な経済的前提を置いてい

る。 

当該プロジェクトのリスク水

準を考慮すると、財務指標は

標準的。 

プロジェクトのリスク水準を

考慮すると、財務指標は悪

い。 
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 優 良 可 弱い 

ストレス分析 マクロ経済情勢又はセクター

の状況（業況）が持続的かつ

深刻に悪化した場合でも、期

日の債務返済が可能。 

 

マクロ経済情勢又はセクター

の状況（業況）が悪化した場

合でも、期日の債務返済が可

能。深刻な経済情勢の悪化に

よってのみ、デフォルトに陥

ると考えられる。 

 

通常の景気循環におけるスト

レスから影響を受け易い。一

般的な景気後退によってデフ

ォルトに陥る可能性がある。

早期に状況が改善しない限

り、デフォルトに陥る可能性

が高い。 

財務構造     

当該プロジェクトの耐用年

数と対比した与信期間 

当該プロジェクトの耐用年数

が融資期間を大きく上回る。

当該プロジェクトの耐用年数

が融資期間を上回る。 

当該プロジェクトの耐用年数

が融資期間を上回る。 

当該プロジェクトの耐用年数

が融資期間を上回らない場合

もある。 

償還スケジュール 分割償還（アモチ）型債務。 アモチ型債務。 一括返済（ブレット）の割合

が低いアモチ型債務。 

一括返済（ブレット）又は一

括返済の割合が高いアモチ型

債務。 

政治・法律面の環境     

当該プロジェクトの類型

（タイプ）およびリスク削

減策を考慮した政治リスク

（トランスファー・リスク

等） 

政治リスクは非常に小さく、

必要に応じて強力なリスク削

減策が見込める。 

政治リスクは小さく、必要に

応じて十分なリスク削減策が

見込める。 

政治リスクおよびリスク削減

策は標準的。 

政治リスクが高い。リスク削

減策がない、又は弱い。 

不可抗力のリスク（戦争、

内紛等） 

不可抗力のリスクが小さい。 不可抗力のリスクが許容範囲

内。 

リスク削減策が標準的。 不可抗力のリスクが大きい。

リスク削減策も不完全。 

長期的な政府支援と当該国

にとってのプロジェクトの

重要性 

当該国にとって政策的に重要

性が高いプロジェクト（輸出

関連プロジェクトが望まし

い。）。政府による支援が強

力。 

当該国にとって重要性が高い

プロジェクト。十分な政府支

援が見込まれる。 

当該国にとって政策的に重要

ではないものの、明白な利益

（メリット）をもたらすプロ

ジェクト。明示的な政府支援

は行われない可能性もある。

政策的な重要性は低いプロジ

ェクト。政府支援もない、又

は弱い。 
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 優 良 可 弱い 

法令面の安定性（法律改正

のリスク等） 

長期的に良好かつ安定した規

制環境。 

中期的に良好かつ安定した規

制環境。 

規制の変更が起きる可能性は

かなり高い。 

現行又は将来的な規制面の問

題が当該プロジェクトに影響

を与える可能性がある。 

ローカル・コンテント法の

適用除外など必要なサポー

トおよび承認の取得 

強い。（Strong） まずまず。（Satisfactory） 平均的。（Fair） 弱い。（Weak） 

契約、担保徴求および回収

の執行 

契約、担保徴求および回収

（security）は執行され得

る。 

契約、担保徴求および回収は

執行され得る。 

一部の重要でない問題がある

ものの、契約、担保徴求およ

び回収は執行され得ると考え

られる。 

実際の契約、担保徴求および

回収の執行に関して重要な問

題が未解決。 

取引の特徴     

設計および技術面のリスク 十分な実績のある技術・設計

力。 

十分な実績のある技術・設計

力。 

実績のある技術・設計力（初

期段階の問題を当該プロジェ

クト全体の強みで削減してい

る。）。 

あまり実績のない技術・設計

力。技術面の問題が存在、お

よび/又は設計が複雑。 

施工リスク     

認可および用地選定 全ての認可を取得済み。 一部の認可はまだ取得してい

ないが、取得できる可能性が

極めて高い。 

一部の認可はまだ取得してい

ないが、認可のプロセスは確

立しており、慣例的と考えら

れる。 

重要事項の認可がまだ取得さ

れておらず、その処理も慣例

的ではない。重要な要件が課

せられる場合がある。 

施工契約の類型（タイプ） 定額、期日確定の完成品受渡

し方式の施工 EPC（設計およ

び調達を含む契約）。 

定額、期日確定の完成品受渡

し方式の施工 EPC。 

1 社又は複数施工業者との定

額、期日確定の完成品受渡し

方式の施工契約。 

定額ではない又は一部定額の

完成品受渡し方式の契約、か

つ/又は、複数の施工業者間

でインターフェースの問題が

ある。 
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 優 良 可 弱い 

完成保証 金融資産に裏付けられた、高

水準の約定損害賠償金、およ

び/又は財務体質が非常に優

れたスポンサーによる強力な

完成保証。 

 

金融資産に裏付けられた、相

当水準の約定損害賠償金、お

よび/又は財務体質の良好な

スポンサーによる完成保証。 

金融資産に裏付けられた、十

分な約定損害賠償金、および

/又は財務体質の良好なスポ

ンサーによる完成保証。 

不十分な約定損害賠償金、又

は金融資産による裏付けがな

い約定損害賠償金、又は財務

体質が弱いスポンサーによる

完成保証。 

同様のプロジェクトにおけ

る施工業者の過去の実績お

よび財務体質 

強い。（Strong） 良い。（Good） まずまず。（Satisfactory） 弱い。（Weak） 

オペレーティング・リスク     

O&M 契約（運営維持管理契

約）の範囲と性格  

強力かつ長期的な O&M 契約

（契約上のパフォーマンス・

インセンティブ等を含むこと

が望ましい。）、および/又

は O&M 準備金勘定。 

長期的な O&M 契約、および/

又は O&M 準備金勘定。 

限定的な O&M 契約、又は O&M

準備金勘定。 

O&M 契約がない。高水準のオ

ペレーショナル・コストが削

減策を超過するリスクがあ

る。 

事業運営者の能力、実績、

財務体質 

非常に強い、又はスポンサー

の技術支援が約されて（コミ

ットされて）いる。 

強い。 容認できる。 限定的/弱い、又は現地当局

に依存している現地の事業運

営者。 

オフテイク・リスク     

(a) テイク・オア・ペイ契

約又は定額オフ・テイク契

約がある場合 

オフ・テイカーの信用力が非

常に強い、強力な契約解除条

項、契約期間が債務返済期日

を優に上回る。 

オフ・テイカーの信用力が強

い、強力な契約解除条項、契

約期間が債務返済期日を上回

る。 

オフ・テイカーの信用力が容

認できる、一般的な契約解除

条項、契約期間が債務返済期

日と概ね一致。 

オフ・テイカーの信用力が弱

い、不利な契約解除条項、契

約期間が債務返済期日を上回

らない。 
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(b) テイク・オア・ペイ契

約又は定額オフ・テイク契

約がない場合 

当該プロジェクトは重要なサ

ービス、又は世界市場で幅広

く販売される商品を生産。過

去の市場成長率より低水準の

市場成長率であっても、生産

品が見積価格で容易に吸収さ

れる。 

当該プロジェクトは重要なサ

ービス、又は地域市場で幅広

く販売される商品を生産。過

去の市場成長率であれば、生

産品は見積価格で十分吸収さ

れる。 

商品は限定的な市場で販売さ

れ、見積価格よりも低い価格

でしか吸収されない場合もあ

る。 

当該プロジェクトの生産物は

単独又は少数の買い手のみに

需要があるか、一般的な市場

では売買されていない。 

供給リスク     

供給原料の価格/数量、輸

送リスク、供給者（サプラ

イヤー）の実績と財務体質 

財務体質の優れたサプライヤ

ーとの長期サプライ契約。 

財務体質の良好なサプライヤ

ーとの長期サプライ契約。 

財務体質の良好なサプライヤ

ーとの長期サプライ契約が存

在するものの、一定程度の価

格変動リスクが残存する。 

短期サプライ契約又は財務体

質の弱いサプライヤーとの長

期サプライ契約。価格変動リ

スクが確実に残存する。 

リザーブ・リスク（天然資

源開発等）  

独立した監査、証明および開

発がなされた埋蔵量が、プロ

ジェクトの実施期間にわたる

所要量を十分上回る。 

独立した監査、証明および開

発がなされた埋蔵量が、プロ

ジェクトの実施期間にわたる

所要量を上回る。 

証明された埋蔵量で、債務返

済期限までプロジェクトへの

十分な供給が可能。 

当該プロジェクトが、潜在的

かつ未開発の埋蔵量に一定程

度依存している。 

スポンサーの強さ     

スポンサーの実績、財務体

質、当該国/セクターにお

ける経験 

非常に優れた実績と財務体質

を有する優れたスポンサー。

十分な実績と良好な財務体質

を有する良いスポンサー。 

まずまずの実績と良好な財務

体質を有する適切なスポンサ

ー。 

実績がない又は疑わしい、か

つ/又は財務体質が弱いスポ

ンサー。 

スポンサー・サポート（出

資、オーナーシップ条項、

必要に応じ追加資金を注入

するインセンティブ） 

強い。当該プロジェクトは、

スポンサーにとって戦略的に

非常に重要（中核＜コア＞ビ

ジネス、長期的戦略）。 

良好。当該プロジェクトは、

スポンサーにとって戦略的に

重要（中核＜コア＞ビジネ

ス、長期的戦略）。 

容認できる。当該プロジェク

トは、スポンサーにとって戦

略的に重要と見なされる（中

核＜コア＞ビジネス）。 

限定的。当該プロジェクト

は、スポンサーにとって戦略

的に重要ではない。 

保全パッケージ     

契約および勘定の譲渡 完全に包括的。 包括的。 容認できる。 弱い。 
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 優 良 可 弱い 

担保資産（資産の質、評価

額および流動性の考慮） 

当該プロジェクトの運営に必

要な資産、契約、許認可、勘

定の全てに対抗要件を具備し

た第一順位の担保権の設定。

プロジェクトの運営に必要な

資産、契約、許認可、勘定の

全てに対抗要件を具備した担

保権の設定。 

プロジェクトの運営に必要な

資産、契約、許認可、勘定の

全てに容認できる担保権の設

定。 

貸手の担保権はほとんどな

い。担保提供制限条項（ネガ

ティブ・プレッジ）も弱い。 

貸手のキャッシュ・フロー

に対する支配（キャッシ

ュ・スイープ、独立したエ

スクロー勘定等） 

強い。（Strong）  まずまず。（Satisfactory） 平均的。（Fair） 弱い。（Weak） 

財務制限条項（強制的繰上

返済、支払猶予、段階的支

払、配当制限等）の強さ 

財務制限条項は同種のプロジ

ェクトに比べ強力。 

当該プロジェクトは、負債に

よる追加的な資金調達を一切

行わない可能性がある。 

財務制限条項は同種のプロジ

ェクトに比べまずまず。 

当該プロジェクトは、負債に

よる追加的な資金調達を非常

に限定的な範囲で行う可能性

がある。 

財務制限条項は同種のプロジ

ェクトに比べ平均的。 

当該プロジェクトは、負債に

よる追加的な資金調達を限定

的な範囲で行う可能性があ

る。 

財務制限条項は同種のプロジ

ェクトに比べ不十分。 

当該プロジェクトは、負債に

よる追加的な資金調達を無制

限に行う可能性がある。 

準備金の状況（債務返済、

O&M、設備刷新・増強およ

び不測の事態等に備えた準

備金等） 

カバレッジの期間が平均より

も長い。準備金の全額が、現

金又は高格付けの銀行が発行

した L/C により裏付けされて

いる。 

カバレッジの期間が平均的。

準備金の全額が、現金等によ

り裏付けされている。 

カバレッジの期間が平均的。

準備金の全額が、現金等によ

り裏付けされている。 

カバレッジの期間が平均より

も短い。準備金も営業活動に

よるキャッシュ・フローで賄

われている。 

表２ ‐ 商業用不動産からのキャッシュ・フローのみを返済源とする貸出およびプロジェクト・ファイナンス型の商業用不動産関連貸出

（HVCRE）に関する当局設定の格付区分  

 優 良 可 弱い 

財務体質     
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 優 良 可 弱い 

市場環境 同種および同立地条件の物件

に対する需給は均衡。新規参

入の競合物件は、予想された

需要と同等かそれを下回る水

準。 

同種および同立地条件の物件

に対する需給は均衡。新規参

入の競合物件は、予想された

需要と概ね同水準。 

市場環境は概ね均衡してい

る。競合物件の参入に加え、

他の案件も企画段階にある。

当該物件の設計・能力は、新

規の物件と比べ、同等のもの

でない可能性もある。 

市場環境は弱い。情勢好転と

均衡化の見通しは不透明。リ

ースの期日到来とともにテナ

ントが流出している。更新時

のリースの条件は以前と比べ

て悪化。 

財務指標および前貸し比率 DSCR は高いとみなされる（建

設段階は対象外）。借入比率

（LTV）も同種の物件に比べ

低水準。流通（セカンダリ

ー）市場が存在する場合、取

引は市場実勢で引受けられ

る 。 

DSCR（不動産開発は対象外）

および LTV は十分な水準。流

通市場が存在する場合、取引

は市場実勢で引受けられ

る 。 

当該物件の DSCR は悪化し、

評価額も低下、LTV の上昇に

つながっている。 

当該物件の DSCR は著しく悪

化し、LTV も新規貸出（ロー

ン）の引受け水準を大幅に上

回っている。 

ストレス分析 物件のリソース、偶発的事

項、負債構造の面から、厳し

いストレス環境（金利上昇や

景気後退等）の下でも、期日

の債務返済を果し得る。 

 

持続的なストレス環境（金利

上昇や景気後退等）の下で

も、期日の債務返済を果し得

る。深刻な景気後退期での

み、デフォルトの可能性が生

じる。 

景気後退期に収益の悪化に苦

しみ、設備投資の資金調達が

困難となるとともに、デフォ

ルト・リスクが著しく高ま

る。 

当該物件の財務状況が悪化し

ており、短期的に状況が改善

しない限り、デフォルトに陥

る可能性が高い。 

キャッシュ・フローの予測性     

(a) 完工・安定化した物件 信用力の高いテナントとの長

期のリース契約で、契約終了

の期日も分散している。契約

更改に際して継続実績があ

り、空室率も低い。費用（メ

ンテナンス、保険、セキュリ

ティ、固定資産税等）も予測

可能。 

大半が長期のリース契約なが

ら、テナントの信用力にはば

らつきがある。契約更改に伴

うテナントの回転率は通常の

水準。空室率は低く、費用も

予測可能。 

大半が中期のリース契約で、

テナントの信用力にもばらつ

きがある。契約更改に伴うテ

ナントの回転率は平均的な水

準。空室率も平均的な水準。

費用は比較的予測可能だが、

収益に比べて変動が大きい。

リースの契約期間はまちまち

で、テナントの信用力にもば

らつきがある。契約更改に伴

うテナントの回転率は非常に

高い。空室率も高い。新規テ

ナントの誘致には相当な費用

を要する。 
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(b) 完工したが、まだ安定

化していない物件 

リース状況は予想に一致又は

上回っている。近い将来に物

件の安定化が見込まれる。 

リース状況は予想に一致又は

上回っている。近い将来に物

件の安定化が見込まれる 。 

リース状況は概ね予想の範囲

内。ただし、物件の安定化に

はもう暫く時間がかかる。 

リース状況は予想を下回る。

占有率は目標水準に達する

が、キャッシュ・フロー・カ

バレッジは賃貸収入の伸び悩

みからタイトになっている。 

(c) 建設段階 与信期間に渡り当該物件は完

全にプレリースされている、

又は投資適格のテナント又は

買い手に既に販売されてい

る、若しくは銀行が投資適格

の貸し手からテイクアウト・

ファイナンスを行う拘束力の

あるコミットメントを得てい

る。 

当該物件は完全にプレリース

されている、又は信用力のあ

るテナント又は買い手に既に

販売されている、若しくは銀

行が信用力のある貸し手から

恒久的な与信を行う拘束力の

あるコミットメントを得てい

る。 

リース状況は予想の範囲内だ

が、プレリースはされず、テ

イクアウト・ファイナンスも

実施されない可能性がある。

銀行が恒久的な貸し手となる

場合もある。 

コスト超過、市況悪化、テナ

ント流出等の要因から、物件

の収益状況は悪化している。

恒久的な与信を行う当事者と

の争議が発生する可能性もあ

る。 

資産の特徴     

立地条件 当該物件は、テナントが求め

るサービスに対して利便性を

有する非常に良好な立地条件

にある。 

当該物件は、テナントが求め

るサービスに対して利便性を

有する良好な立地条件にあ

る。 

当該物件の立地条件は、競争

面であまり有利ではない。 

当該物件の立地条件、構造、

設計、メンテナンスは、当該

物件に問題をもたらしてい

る。 

設計・建物の状況 当該物件は、設計、構造、メ

ンテナンスの面で人気があ

り、新規物件に対する競争力

も非常に高い。 

当該物件の設計、構造、メン

テナンスは適切

（appropriate）であり、そ

の構造と能力は新規物件に比

べても競争力を有する。 

当該物件の設計、構造、メン

テナンスは平均的

（adequate）。 

当該物件は、設計、構造、メ

ンテナンスに関し、弱い面が

ある。 

建設段階の物件 建設予算が保守的に見積もら

れており、技術的問題も限定

的。施工業者の能力は非常に

高い。 

建設予算が保守的に見積もら

れており、技術的問題も限定

的。施工業者の能力は非常に

高い。 

建設予算が適切に見積もられ

ている。施工業者の能力は平

均的（ordinarily 

qualified）。 

当該プロジェクトは技術的問

題があるために、予算超過又

は非現実的予算が組まれてい

る。施工業者の能力も低い可

能性がある。 

 312



付属文書６ 
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スポンサー/開発業者（ディ

ベロッパー）の能力 

    

物件を支援（サポート）す

る財政的余裕と意志  

スポンサー/ディベロッパー

は当該物件の建設又は購入に

多額の現金を拠出している。

スポンサー/ディベロッパー

は充実した経営資源を有し、

直接的/偶発的債務が限定

的。スポンサー/ディベロッ

パーの物件は地理的にも、類

型の点でも多様化している。

スポンサー/ディベロッパー

は当該物件の建設又は購入に

相当額の現金を拠出してい

る。スポンサー/ディベロッ

パーの財務状況は、当該物件

のキャッシュ・フローに不足

が生じても当該物件を支援す

ることができる。スポンサー

/ディベロッパーの物件の立

地場所は、幾つかの地域に跨

っている。 

スポンサー/ディベロッパー

による拠出分は、重要でない

か、現金以外の出資によるか

もしれない。スポンサー/デ

ィベロッパーの財務体質は、

平均ないし平均を下回る。 

スポンサー/ディベロッパー

は当該物件を支援するだけの

財政的余裕がない、又はその

意志がない。 

 

同様の物件における評判と

実績 

経験豊富な経営陣であり、ス

ポンサーの資質が高い。同様

の物件における高い評価と長

年にわたる成功実績がある。

経営陣およびスポンサーの資

質は適切な水準

（Appropriate）。経営陣お

よびスポンサーは、同様の物

件において成功実績がある。 

経営陣およびスポンサーの資

質は平均的（Moderate）。経

営陣およびスポンサーの過去

の実績は、深刻な懸念をもた

らすものではない。 

経営陣およびスポンサーの資

質は平均を下回る。経営陣お

よびスポンサーの資質に問題

があることから、過去に物件

の管理運営面で問題が生じた

ことがある。 

関連する不動産業者との関

係 

リース契約代理業者等主たる

役割を担う者との取引関係が

強い。 

リース契約代理業者等主たる

役割を担う者と取引関係の実

績がある。 

リース契約代理業者およびそ

の他重要な不動産関連サービ

スを提供する業者との取引関

係が平均的（Adequate）。 

リース契約代理業者、および

/又はその他重要な不動産関

連サービスを提供する業者と

の取引関係が弱い。 

 313



付属文書６ 
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保全パッケージ     

担保権の性格 対抗要件を具備した第一順位

の担保権253。 

対抗要件を具備した第一順位

の担保権253。 

対抗要件を具備した第一順位

の担保権253。 

債権者の担保権行使能力に制

限がある。 

賃料収入の譲渡（長期契約

のテナントに対してリース

された物件の場合） 

債権者は譲渡を受けている。

債権者は、現在のテナントに

関する情報（賃貸料台帳や当

該プロジェクトのリース契約

書のコピー等）を管理してお

り、直接賃料を送金するよう

テナントに通知することが容

易になっている。 

債権者は譲渡を受けている。

債権者は、現在のテナントに

関する情報（賃貸料台帳や当

該プロジェクトのリース契約

書のコピー等）を管理してお

り、直接賃料を送金するよう

テナントに通知することが容

易になっている。 

債権者は譲渡を受けている。

債権者は、現在のテナントに

関する情報（賃貸料台帳や当

該プロジェクトのリース契約

書のコピー等）を管理してお

り、直接賃料を送金するよう

テナントに通知することが容

易になっている。 

債権者は譲渡を受けていな

い。又は、債権者は、当該物

件のテナントに対する通知を

容易にする上で必要なテナン

トに関する情報を管理してい

ない。 

保険によるカバーの質 適切。 適切。 適切。 標準以下。 

 

 

 

                                                 
253 一部市場では、債権者が第二順位以下の担保権を含むローン構造（ローン・ストラクチャー）を広範に用いる場合もある。こうした場合においては、全ての優先債権ポジ

ションも含めた全体のLTVが、標準的な第一優先順位を有するローンを対象にしたLTVを上回らない限りにおいて、第二順位以下の担保権は「対抗要件を具備した第一順位

の担保権」と同水準のリスクを指し示すものと解することができる。 
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表 3 - オブジェクト・ファイナンス・エクスポージャーに関する当局設定の格付区分 

 優 良 可 弱い 

財務体質     

市場環境 需要は強くかつ成長してい

る。強力な参入障壁がある。

技術および経済情勢の変化へ

の感応度が低い。 

需要は強くかつ安定してい

る。参入障壁が存在する。技

術および経済情勢の変化への

感応度が存在する。 

需要は十分かつ安定してい

る。限定的な参入障壁があ

る。技術および経済情勢の変

化への感応度はかなり高い。

需要は弱く、減少している。

技術および経済情勢の変化に

よって影響を受けやすい。事

業環境は非常に不透明。 

財務指標（DSCR および

LTV） 

同種の資産に比べ、財務指標

が良好（Strong）。非常に保

守的な経済的前提を置いてい

る。 

同種の資産に比べ、財務指標

が良好又は十分な水準

（Strong /acceptable）。当

該プロジェクトに関し、保守

的な経済的前提を置いてい

る。 

同種の資産に比べ、財務指標

は平均的。（Standard） 

同種の資産に比べ、財務指標

は悪い。（Aggressive） 

ストレス分析 景気循環を通じて、深刻な経

済情勢にも持ち堪えるだけの

安定した長期的収入がある。

十分な水準の、短期的収入が

ある。財務状況がいくらか悪

化した場合でも、ローンの期

日返済には問題は生じない。

深刻な景気後退期にのみ、デ

フォルトが発生し得る。  

短期的収入が不安定。キャッ

シュ・フローは、通常の景気

循環におけるストレスから影

響を受け易い。一般的な景気

後退によってデフォルトに陥

る可能性がある。 

収入の見通しは非常に不透

明。状況が改善しない限り、

通常の経済情勢においても、

デフォルトに陥る可能性があ

る。 

市場の流動性 全世界規模の市場構造。当該

資産は高い流動性を有してい

る。 

市場は、全世界又は地域規

模。当該資産は比較的流動性

を有している。 

短期的には見通しの限定され

た地域規模の市場。当該資産

の低い流動性を示唆してい

る。 

市場は、一部の地域に限定さ

れ、かつ/又は見通しも不透

明。当該資産の流動性は、低

いか、又はない状態（特にす

き間市場＜ニッチ・マーケッ

ト＞の場合）。 

政治・法律面の環境     

政治リスク（トランスファ

ー・リスク等） 

政治リスクは非常に小さく、

必要に応じて強力なリスク削

減策が見込める。 

政治リスクは小さく、必要に

応じて十分なリスク削減策が

見込める。 

政治リスクおよびリスク削減

策は標準的。（Moderate; 
fair） 

政治リスクが高い。リスク削

減策がない、又は弱い。 
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法務/規制面のリスク 担保権の実行および契約の執

行が可能。  

担保権の実行および契約の執

行が可能。 

担保権の実行に長期間を要

し、および/又は困難であっ

ても、担保権の実行および契

約の執行に対して概ね可能。

貧弱で不安定な法的環境およ

び規制環境。当該法域では、

担保権の実行および契約の執

行は、長時間を要するか、又

は不可能となる可能性があ

る。 

取引の特徴     

資産の耐用年数に対比した

与信条件 

フル・ペイアウト方式又はバ

ルーン方式の返済は最小限。

返済猶予期間はなし。 

バルーン方式での返済がより

多いが許容範囲。 

支払猶予期間を伴う可能性の

ある、高水準のバルーン方式

での返済。 

細分化された分割、又は非常

に高水準のバルーン方式での

返済。 

オペレーティング・リスク     

許認可/免許（Permits / 

licensing） 

全ての認可を取得済み。当該

資産は現行および予見可能な

安全性基準を満たしている。

全ての認可を取得済み、又は

申請中。当該資産は現行およ

び予見可能な安全性基準を満

たしている。 

大半の認可を取得済み又は申

請中。申請中の許認可も慣例

的なものとみなされる。当該

資産は現行の安全性基準を満

たしている。 

全ての許認可を取得する上で

問題が生じている。計画した

構造の一部、および/又は計

画された事業運営に修正が必

要となる可能性がある。 

O&M 契約の範囲と性格 強力かつ長期的な O&M 契約

（契約上のパフォーマンス・

インセンティブ等を含むこと

が望ましい。）、および/又

は O&M 準備金勘定（必要があ

る場合）。 

長期的な O&M 契約、および/

又は O&M 準備金勘定（必要が

ある場合）。 

限定的な O&M 契約、又は O&M

準備金勘定（必要がある場

合）。 

O&M 契約がない。高水準のオ

ペレーショナル・コストが削

減策を超過するリスクがあ

る。 

事業運営者の財務体質、当

該資産の運営実績、オフリ

ースされた時のリマーケテ

ィング能力 

豊富な実績を有する。リマー

ケティング能力も高い。 

十分な実績とリマーケティン

グ能力を有する。 

過去の実績に乏しい。リマー

ケティング能力は不確実。 

過去の実績がない、又は不

明。リマーケティング能力が

ない。 

資産の特徴     

 316



付属文書６ 

 優 良 可 弱い 

同一市場におけるその他資

産と比較した、構造/規模/

設計/メンテナンス（飛行

機の機齢、規模等） 

設計およびメンテナンス面で

非常に有利。当該有形資産の

構造は標準的で、市場流動性

も高い。 

設計およびメンテナンス面で

は平均を上回る。極めてわず

かの例外があるかもしれない

が、（maybe with 

very limited exceptions）

当該有形資産の構造は概ね標

準的で、市場流動性も高い。 

設計およびメンテナンス面は

平均的。当該有形資産の構造

はやや特殊で、市場流動性に

制約がある。 

設計およびメンテナンス面は

平均を下回る。当該有形資産

は経済的耐用年数の末期に近

い。当該有形資産の構造は非

常に特殊で、市場流動性は非

常に低い。 

再販価値 現在の再売却価値は、債務の

価値を十分に上回っている。

（Well above） 

再売却価値は、債務の価値を

適度に上回っている。

（Moderately above） 

再売却価値は、債務の価値を

やや上回っている。

（Slightly above） 

再売却価値は、債務の価値を

下回っている。 

景気変動に対する、資産価

値および流動性の感応度 

資産価値および流動性の景気

変動に対する感応度は比較的

低い。 

資産価値および流動性の景気

変動に対する感応度は認めら

れる。 

資産価値および流動性の景気

変動に対する感応度はやや高

い。 

資産価値および流動性の景気

変動に対する感応度は非常に

高い。 

スポンサーの強さ     

事業運営者の財務体質、当

該資産の運営実績、オフリ

ースされた時のリマーケテ

ィング能力 

豊富な実績を有する。リマー

ケティング能力も高い。 

十分な実績とリマーケティン

グ能力を有する。 

過去の実績に乏しい。リマー

ケティング能力は不確実。 

過去の実績がない、又は不

明。リマーケティング能力が

ない。 

スポンサーの実績、財務体

質 

非常に豊富な過去の実績を有

する。財務体質も非常に強

い。 

豊富な過去の実績を有する。

財務体質も強い。 

十分な過去の実績を有する。

財務体質も良好。 

実績がない又は疑わしい、か

つ/又は財務体質が弱い。 

保全パッケージ     

資産に対する支配権 法的文書により、当該資産又

は当該資産を保有する企業に

対する債権者の実質的支配

（対抗要件を具備した第一順

位の担保権又はそうした担保

権を盛り込んだリース構造）

が規定されている。 

法的文書により、当該資産又

は当該資産を保有する企業に

対する債権者の実質的支配

（対抗要件を具備した担保権

又はそうした担保権を盛り込

んだリース構造）が規定され

ている。 

法的文書により、当該資産又

は当該資産を保有する企業に

対する債権者の実質的支配

（対抗要件を具備した担保権

又はそうした担保権を盛り込

んだリース構造）が規定され

ている。 

契約書では、債権者の保護/

担保に関する規定がほとんど

なく、資産に対する支配を失

うリスクが存在する。 
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 優 良 可 弱い 

債権者が自由に資産の所在

場所と状況を監視（モニタ

リング）できる権利と方法 

債権者は当該資産の所在およ

び状況を、随時、どこでも、

監視（定期的な報告、実地検

査等）することが可能。 

債権者は当該資産の所在およ

び状況をほぼ随時、どこで

も、監視することが可能。 

債権者は当該資産の所在およ

び状況をほぼ随時、どこで

も、監視することが可能。 

債権者は限定的にしか、当該

資産の所在および状況を監視

することができない。 

損害に対する保険 上位の優良保険会社による、

強力な保険（担保に対する損

害を含む）でカバーされてい

る。 

優良保険会社による、十分な

（Satisfactory）保険（担保

に対する損害を含まない）で

カバーされている。 

許容水準の保険会社による、

平均的な（Fair）保険（担保

に対する損害を含まない）で

カバーされている。 

保険によるカバー（担保に対

する損害を含まない）が不十

分、又は下位の保険会社によ

って付保されている 

 

 

表 4 - コモディティ・ファイナンス・エクスポージャーに関する当局設定の格付区分 

 優 良 可 弱い 

財務体質     

取引の超過担保の程度 強い。（Strong）  良い。（Good） まずまず。（Satisfactory） 弱い。（Weak） 

政治・法律面の環境     

カントリー・リスク カントリー・リスクなし。  カントリー・リスクは限定的

（特に、新興諸国の場合に

は、オフショア勘定で引当金

を計上している等）。 

カントリー・リスクがある

（特に、新興諸国の場合に

は、オフショア勘定で引当金

を計上している等）。 

カントリー・リスクが大きい

（特に、新興諸国の場合に

は、その国内勘定で引当金を

計上している等）。 

カントリー・リスク削減措

置 

非常に強力な削減措置： 

強力なオフショア制度 

戦略的なコモディティ 

第一級の買い手 

強力な削減措置： 

オフショア制度 

戦略的なコモディティ 

強力な買い手 

容認可能な削減措置： 

オフショア制度 

あまり戦略的ではないコモ

ディティ 

容認可能な買い手 

部分的な削減措置にとどま

る： 

オフショア制度がない 

非戦略的なコモディティ 

弱小な買い手 
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 優 良 可 弱い 

資産の特徴     

流動性と損害に対する感応

度 

上場された（quoted） コモ

ディティであり、先物又は店

頭（OTC）金融商品でヘッジ

可能。コモディティは損害を

受けにくい。 

 

上場された（quoted）コモデ

ィティであり、OTC 金融商品

でヘッジ可能。コモディティ

は損害を受けにくい。 

非上場の（not quoted）コモ

ディティだが、流動性は高

い。ヘッジの可能性は不透

明。損害を受けにくい。 

非上場の（not quoted）コモ

ディティで、市場の規模や深

度の点で流動性も低い。適切

なヘッジ手段はなく、損害を

受け易い。 

スポンサーの強さ     

トレーダーの財務体質 取引方針やリスクに比べ、非

常に強い。 

強い。 適切。 弱い。 

後方支援（ロジスティッ

ク）プロセスの管理能力を

含む実績 

同種の取引において広範な実

績を有する。営業実績および

コスト効率も優れている。 

同種の取引において十分な実

績を有する。営業実績および

コスト効率も平均を上回る。 

同種の取引における実績が限

定的。営業実績およびコスト

効率は平均的。 

全般的な実績が乏しい、又は

不透明。コストおよび収益も

不安定。 

取引の管理方針とヘッジ方

針 

取引相手の選別基準、ヘッジ

基準、モニタリング基準が厳

格。 

取引相手の選別基準、ヘッジ

基準、モニタリング方針が適

切。 

過去の取引で問題が発生して

いない、又は、些少な問題で

済んでいる。 

過去の取引で、多大な損失を

被ったことがある。 

財務情報開示の質 非常に良い。（Excellent） 良い。（Good） 十分。（Satisfactory） 開示情報に不明な点がある、

又は不十分。 

保全パッケージ     

資産に対する支配権 対抗要件を具備した第一順位

の担保権により、債権者は必

要に応じ随時、担保物件に対

する法的な支配権を行使でき

る。 

対抗要件を具備した第一順位

の担保権により、債権者は必

要に応じ随時、担保物件に対

する法的な支配権を行使でき

る。 

プロセスのいずれかの段階

で、担保物件に対する債権者

の法的な支配権に制約が生じ

る。そうした制約は、場合に

よっては、取引プロセスのノ

ウハウ又は第三者の引受けに

よって軽減される。 

契約の不備により、債権者が

担保物件に対する法的な支配

権を失うリスクがある。債権

回収に問題が生じる可能性が

ある。 
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 優 良 可 弱い 

損害に対する保険 上位の優良保険会社による、

強力な（Strong）保険（担保

の損害を含む）でカバーされ

ている。 

優良保険会社による、十分な

（Satisfactory）保険（担保

の損害を含まない）でカバー

されている。 

許容水準の保険会社による、

平均的な（Fair）保険（担保

の損害を含まない）でカバー

されている。 

保険によるカバー（担保に対

する損害を含まない）が不十

分（Weak）、又は下位の保険

会社によって付保されてい

る。 
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付属文書 7 

設例 当局設定関数方式における信用リスク削減効果の計算 

当局設定関数方式（SF）において担保および保証をどう認識するかを、以下に若干の設例に

より説明する。 

担保に関係する設例 比例的カバー 

オリジネーターとなる銀行が、KIRBを上回る信用補完レベルを有し、外部格付または推定格

付を得られない証券化エクスポージャー100 ユーロを購入するとする。さらに、当局設定関

数方式による証券化エクスポージャーの所要自己資本は 1.6 ユーロ（12.5 を乗じるとリス

ク・アセットは 20 ユーロとなる）と仮定する。また、オリジネーターとなる銀行は、証券

化エクスポージャーと同一通貨建ての 80 ユーロの現金担保を受け入れるものとする。以下

に示すように、このポジションに必要な最低所要自己資本は、当局設定関数方式による自己

資本の賦課額に、調整後エクスポージャー額と原エクスポージャー額の比率を乗じて得る。 

第 1 段階 調整後エクスポージャー額（E*）＝ max {0,[E×(1+ He)－C×(1－Hc－Hfx)]} 

E* ＝ max{0,[100×(1＋0)－80×(1－0－0)]}＝ 20 ﾕｰﾛ 

ここで（上記情報に基づく） 

E* ＝信用リスク削減後のエクスポージャー額（20 ユーロ） 

E ＝エクスポージャーの時価（100 ユーロ） 

He ＝エクスポージャーに対して適切なヘアカット（このヘアカットは、オリジ

ネーターとなる銀行が担保と交換に証券化エクスポージャーを貸し付けて

いないので、関連はない）。 

C ＝受け取った担保の時価（80 ユーロ） 

Hc ＝担保に対して適切なヘアカット（0） 

Hfx＝担保とエクスポージャー間のミスマッチに対して適切なヘアカット（0） 

第 2 段階 所要自己資本＝（E*/E）×当局設定関数方式による所要自己資本 

ここで（上記情報に基づく） 

所要自己資本＝20 ﾕｰﾛ/100 ﾕｰﾛ×1.6 ﾕｰﾛ＝0.32 ﾕｰﾛ  
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保証に関係する設例 比例的カバー 

担保を伴う場合の上記設例に記載した前提は、信用リスク削減手段の形式を除いて、すべて

同じものとする。銀行が、他の銀行から 80 ユーロの適格な無担保保証を受け取ったものと

する。そのため、通貨のミスマッチによるヘアカットは適用されない。最低所要自己資本は、

次のように決定する。 

• 

• 

証券化エクスポージャーのプロテクションカバー部分（80 ユーロ）には、プロテク

ション提供者のリスク・ウェイトを付する。プロテクション提供者のリスク・ウェ

イトは、内部格付手法で決定される、保証提供者となる銀行に対する無担保ローン

に対するものと同じである。このリスク・ウェイトを 10％とする。この場合、プロ

テクションカバー部分に対する所要自己資本は、80 ユーロ×10％×0.08＝0.64 ユ

ーロである。 

プロテクションでカバーされない部分（20 ユーロ）に対する自己資本の賦課は、証

券化エクスポージャーに対する所要自己資本に、エクスポージャー額に対するプロ

テクションでカバーされていない部分の割合を乗じて計算する。プロテクションで

カバーされない部分の割合は 20 ユーロ/100 ユーロ＝20％である。それゆえ、所要

自己資本は、1.6 ユーロ×20％＝0.32 ユーロである。 

プロテクションでカバーされた部分およびカバーされていない部分に対する自己資本の賦課

の合計は、 

0.64 ユーロ（カバー部分）＋0.32 ユーロ（アンカバー部分）＝0.96 ユーロである。  

設例  最優先部分をカバーするような信用リスク削減手段がある場合 

1,000 ユーロのローンのプールを証券化するオリジネーターとなる銀行があるとする。原プ

ールのKIRBは 5％である（所要自己資本は 50 ユーロ）。ファースト・ロス・ポジションは 20

ユーロある。オリジネーターは第２の最劣後トランシェである無格付トランシェ 45 ユーロ

を留保する。この状況は次のように要約できる。 

15 ﾕｰﾛ  

30 ﾕｰﾛ 

20 ﾕｰﾛ 

 (a) 
 

KIRB= 50 ﾕｰﾛ 
無格付留保トランシェ（45 ﾕｰﾛ）  

(b) 
 

 
ファースト・ロス 

 

1.  担保または保証がない場合の所要自己資本 

この例によると、KIRB水準をまたいだ無格付の留保トランシェの所要自己資本は、上の図の

トランシェ(a)およびトランシェ(b)に対する所要自己資本の合計である。 

(a) このサブトランシェに対する当局設定関数方式によるリスク・ウェイトは 820％と

仮定する。すると、リスク・アセットは 15 ユーロ×820％＝123 ユーロである。所

要自己資本は 123 ユーロ×8％＝9.84 ユーロである。 
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(b) KIRB水準以下のトランシェは資本控除しなくてはならない。リスク・アセットは、

30 ユーロ×1,250％＝375 ユーロである。所要自己資本は 375 ユーロ×8％＝30 ユー

ロである。 

KIRB水準をまたぐ無格付のトランシェに対する所要自己資本は、9.84 ユーロ＋30 ユーロ＝

39.84 ユーロである。 

2.  担保がある場合の所要自己資本 

オリジネーターとなる銀行が証券化エクスポージャーと同一通貨で表示された現金担保 25

ユーロを受け取ったとする。トランシェはKIRB水準をまたいでいるので、担保はKIRB水準の上

の最優先サブトランシェ（(a)15 ユーロで担保されたサブトランシェ）をカバーしたうえで、

何らかの担保余力があれば、KIRB水準以下のサブトランシェを、最優先部分から順にカバー

するものと仮定しなければならない（例えば 10 ユーロで担保された(b)トランシェ）。その

ため、 

 

 

KIRB

30 ﾕｰﾛ 

(a) 

(b) 
10 ﾕｰﾛ 

15 ﾕｰﾛ 
担保 (25 ﾕｰﾛ) 

KIRB水準を跨っ
ているトラン
シェ 

45 ﾕｰﾛ 

 

 

 

 

 

 

 

となる。 

 

このポジションの所要自己資本は、以下に説明するように、当局設定関数方式の所要自己資

本に、調整後エクスポージャー額と原証券化エクスポージャーとの比率を乗じて計算する。

これを 2 つのサブトランシェに適用しなくてはならない。 

(a) 第 1 のサブトランシェは、原エクスポージャー15 ユーロ、担保 15 ユーロであり、

この場合、完全にカバーされている。すなわち、 

第 1 段階 調整後エクスポージャー額 

E* ＝ max {0,[E×(1＋He)－C×(1－Hc－Hfx)]}＝ max {0,[15－15]}＝ 0 ﾕｰﾛ 

ここで、 

E*＝リスク削減後のエクスポージャー額（0ユーロ） 

E ＝エクスポージャーの時価（15 ユーロ） 

C ＝受入担保の時価（15 ユーロ） 

He＝エクスポージャーにとって適切なヘアカット（このヘアカットはここでは関

連がなく、0 とする）。 
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Hc および Hfx＝担保にとって適切なヘアカット、および担保とエクスポージャー

間のミスマッチに適用するヘアカット（簡略化のため 0とする）。 

第 2 段階 所要自己資本＝（E*/E）×当局設定関数方式による所要自己資本 

所要自己資本 ＝ 0 × 9.84 ﾕｰﾛ ＝ 0 ﾕｰﾛ 

(b) 第 2 のサブトランシェは、原エクスポージャー30 ユーロ、担保 10 ユーロであり、

後者はKIRB水準以上のサブトランシェをカバーした後に残る担保額である。したが

って、この 10 ユーロは、30 ユーロのサブトランシェの最優先部分に対して配分し

なくてはならない。 

第 1 段階 調整後エクスポージャー額 

E* ＝ max {0,[30×(1＋0)－10×(1－0－0)]}＝ 20 ﾕｰﾛ 

第 2 段階 所要自己資本＝（E*/E）×当局設定関数方式による所要自己資本 

所要自己資本＝20 ﾕｰﾛ/30 ﾕｰﾛ×30 ﾕｰﾛ＝ 20 ﾕｰﾛ 

最後に、無格付でKIRB水準をまたがるトランシェの所要自己資本の合計は、0 ユーロ＋20 ユ

ーロ＝20 ユーロ。 

3.  保証 

今度は、銀行が担保の代わりに適格無担保保証 25 ユーロを他の銀行から受け入れるものと

する。そのため、通貨ミスマッチによるヘアカットは適用しない。この状況は次のように要

約できる。 

 

KIRB

30 ﾕｰﾛ 

(a) 

(b) 
10 ﾕｰﾛ 

15 ﾕｰﾛ 
保証(25 ﾕｰﾛ) KIRB水準を跨って

いるトランシェ 
 

45 ﾕｰﾛ 

 

 

 

 

 

 

 

2 つのサブトランシェに対する所要自己資本は、次のように計算する。 

(a) 第 1 のサブトランシェは、原エクスポージャー15 ユーロ、保証 15 ユーロであり、

この場合、完全にカバーされている。15 ユーロには、プロテクション提供者のリス

ク・ウェイトを付する。プロテクション提供者のリスク・ウェイトは、内部格付手

法により決定されるように、保証を提供する銀行に対する無担保ローンのリスク・

ウェイトに等しい。このリスク・ウェイトを 20％とする。 

プロテクションカバー部分への所要自己資本は、15 ユーロ×20％×8％= 0.24 ユーロ。 

324 



付属文書７ 

(b) 第 2 のサブトランシェは原エクスポージャー30 ユーロ、保証 10 ユーロであり、こ

れはこのトランシェの中の最優先部分に適用されなければならない。したがって、プロテク

ションカバー部分は 10 ユーロ、プロテクション・アンカバー部分は 20 ユーロとなる。 

• ここでも、証券化エクスポージャーのカバー部分は保証銀行のリスク・ウェイトを

付することになる。 

カバー部分に対する所要自己資本は、10 ユーロ×20％×8％＝ 0.16 ユーロ。 

アンカバー部分（KIRB水準を下回る無格付のポジション）に対する所要自己資本は、

20 ユーロ×1,250％×8％＝ 20 ユーロとなる。 

KIRB水準をまたぐ無格付のトランシェに対する所要自己資本の総額＝0.24 ユーロ（カバー部

分、KIRB水準超）＋0.16 ユーロ（カバー部分、KIRB水準未満）＋20 ユーロ（アンカバー部分、

KIRB水準未満）＝20.4 ユーロ。 
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ビジネスラインのマッピング 
 

ビジネスラインのマッピング 

レベル 1 レベル 2 事業活動の種類 

コーポレート・ファイ

ナンス 

地方公共団体/政府・

ファイナンス 

マーチャント・バンキ

ング 

コーポレー

ト・ファイナ

ンス 

アドバイザリー業務 

M＆A、引受、民営化、証券化、調査、負債（debt）（政府、ハ

イ・イールド）、株式、シンジケーション、IPO、セカンダリー

私募販売 

セールス 

マーケット・メーキング 

自己勘定取引 

トレーディン

グとセールス 

トレジャリー 

債券（fixed income）、株式、外為、商品（commodities）、与

信、ファンディング、自己ポジション有価証券、貸付とレポ、

ブローカレッジ、負債（debt）、プライム・ブローカレッジ 

リテール・バンキング リテール貸付と預金、バンキング・サービス、信託と不動産 

プライベート・バンキ

ング 

個人向け貸付と預金、バンキング・サービス、信託と不動産、

投資アドバイス 
リテール・バ

ンキング 

クレジット・カード業

務 

マーチャント/コマーシャル/コーポレート・カード、自社カー

ドとリテール 

コマーシャ

ル・バンキン

グ 

コマーシャル・バンキ

ング 

プロジェクト・ファイナンス、不動産、輸出金融、貿易金融、

ファクタリング、リース、貸付、保証、外国為替手形 

支払と決済254 外部顧客 支払と回収、送金、清算と決済 

カストディ 
エスクロー、預託証券（depository receipt）、証券の貸出

（顧客）、コーポレート・アクション 

コーポレート・エージ

ェンシー 
発行者と支払代理人 

エージェンシ

ー業務 

法人信託  

一任資金管理

（discretionary fund 

management） 

プール型、分離型、リテール向け、機関投資家向け、クローズ

型、オープン型、プライベート・エクイティ 資産管理

（asset 

management） 非一任資金管理（non-

discretionary fund 

management） 

プール型、分離型、リテール向け、機関投資家向け、クローズ

型、オープン型 

リテール・ブ

ローカレッジ 

リテール・ブローカレ

ッジ 
注文執行とフル・サービス 

                                                 
254  銀行自身の活動に関連する支払と決済に係る損失は、その損失の影響をうけたビジネスラインの損失データ

として取り扱うこととなる。 
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ビジネスラインのマッピングについての原則255

(a) 相互に重複することなく、かつ全体として網羅的な形で、すべての業務は 8 つのレ

ベル 1のビジネスラインにマッピングされなければならない。 

(b) 容易にビジネスラインの枠組みにマッピングできない銀行業務または非銀行業務の

うち、当該枠組みに含まれている業務に付随する機能(ancillary function)を果た

すものは、それがサポートしているビジネスラインに分類されなければならない。

付随業務(ancillary activity)が複数のビジネスラインをサポートしている場合に

は、客観的なマッピングの基準を用いなければならない。 

(c) 粗利益をマッピングする際に、ある業務を特定のビジネスラインにマッピングする

ことができない場合には、最も賦課が高いビジネスラインを使用しなければならな

い。また、関連する付随業務にも、同様のビジネスラインが等しく適用される。 

(d) 銀行は、(基礎的指標手法で計上される)総粗利益が 8 つのビジネスラインの粗利益

を合計したものと等しくなることを条件として、複数のビジネスラインに粗利益を

配分するために内部価格設定方法(internal pricing methods)を用いることができ

る。 

                                                 
255  ビジネスラインのマッピングについての補足ガイダンス 

銀行がその業務を 8 つのビジネスラインにマッピングするのに用いることができる妥当な手法については、

ビジネスラインのマッピングの原則に従ったものであることを条件として、様々なものが存在する。しかし

ながら、一部の銀行がより詳細な指針を歓迎するであろうことを、当委員会では認識している。したがって、

以下で、銀行が粗利益をマッピングする上で取り得る 1つの手法を例示する。 

 リテール・バンキングの粗利益は、リテール顧客およびリテールとして扱われる中小企業向けの貸付・立替

金(loans and advances)からのネット金利収入に、伝統的なリテール業務に関連する手数料、リテール・バ

ンキング勘定をヘッジするためのスワップおよびデリバティブからの純利益、ならびに購入リテール売掛債

権(purchased retail receivables)からの利益を加えたものからなる。リテール・バンキングのネット金利

収入を計算するために、銀行は、リテール顧客向けの貸付・立替金における金利から、（リテールあるいは

その他の預金等どんな資金源であれ）貸付に係る資金調達の加重平均コストを差し引く。 

同様に、コマーシャル・バンキングの粗利益は、事業法人（および事業法人として扱われる中小企業）、イ

ンターバンクおよびソブリン向けの貸付・立替金からのネット金利収入、ならびに購入事業法人売掛債権か

らの利益に、コミットメント、保証、外国為替手形等の伝統的なコマーシャル・バンキング業務に関連する

手数料、銀行勘定で保有している有価証券からの純利益（例えばクーポンや配当金など）、およびコマーシ

ャル・バンキング勘定をヘッジするためのスワップやデリバティブからの損益を加えたものからなる。ここ

でもまた、ネット金利収入の計算は、事業法人、インターバンクおよびソブリン向けの貸付・立替金におけ

る金利から、(どんな資金源であれ)これら貸付に係る資金調達の加重平均コストを差し引くことに基づいて

いる。 

 トレーディングとセールスについては、粗利益は、トレーディング目的（すなわち時価勘定）で保有してい

る商品からの損益から資金調達コストを差し引き、ホールセール・ブローキングの手数料を加えたものであ

る。 

 その他 5 つのビジネスラインについては、粗利益は主に、これらのビジネスライン各々における純手数料収

入(net fees/commissions)である。支払と決済は、ホールセール取引先向けの支払/決済のファシリティ供与

に見合う手数料で構成される。資産管理（asset management）とは他者の代理人として資産を管理することで

ある。 
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(e) オペレーショナル・リスクの自己資本算定のために、業務をビジネスラインにマッ

ピングする際には、その他のリスク・カテゴリー（すなわち信用リスク並びにマー

ケット・リスク）において規制上の自己資本を算定する際に用いるビジネスライン

の定義と整合性がとれていなくてはならない。この原則からの乖離については、全

て明確な動機付けが示され(motivated)、文書化されなければならない。 

(f) 使用するマッピングの手順は明確に文書化されていなければならない。特に、文書

化されたビジネスラインの定義は、第三者がビジネスラインのマッピングを複製す

ることができるよう、充分に明確かつ詳細でなければならない。文書は特に、例外

事象(exceptions)や変更項目(overrides)について明確に動機付けを示さなければ

ならず(motivate)、また記録されていなければならない。 

(g) 新しい業務や商品のマッピングを、定義付ける手順を備えていなければならない。 

(h) 上級管理職は、（取締役会の承認の対象となる）マッピングの方針について責任を

負う。 

(i) ビジネスラインへのマッピングの手順は、独立した検証を受けなければならない。 
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詳細な損失事象タイプの分類 

事象タイプの区分（レベル 1） 定義 区分（レベル 2） 活動の例（レベル 3） 

権限外の行為 取引の意図的な隠蔽 

権限外取引（金銭上の損失を伴うもの） 

ポジションの意図的なごまかし。 

内部の不正行為 少なくとも一人の内部関係者が関与する、詐欺、財

産の横領・着服または規制・法令・社内規則の回避

を目的とした類の行為による損失。ただし、差別行

為は除く。 
窃盗および詐欺 詐欺/信用詐欺/無価値の預金 

窃盗/ゆすり/横領/強盗 

資産の横領・着服 

悪意を持った財産の破壊 

改竄 

小切手詐欺 

密輸 

口座の乗っ取り/なりすまし/その他 

納税違反/脱税（故意のもの） 

賄賂/キックバック 

インサイダー取引（銀行自身の勘定外での） 

外部の不正行為 第三者による、詐欺、財産の横領・着服または脱法

を目的とした類の行為による損失。 

窃盗および詐欺 窃盗/強盗 

改竄 

小切手詐欺 

  システム・セキュリティ ハッカー損害 

情報の盗難（金銭上の損失を伴うもの） 

従業員との関係 報酬、手当、解雇の問題 

組織的労働活動 

安全環境 

 

一般的な賠償責任（転倒、転落、等） 

従業員の健康と安全のルールに関する事象 

従業員への補償 

労務慣行および職場の安全 雇用・健康・安全に関する法令・協定に違反した行

為、個人傷害に関する支払い、または差別行為から

生じる損失 

差別行為 全てのタイプの差別行為 

 329



付属文書 9 

事象タイプの区分（レベル 1） 定義 区分（レベル 2） 活動の例（レベル 3） 

顧客、商品とビジネス慣行 

 

特定の顧客に対する善意または過失による職務上の

義務違反（受託者要件、適合性要件など）または商

品の性質・設計から生じる損失 

適合性、情報開示および受託者要件 受託者要件違反/ガイドライン違反 

適合性/開示の問題（Know Your Customer 等） 

リテール顧客への開示要件違反 

プライバシーの侵害 

強要的販売行為 

商品間のころがし（account churning） 

機密情報の濫用 

貸手責任 

 

 

 不適切なビジネス、マーケット慣行 

 

反トラスト 

不適切な取引/マーケット慣行 

市場操作 

インサイダー取引（銀行自身の勘定での） 

無免許の行為 

マネーローンダリング 

  商品の欠陥 商品の欠陥（未許可等） 

モデル・エラー 

  選択、スポンサーシップおよびエクスポージャー 指針に沿った顧客に関する調査の不履行 

顧客のエクスポージャーリミットの超過 

  助言業務 助言業務の効果に関する論争 

物的資産の損傷 自然災害その他の事象による有形資産の損失・損害

から生じる損失 

災害その他の事象 自然災害による損害 

外的要因による人的損害（テロリズム、蛮行） 

事業活動の中断、およびシステム

障害 

 

事業活動の中断およびシステム障害から生じる損失 システム ハードウェア 

ソフトウェア 

通信系 

電気・水道・ガス等の供給停止/中断（utility 

outage / disruptions） 

取引実行、デリバリー、プロセス

の管理 

取引の処理プロセスまたは処理プロセス管理の失敗

から生ずる損失、および取引相手やベンダーとの関

係に起因する損失。 

取引の捕捉、実行およびメンテナンス コミュニケーションの誤り

（miscommunication） 

データの入力、メンテナンス、ロードにおける

エラー 

期限超過、義務違反 

モデル/システムの操作ミス 

勘定エラー/属性設定エラー 

その他の職務上の失敗 

デリバリーの失敗 

担保管理の失敗 

リファレンス・データ・メンテナンス 
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事象タイプの区分（レベル 1） 定義 区分（レベル 2） 活動の例（レベル 3） 

  モニタリングおよび報告 報告義務違反 

不正確な外部報告（損失が発生したもの） 

  顧客の取込みおよび文書化 顧客の同意/否認手続き（disclaimers）の欠落 

法的書類の紛失／未完成 

  顧客口座の管理 口座への不許可アクセス 

誤った顧客記録（損失が発生したもの） 

過失による顧客資産の損失・損害 

  取引相手 顧客以外の取引相手のミス 

顧客以外の取引相手との諸種の論争 

  ベンダーとサプライヤー アウトソーシング 

ベンダーとの論争 
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標準的手法および内部格付手法において金融資産担保でカバーされた取引に 

関する自己資本規制上の取扱方法の概観 

 

1. 標準的手法で述べたルール、すなわち、担保付取引に係る信用リスク削減手法

（CRM）は、一般に、十分な質を有する金融資産担保でカバーされたバンキング勘定の債権

に対する、標準的手法および基礎的内部格付手法（IRB）の双方における取扱方法を定めて

いる。先進的内部格付手法を用いる銀行は、通常、エクスポージャーのデフォルト時損失率

（LGD）を調整するために内部推計を利用するときに、バンキング勘定のエクスポージャー

に付された金融資産担保を考慮に入れる。先進的内部格付手法を採用している銀行について

の 1 つの例外は、以下に述べるように、マスター・ネッティング・アグリーメントの下での

レポ形式の取引の認識に関係するものである。 

2. レポ形式の取引の形態をとる担保付きエクスポージャー（すなわち、レポ、リバー

スレポおよび有価証券の貸借取引）には、特別の配慮を必要とする。トレーディング勘定で

保有する上記取引は、以下に述べるように、カウンターパーティ・リスクに係る所要自己資

本の計算を行う。さらに、もし銀行が自己資本規制上、ネッティング効果を認識することを

望むならば、先進的内部格付手法を利用する銀行を含め、銀行はすべて、バンキング勘定に

あるかトレーディング勘定にあるかを問わず、マスター・ネッティング・アグリーメントに

従うレポ形式の取引については、以下に述べる CRM セクションで示す方法に従わなくてはな

らない。 

標準的手法および基礎的内部格付手法 

3. 標準的手法を用いる銀行は、適格金融資産担保でカバーされた取引についての適切

なリスク・ウェイトを決定するために、簡便手法または包括的手法のいずれを利用してもよ

い。簡便手法を使用する場合には、担保のリスク・ウェイトが、取引相手のリスク・ウェイ

トに代替する。リスクが極めて低いいくつかの取引を除いて、リスク・ウェイトのフロアは

20％である。基礎的内部格付手法では、銀行は包括的手法のみを利用することができる。 

4. 包括的手法では、適格金融資産担保は、相手方に対するエクスポージャーの額を減

らすことになる。保有期間を通じた有価証券の潜在的な相場変動および外国為替相場の潜在

的変動を考慮したヘアカットの適用によって、担保の額は減額され、場合によってはエクス

ポージャーの額が増額される。その結果が、調整後エクスポージャーの額 E*である。銀行

は、当委員会が定める当局設定によるヘアカット、または一定の適格要件に適合すれば、

「自行」推計のヘアカットに頼ることができる。へアカット額を計算するための当局設定保

有期間が、上記のような担保取引のためのルールに定めた保有期間と異なる場合、ヘアカッ

トは適宜増額ないし減額される。標準的手法を採用する銀行は、E*をいったん計算した後、

取引相手に対して適切なリスク・ウェイトをその額に割り当てる。基礎的内部格付手法を用

いる銀行の場合、マスター・ネッティング・アグリーメントに従ったレポ形式以外の金融資

産担保でカバーされた取引については、エクスポージャーのデフォルト時損失率 LGD を調整

するために、E*を用いなくてはならない。 
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レポ形式の取引に対する特別の配慮 

5. トレーディング勘定に計上されたレポ形式の取引は、トレーディング勘定に計上さ

れた店頭デリバティブと同様に、取引相手の信用リスクに対する所要自己資本が賦課される。

この所要自己資本を計算するには、標準的手法を使用する銀行は担保に関して包括的手法を

用いなくてはならない。簡便手法は利用できない。 

6. マスター・ネッティング・アグリーメントに従わないレポ形式の取引の自己資本規

制上の取扱いは、他の担保付き取引の自己資本規制上の取扱いと同じである。ただし、包括

的手法を利用する銀行については、中核的市場参加者を取引相手とし、その他の一定の基準

を満たしている場合、各国当局は、その裁量によりゼロのヘアカットを利用することを決定

できる（いわゆる「適用除外(curve-out)」の扱い）。バンキング勘定にあるかトレーディ

ング勘定にあるかを問わず、レポ形式の取引がマスター・ネッティング・アグリーメントに

従う場合、銀行は所要自己資本の計算にあたり、ネッティングの効果を認識しないことを選

択してもよい。この場合、マスター・ネッティング・アグリーメントが存在しないものとし

て、各取引について所要自己資本の計算を行うことになる。 

7. 自己資本規制上、レポ形式の取引においてマスター・ネッティング・アグリーメン

トの効果を認識することを銀行が望む場合、当該銀行は、それに関連する CRM のセクション

が定めた取扱いを取引相手ごとに適用しなくてはならない。この取扱いは、銀行が標準的手

法、基礎的内部格付手法、先進的内部格付手法のいずれによるかを問わず、また、当該取引

がバンキング勘定またはトレーディング勘定のいずれにあるかを問わず、マスター・ネッテ

ィング・アグリーメントに従うレポ形式の取引すべてに適用しなくてはならない。この取扱

いでは、銀行は、契約のネット・カレント・エクスポージャーと証券価格相場や外国為替相

場の潜在的変動に備えるためのアドオンの合計額として E*を認識する。アドオンは、当局

設定のヘアカットによって、あるいは、一定の適格要件を満たす銀行については、自行推計

のヘアカット、または内部 VaR モデルによって決定してよい。レポ形式の取引のヘアカット

に関する適用除外(curve-out)の取扱いは、内部 VaR モデルを適用する場合には、利用して

はならない。 

8. 計算した E*は、事実上、無担保ローン相当額（unsecured loan equivalent 

amount）であり、これは、標準的手法ではエクスポージャー額として、ならびに、基礎的内

部格付手法および先進的内部格付手法ではデフォルト時エクスポージャー（EAD）値として

用いられる。内部格付手法において、E*は EAD として用いられ、したがってマスター・ネッ

ティング・アグリーメントが適用される店頭デリバティブに対する信用リスク相当額（再構

築コストと潜在的な将来のエクスポージャーに対するアドオンの合計として計算される）と

同様に扱われる。 
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付属文書 10a 

マーケット・リスクに対する所要自己資本額算出に用いる内部モデ

ル・アプローチにおいてバックテスティングを利用するための監督

上のフレームワーク 

Ⅰ．  序文（イントロダクション） 

1.   当ペーパーは、バーゼル銀行監督委員会（以下「当委員会」)が、マーケット・リ

スクに対応する所要自己資本額算出に用いる内部モデル・アプローチに、バックテスティン

グを導入する際のフレームワークを示したものである。これは、本「改訂された枠組」のパ

ラグラフ 718（Lxxvi）（j）の細目に該当するものである。 

2.   内部モデルを利用してマーケット・リスクを測定している金融機関の多くは、モデ

ルによって算出されたリスク量と実際のトレーディングの損益とを日々比較し、自行のリス

ク管理モデルの質や精度をチェックしている。これは一般に「バックテスティング」と呼ば

れるが、リスク管理モデルを導入し発展させてきた多くの金融機関にとって有益なものと考

えられている。 

3.   リスク管理モデルの精度を評価する手段としてバックテスティング手法は、今後も

発展していくであろう。バックテスティングにおける新たな手法は次々と開発されており、

こうした問題がリスク管理に関心を持つ関係者の間において議論されている。現在のところ、

バックテスティングを用いた比較手法は銀行によって区々であり、結果についての評価基準

も統一されていない。目下、正確なリスク管理モデルと不正確なリスク管理モデルとを明確

に識別する手法の確立を目標として、現在利用されている手法を改善し精緻化しようとする

意欲的な試みが続けられている。 

4.   バックテスティングの本質は、実際のトレーディング結果を、モデルによって算出

されたリスク量と比較することである。仮に、バックテスティングの結果、双方の計数が十

分に似通ったものであれば、当該リスク管理モデルは精度面で問題がないと考えられる。一

方、比較分析の結果、双方の計数にかなりの開きが生じ、モデル自体ないしはバックテステ

ィングの前提条件に重大な問題が存在することが明らかになる場合もあろう。こうした 2 つ

の極端な事例の中間には、バックテスティング結果からだけでは一概に結論付けられないグ

レーな領域が存在する。 

5.   当委員会は、規制体系上バックテスティングを導入することによって、内部モデ

ル・アプローチに整合的かつ様々な状況にも対応可能な形で適切なインセンティブが織り込

まれたと確信する。事実、1995 年 4 月の内部モデル・アプローチ提案に対して寄せられた

コメントでは、銀行がリスク管理モデルを継続的に高度化していこうとする明確なインセン

ティブを与え続ける必要性を強調するものが多かった。マーケット・リスクの所要自己資本

額算出に用いる内部モデル・アプローチの中にバックテスティングをより明確な形で取り込

む上で、当委員会は次の 2 点を考慮した。即ち、市中において最適なバックテスティングの

手法について未だコンセンサスが得られていないこと、および、モデルの精度を測定する手

段としてバックテスティングを用いること自体に限界があることである。 
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6.   当委員会は、当ペーパーに掲げるフレームワークが、バックテスティングの限界を

認識しつつ、適当なインセンティブを取り込む必要性にも配慮したバランスのとれたもので

あると確信する。また当委員会は、リスクの計測やバックテスティングに係る手法が未だ発

展過程にあることを認識しており、かかる分野において新たに重要な発展がみられた場合に

は、上記フレームワークの中に適宜取り込んでいく所存である。 

7.   以下、当ペーパーで、内部モデル・アプローチにおけるバックテスティングのフレ

ームワークを説明する。このフレームワークの目的は、市中金融機関がバックテスティング

の手法をさらに一段と精微化することを促進し、バックテスティングの結果を銀行監督上ど

のように判断するかについて明らかにするものである。次のセクションではバックテスティ

ング自体のもつ特性について考察し、さらに続くセクションでは、銀行監督の観点から見た

バックテスティング結果に対する解釈を示した上で、これらの点に関して当委員会で合意を

みた基準を提示する。 

Ⅱ．  バックテスティングのフレームワークについて 

8.   当委員会の定めたバックテスティングのフレームワークは、マーケット・リスクを

管理するモデルを内部的に利用している銀行の多くが採用しているフレームワークに基づい

ている。こうしたバックテスティング・プログラムは、通常、銀行の日々のバリュー・アッ

ト・リスク値と、実際に生じた日々の損益（いわゆる「日々のトレーディング損益」)とを

定期的に比較するものである。殆どの場合、バリュー・アット・リスク値の方がトレーディ

ング損益に対し大きくなるはずであるが、トレーディング損益がバリュー・アット・リスク

値を超過した日数の観測日数全体に対する割合は、バリュー・アット・リスク値を算出する

際の信頼水準に依存する。バリュー・アット・リスク値をトレーディング損益と比較するこ

とは、単純に言えば、例えば、リスク値がトレーディング損益を上回っている日数を数える

ことである。つまり、実際に生じたトレーディング損益がリスク値の範囲内に収まった日数

の観測日数全体に対する割合と、当初予想された信頼水準とを比較することによって、銀行

のリスク管理モデルの精度を検証することができる。この検証に当たって統計的なテスト手

法を利用することもできるが、時には上述した簡便な手法が用いられることもあろう。 

9.   当ペーパーに規定する監督上のバックテスティングのフレームワークは、上記の手

順を全て含むものであり、各手順が銀行にとって過度な負担とならないよう実現可能性およ

び、整合的な解釈に配慮したものである。なお、バリュー・アット・リスクにおけるリスク

量は、一定の保有期間中の市場変動の結果、特定の信頼水準の下で、一定のポジションから

発生する想定可能な最大損失額を意味する。 

10.   （当規制において)適用されるバックテスティングは、リスク管理モデルによって

算出されたリスク量の範囲にトレーディング結果が収まっている日数の全体に占める割合が、

信頼水準 99％と整合性がとれているかどうか比べるものである。即ち、信頼水準 99％の下

での銀行のリスク管理モデルが実際にトレーディング損失の 99％をカバーしているかどう

かをみようとするものである。もっとも、こうした 99％という極めて高い信頼水準を設定

することは、信頼水準が低い場合に比べ、ただでさえ難しいモデルの精度の検証をさらに難

しくするのではないか、といった議論を展開することも可能であろう。しかしながら当委員

会は、バックテスティングの結果と「自己資本合意の改定」に明記された信頼水準との整合

性を図ることが重要である、との結論に達した。 
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11.   バックテスティングにどのようなリスク量とトレーディング結果を用いることが

適切かを決定するに当たっては、バリュー・アット・リスクによるリスク計測手法が、通常、

固定されたポートフォリオの瞬間的な市場価格の変動に対する感応度を用いて計算している

ことに起因する問題も考慮しなければならない。即ち、当日の取引が終了した時点における

トレーディング・ポジションをリスク管理モデルに入力することにより、この固定されたポ

ートフォリオの価値が、特定の保有期間における価格や金利の変動により最大限どの程度変

動しうるかを予想する結果となっている。 

12.   この手法は理論的には極めて分かり易いものであるが、実務上はバックテスティ

ングを複雑にしている。例えば、保有期間中にポートフォリオの構成が変化することにより

実際のトレーディング損益が「濁る（contaminated)」ことが避けられないため、厳密には

バリュー・アット・リスク値とトレーディング結果を単純に比較することはできない、とし

ばしば指摘される。これは、ポートフォリオの構成が変化することによって生じるトレーデ

ィング損益（の「振れ」)や、手数料収入などをトレーディング損益に含めてしまうことは、

そうした損益がバリュー・アット・リスクを算出する上で前提とされている固定されたポー

トフォリオに内在するリスクとは全く無関係であることに照らし適切ではないという考え方

に基づいている。 

13.   こうした議論は、保有期間がより長期に亘る場合の価格変動を捉えようとするバ

リュー・アット・リスク手法において説得力をもつ。おそらく、保有期間 10 日間、信頼水

準 99％の下で内部モデルによって算出されたリスク量を、10 日間のトレーディング損益と

見比べることは、余り意味のある作業とはいえないであろう。とりわけ、トレーディング業

務を積極的に行っている金融機関では、10 日の間に当初のポジションに比べ、ポートフォ

リオの構成が大幅に変化していることは、よく起こることである。こうした理由から、当ペ
ーパーに規定されるバックテスティングのフレームワークでは、保有期間 1 日間の下で算出
されるリスク量を基準として用いることとする。当ペーパーで特に明記された条件を除き、

バックテスティング手法は銀行が内部管理上利用しているものに基づくことになる。 

14.   リスク量の算出に当たり保有期間 1 日間としていることとの平仄をとる上で、1

日間のトレーディング損益をバックテスティングに利用することが適当である。しかしなが

ら、トレーディング損益を日次ベースでみることとしても、上述したトレーディング損益の

「濁り」の問題は解消されない。言い換えれば、日々のトレーディング損益は日中トレーデ

ィングの影響を受けるだけでなく、新規契約の結果計上される手数料収入を含む可能性があ

るため、これを日々のリスク量と比較することは適切ではない、との指摘である。 

15.   日中取引はトレーディング損益のボラティリティを高める傾向があり、日中取引

によりトレーディング損益がリスク量を超過する事態が生じる可能性がある。もっとも、こ

うした事態はリスク量を算出する手法自体に問題があることを意味しない。むしろ、こうし

た問題はリスク管理手段としてのバリュー・アット・リスク手法が想定している範囲を超え

たものである。これに対し、手数料収入をトレーディング損益に含めることは、同収入が年

金のように安定したキャッシュ・フローが期待できるといった特性をもつことから、バック

テスティング結果を逆の方向に歪めることになろう。 

16.   通常、リスク量を算出するに当たり手数料収入は考慮されていないことが多く、

バックテスティングを行う上での「トレーディング損益」の定義に手数料収入を含めること

によって、リスク管理モデル自体の問題がみえにくくなる可能性がある。 

17.   こうした問題に対する考え方としては、一方で、たとえリスク量を算出する前提

条件に限界があったとしても、実際のトレーディング損益は、銀行がリスク管理を行う上で
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最も重要かつ意味のある計数であり、同結果をリスク量と見比べるべき、とする見方がある。

これに対し、手数料収入の問題は、多少乱暴な形であるにせよ、バックテスティングを実施

する前にトレーディング損益から手数料収入の平均値を除くことにより、十分解決可能であ

る、とする見方もある。後者については、より精緻な手法として、日々の収入を手数料、ス

プレッド、価格変動、日中取引など各種の要因に分解した上で分析することも考えられよう。 

18.   バックテスティングを、バリュー・アット・リスク・モデルの精度をみる純粋に

統計的なテスト手法と捉えるならば、「濁りを除去した」テストを実施できるように日々の

トレーディング損益を定義することが明らかに適当である。この基準を満たすためには、銀

行は、前営業日終了時のポジションを固定させた上で、ポートフォリオの価値がどのように

変動したかという方法でバックテスティングを実施できるような能力を備えなければならな

い。 

19.   一方、（ポートフォリオを固定せず)実際のトレーディング結果を用いたバックテ

スティング手法も有用である。何故なら、こうした手法により、リスク管理モデルが正確に

計算を行っていたとしてもトレーディングによって損益が振れるようなケースを発見するこ

とが可能だからである。 

20.   こうした理由から、当委員会は、銀行が、（ポートフォリオを固定させた）仮想
（hypothetical)のトレーディング損益と、実際のトレーディング損益をそれぞれ用いてバ
ックテスティングを実施できることが望ましいと考えている。こうしたバックテスティング

手法に関する 2 つの異なるアプローチのうち、何れを重視するかは各国監督当局により扱い

が異なることとなろうが、どちらのアプローチにも意味があることは自明である。両アプロ

ーチを併用すれば、モデルによって算出されたリスク量とトレーディング損益との関係につ

いて、より一層理解を深めることが可能となろう。 

21.   バックテスティング・プログラムの仕様を決定するための次のステップは、バッ

クテスティング内容とバックテスティングの実施頻度である。当委員会が採用するフレーム

ワークは、モデルによって算出されたリスク量をトレーディング損失と比較する最も単純な

方法であるが、トレーディング損失が、リスク管理モデルが想定したリスク量を超過した回

数（exceptions、以下「超過回数」)を単に数えることである。例えば、信頼水準 99％、保

有期間 1 日のバリュー・アット・リスク・モデルについては、平均的に、営業日数 200 日

のうち 2 日を除く 198 日において、トレーディング損益が事前に算出されたリスク量の範

囲内に収まっていなければならない。 

22.   バックテスティングの実施頻度に関しては、バックテスティングを可能な限り多

くの観測データに基づいて実施すべきであるという要請と、定期的に実施すべきであるとい

う要請とのバランスを図る必要がある。当ペーパーが採用するバックテスティングのフレー

ムワークでは、規制上規定されたバックテスティングおよび超過回数の分析を、四半期毎に
直近 12 か月のデータに基づいて実施すべきものとする。 

23.   バックテスティング・プログラムの導入時期は、内部モデル・アプローチによる

自己資本規制が発効する時点、即ち、遅くとも 1997 年末からとする。これは、1998 年末ま

でに、バックテスティング・プログラムによる上記超過回数の分析が開始されていることを

意味する。もっとも、これは、各国監督当局が、上記日付以前にバックテスティングの結果

を徴求すること、とくに各国裁量により、内部モデルを承認する過程の一部としてバックテ

スティングのデータを利用することを排除するものではない。 

24.   直近 12 か月のデータを利用することは、約 250 営業日分の観測データをバック

テスティングの目的で利用することを意味する。各国監督当局は、（250 営業日のうち)銀
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行のモデルにおいて生じた超過回数を規制上の対応措置をとる際の基準として用いることに

なる。多くの場合には、規制上の対応措置がとられないことになろう。また、場合によって

は、監督当局は内部モデルについて問題がないか調べるため、銀行と意見交換を開始するこ

とになろう。さらに、最も深刻な事態として、監督当局が、銀行の所要自己賢本の増額を命

じたり、自己資本規制上、内部モデルの利用を禁止することもあろう。 

25.   バックテスティングにおいて、超過回数の発生状況を主たる基準として用いるこ

との利点は、そのアプローチの単純明快さにある。統計的な観点からみると、銀行のモデル

の精度を超過回数に基づいてチェックすることによって、比較的少ない前提条件を仮定する

ことで足りることになる。とくに重要な前提条件は、日々のバックテスティングの結果（ト

レーディング損益がバリュー・アット・リスク値を超過したかどうか）が、それぞれ独立で

あることである。 

26.   当然のことながら、当委員会は、こうしたテスティング手法が正確なモデルと不

正確なモデルとを完全に峻別できないことを承知している。統計の専門家にとっては、何ら

かの形で問題を含むモデルを全て識別する傍ら、他の正確なモデルを誤って排除することが

ないような形でバックテスティング手法を調整することは、不可能であることを意味しよう。

こうした限界は、当ペーパーで説明されるフレームワークを構築する上で非常に重要なポイ

ントであるばかりか、各国の監督当局が銀行のバックテスティング・プログラムの結果を評

価する上でとりわけ関心を抱く点である。しかしながら、当委員会は、こうした限界の存在

によって、バックテスティングの利用を否定すべきものとは考えていない。仮にバックテス

ティング自体に限界があり不完全性が拭えないとしても、監督上の基準を明確なフレームワ

ークの上に構築することは、まったく裁量的な基準やインセンティブのない基準を導入する

ことに比べ、はるかに望ましい。 

Ⅲ．  バックテスティング結果を評価するための監督上のフレームワーク 

Ａ．   3 ゾーン・アプローチについて 

27.   当委員会は、バックテスティングの統計上の限界を念頭に置きつつ、バックテス

ティング結果を評価するための監督上のフレームワークを導入することとしたが、バックテ

スティングから得られる情報の程度に応じ様々な監督上の対応が可能となるよう配慮した。

バックテスティングの結果については、超過回数により 3 つのゾーンに色分けし、段階的な

対応措置が定められている。グリーン・ゾーンは、バックテスティングの結果、銀行のモデ

ル自体の質や精度に問題がないと考えられる領域である。イエロー・ゾーンは、バックテス

ティングの結果、問題の存在が示唆されるが決定的ではないという場合である。レッド・ゾ

ーンは、バックテスティングの結果、まず間違いなく銀行のリスク管理モデルに問題がある

と考えられる領域である。 

28.   当委員会は、こうしたゾーンの定義に関する基準として、バックテスティング・

プログラムにおいて生じた超過回数を用いることについて合意した。その内容は以下に記す

とおりである。しかしながら、こうした定義を正しく理解するためには、銀行のリスク管理

モデルの精度に関して様々な仮定をおいた上で、一定の超過回数が発生する確率を調べるこ

とが有用である。 
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Ｂ．   ゾーンを決定する際に統計面から考察すべき事項 

29.   3 つのゾーンについて簡単に説明したが、ゾーン間の境界線は次の 2 つの統計上

のエラーのバランスを図るべく決定された。すなわち、(1)バックテスティングの結果、正

確なリスク管理モデルが不正確なものと判定されてしまう可能性と、（2)不正確なモデルが、

バックテスティングによって不正確であると判断されない可能性である。 

30.   表 1 は、モデルがどの程度の正確性を有しているかについて幾つかの条件を設定

した上で、250 個の独立した観測データから特定の超過回数が発生する確率を示したもので

ある（2 項確率を提示)。具体的には、表 1 の左半分は正確なモデルの確率（即ち、真に

99％の信頼水準を満たしている場合)を示したものである。この前提条件の下、「exact」と

記された列は、例えば、標本全体の 6.7％において超過回数が丁度 5 回となると期待される

ことを示したものである。 

31.   表 1 の右半分は、幾つかの不正確なモデルの精度（信頼水準)を示したものであり、

真の信頼水準が 98％、97％、96％、95％のモデルを左から順番に並べたものである。した

がって、実際の信頼水準 97％のモデルにおける「exact」の欄をみると、このようなモデル

の場合、標本全体の 10.9％において超過回数が 5 回となることが期待されることが示され

ている。 

32.   また、表 1 は重要なエラーが発生する確率についても示している。モデルが 99％

の信頼水準を実際に満たしている（望ましい捕捉水準)との前提条件の下、モデルの精度に

関する最低基準として超過回数の特定値を決めた場合に、正確なモデルを誤って排除するこ

ととなるエラー（「タイプ 1」のエラー)が生じる確率を示している。例えば、仮にモデル

を排除する基準を超過回数「1」と定めた場合、正確なモデルであっても、実際に超過回数

が発生せず排除されないのは 8.1％の場合に過ぎず、正確なモデルは 91.9％の確率で誤って

排除されることとなる（正確なモデルでも 91.9％の確率で超過回数 1 以上となる)。モデル

を排除する最低基準として超過回数を引き上げるにつれ、こうしたエラーが発生する可能性

は減少していく。 

33.   表 1 は、モデルの実際の信頼水準が 99％ではないと仮定し、モデルの精度に関す

る最低基準として特定の超過回数を定めた場合に、一定の確率で、仮定した信頼水準の（不

正確な)モデルを誤って容認することとなるエラー（「タイプ 2」のエラー)が発生する確率

についても示している。例えば、仮にモデルの実際の信頼水準が 97％であり、モデルを排

除する最低基準として超過回数全 7 回と定めた場合、表 1 によればこの（不正確な)モデル

は 37.5％の確率で誤って容認されることになる。 

34.   表 1 における情報をみる上で重要な点としては、同表に掲げられているモデルの

信頼水準にさほど違いがない（97％と 99％とはあまり変わらない)ようにみえる場合であっ

ても、算出されるリスクの大きさはかなり異なることである。即ち、銀行の算出したリスク

量が正確なモデルによって算出されるものに比べ相当小さくなっていても、トレーディング

損益の 97％がカバーされているという状況が起こりうるのである。例えば、トレーディン

グ損益が正規分布であるとの前提の下、信頼水準 97％をカバーすることは 1.88 標準偏差

（σ）に相当するリスク量を指すが、信頼水準 99％の場合は 2.33 標準偏差に相当するリス

ク量となり、その結果、リスク量としては 25％程度増加することとなる。したがって監督

当局としては、信頼水準 99％のモデルと、実際には信頼水準 97％しかカバーされていない

モデルとを峻別することは極めて重要であると考えている。 
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Ｃ．   各ゾーンの定義 

35.   表 1 の結果は、バックテスティングの統計的な限界について示すものでもある。

とくに、モデルを排除する超過回数の最低基準を設定する上で、誤って正確なモデルを排除

する確率が低く、同時に、不正確なモデルを間違って容認してしまう確率が低いような、特

定の値は存在しない。こうした理由から、当委員会は単一の最低基準値に拠るアプローチを

採用しなかった。 

36.   こうした限界を踏まえつつ、当委員会はトレーディング損益を 3 つのカテゴリー

に分類した。第 1 のカテゴリーは、バックテスティングの結果が正確なモデルと整合的であ

り、不正確なモデルを間違って容認してしまう確率が低い領域（グリーン・ゾーン)である。

その裏返しとして、バックテスティング結果からみる限り正確なモデルによって算出された

とは考えにくく、間違って正確なモデルを排除してしまう確率が殆どない領域（レッド・ゾ

ーン)がある。この両者の中間には、バックテスティング結果に照らしモデルが正確である

とも不正確であるともいえる領域（イエロー・ゾーン)が存在し、同領域については、銀行

に対し内部モデルに関する追加的な情報を求めた上で、監督当局が具体的な行動をとること

が望ましいと考えられる。 

37.   表 2 は、250 の観測データに基づき、当委員会が合意に達した上記各ゾーンの境

界と、各バックテスティングの結果に対して監督当局が原則として採る措置を定めたもので

ある。標本数が 250 以外の場合の境界線については、表 1 にあるように、真に 99％の信頼

水準をもつモデルにおける 2 項確率を計算することによって求められる。イエロー・ゾーン

は、超過回数が一定値以下となる確率が 95％以上のところを最低線とし、それ以上の領域

を指す。表 2 は、こうした一定の超過回数それぞれに該当する累積確率を示したものであり、

250 の観測データの下、モデルの真の信頼水準が 99％である場合、95.88％の確率で超過回

数が 5 回以下となることが分かる。したがって、イエロー・ゾーンは超過回数 5 回以上とな

る。 

38.   同様に、レッド・ゾーンは、超過回数が一定値以上となる確率が 99.99％以上の

ところを最低線とする。表 2 では、信頼水準 99％のモデルについて 250 の観測データをみ

ると、同ゾーンは超過回数 10 回以上ということになる。 

Ｄ．   グリーン・ゾーン 

39.   グリーン・ゾーンは余り説明を要しないであろう。信頼水準 99％のモデルでは、

250 の観測データについて、大抵の場合、4 回までの超過回数が観察される可能性が非常に

高いことから、バックテスティングの結果がこの領域に入ることを問題視する必要はなかろ

う。これは、表 1 に示されているように、このゾーンにおける結果を容認しても、不正確な

モデルを容認する確率が非常に低いことによって補強されよう。 

Ｅ．   イエロー・ゾーン 

40.   イエロー・ゾーンは超過回数 5～9 回の範囲を指す。バックテスティングの結果が

同ゾーンに入った場合、モデルは正確であるとも不正確であるとも評価できるが、一般には

表 1 からモデルは不正確であることの蓋然性が高いといえよう。さらに、表 1 の結果をみ

ると、超過回数が 5 回から 9 回に増えるにつれてモデルが不正確である可能性が強まること

が指摘できる。 
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41.   当委員会は、イエロー・ゾーンにおいて、一般に超過回数と所要自己資本額の増

加の程度を結び付けることについて合意した。表 2 は、イエロー・ゾーンにおけるバックテ

スティング結果から内部モデルによる所要自己資本額の算出において適用されるマルチプリ

ケーション・ファクターの増加分を監督当局が決定するに当たり、当委員会で合意されたガ

イドラインを示したものである。 

42.   こうしたガイドラインは、内部モデル・アプローチに組み込まれたインセンティ

ブの構造を維持する上で必要なものであり、とくに、超過回数が増えるにつれて監督上のペ

ナルティーが増すことが重要である。表 1 は、一般に超過回数 9 回は 5 回に比べ問題があ

るという考え方を支持するものであり、表 2 に示されている超過回数に対応した段階的なペ

ナルティーに反映されている。 

43.   このように設定されたマルチプリケーション・ファクターの増加分は、同ファク

ターを増加させることによってモデルの精度を 99％相当にまで引き上げなければならない、

という考え方に依拠している。例えば、250 の標本数のうち 5 つの超過回数は、98％の信頼

水準を示唆するものである。したがって、信頼水準 98％相当のモデルを 99％相当のモデル

に変換するに足りるだけ、スケーリング・ファクターの水準を増加させる必要がある。言う

までもなく、こういった計算を厳密に行うためには、必ずしも全ての事態に当てはまるとは

いえないような統計上の前提条件を追加的に設定することが必要である。例えば、トレーデ

ィング損益が正規分布を示すとの仮定の下では、信頼水準 99％のモデルによるリスク量と、

同 98％のモデルによるリスク量の比率は約 1.14 であり、マルチプリケーション・ファクタ

ーが 3 の場合には、同水準を 0.40 程度引き上げる必要がある。もし実際の分布が正規分布

ではなく「ファット・テイル」（fat tail)となっている場合、信頼水準 99％の基準を満た

すには、さらにマルチプリケーション・ファクターの増加幅を引き上げる必要があろう。こ

うしたファット・テイルに対する懸念は、表 2 におけるプラス・ファクターの増加幅を決め

る上での重要な要素の一つであった。 

44.   しかしながら、こうした段階的なプラス・ファクターの適用は純粋に自動的なも

のではないことを強調しておく必要がある。表 1 の結果からは、イエロー・ゾーンに入る結

果が常にモデルが不正確であることを意味しない。当委員会は単に不運に見舞われた銀行に

ペナルティーを課すことは考えていない。もっとも、インセンティブが適切な形で作用する

には、バックテスティングの結果がイエロー・ゾーンに入った場合、原則としてマルチプリ

ケーション・ファクターが加算されなければならない。ただし、当該行が、係る措置が妥当

なものでないことを示すことができる場合には加算が免除される。 

45.   言い換えれば、こうした状況においては、当該モデルに問題があるということに

ついて監督当局が立証責任を負うべきではなく、銀行が自行のモデルの健全性を示すべきこ

ととするのが妥当である。この場合、銀行のモデルを評価する上で必要な追加的情報として

は様々なものが考えられよう。 

46.   例えば、銀行のトレーディング業務の部門毎にバックテスティングの結果をみる

ことは非常に重要となろう。定期的なバックテスティングを実施している多くの銀行は、ト

レーディング・ポートフォリオ全体を、リスク・ファクターや商品別のトレーディング・ユ

ニットに分解している。このように分解することにより、全リスク量として統合された段階

において表面化した問題を、その源泉である特定のトレーディング・ユニットや特定のリス

ク管理モデルといったところまで遡って分析することが可能となる。 

47.   銀行は、バックテスティングの結果生じた超過回数のそれぞれについて原因を分

析した文書を残す必要がある。こうした文書はイエロー・ゾーンにおけるバックテスティン
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グ結果に対する監督上の適切な措置を決定する上で重要となる。また、銀行は、99％以外の

信頼水準の下でバックテスティングを実施したり、当ペーパーでは規定されていないような

手法でバックテスティングを行うこともあり得る。当然のことながら、こうした情報はリス

ク管理モデルを評価する上で非常に有用なものとなろう。 

48.   実務上、バックテスティングにおける超過回数については、様々な説明が可能で

あり、中にはモデルの基本的な欠陥に起因すると看做すことができるものもあれば、モデル

の精度が不十分であることを示すものもある。また、単に不運なだけであったり、日中取引

で大損した場合もあろう。銀行のモデルから生じた超過回数をこうしたカテゴリーに分類し

た上で分析することは非常に有用であろう。 

モデルに基本的な欠陥がみられる場合 

(1)   銀行のリスク管理モデルが、システム上、全ポジションのリスクを把握していな

い（例えば、海外拠点からのポジションの報告が不正確である等) 

(2)   リスク管理モデルにおいてボラティリティや相関が正しく計算されていない（例

えば、コンピュータの計算上 225 で割り算をすべきところを 250 で割っている

等) 

モデルに改善の余地がある場合 

(3)   リスク管理モデルが、ある商品のリスクを十分正確に評価していない（例えば、

期間区分が少なすぎたり、スプレッドを考慮していない等) 

不運、若しくは、モデルが予想していないような形で市場が変動した 

(4)   稀な事態（著しく低い確率の下で発生する事象) 

(5)   モデルの予測範囲を超えて市場が大きく変動した（即ち、ボラティリティが想定

していた以上に上昇する等) 

(6)   モデルが予測した形で市場が連動しなかった（即ち、モデルが仮定した相関が大

きく崩れる等) 

日中取引 

(7)   銀行のポジションに大きな変化が生じ（そして多大な損失が発生し)たり、日を跨

いで（バリュー・アット・リスク値が計算された第 1 日目の終了後から、トレー

ディング損益が得られる翌営業日終了までの間で)何らかの大きな損益が発生した 

49.   一般に、リスク管理モデルの基本的な欠陥に関する問題は、最も深刻なものであ

ろう。特定のトレーディング・ユニットにおいてこうしたカテゴリーに含まれるような超過

回数が発生した場合、プラス・ファクターが適用されて然るべきである。こうした場合には、

さらにモデルの抜本的な見直しや修正を行う必要があり、監督当局は、こうした対応が確実

に行われるよう適切な措置をとらなければならない。 

50.   第 2 のカテゴリーの問題（モデルの精度に係る欠陥)は、大抵のリスク管理モデル

について多かれ少なかれ起こりうるものである。完璧な正確性を備えたモデルを構築するこ
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とは不可能であり、全てのモデルには何らかの推計による部分が内在する。しかしながら、

ある銀行のモデルが他の銀行のモデルに比べて、こうした問題が発生し易い傾向があると認

められる場合には、監督当局は、プラス・ファクターを適用するとともに、そうした銀行に

対し改善を促すような何か別のインセンティブを考える必要がある。 

51.   第 3 のカテゴリーの問題（モデルが予期しないような市場の大変動が生じるケー

ス)も、バリュー・アット・リスク・モデルについて少なくとも一定の範囲内で発生しうる

ことが十分予想される。特に、どんなに正確なモデルであってもトレーディング結果の

100％を捕捉することは期待できない。モデルによって捕捉できない事態は必然的かつ不規

則に 1％は発生する。また、場合によっては、事前に推計したボラティリティや相関係数が

適合しにくくなるような形で市場が変化することもあろう。いかなるバリュー・アット・リ

スク・モデルもこうした問題を抱えている。言い換えれば、将来の市場変動から生じ得るリ

スクを把握するために過去の市場変動に依存するといった、アプローチ固有の問題である。 

52.   最後に、バックテスティングを行うために用いられるトレーディング損益の定義

によっては、日中取引や保有ポジションから生じ得る以外の異例のトレーディング損益の結

果、超過回数が発生することもある。こうした事由によって超過回数が発生したとしても、

銀行のバリュー・アット・リスク・モデルに必ずしも問題があるとは言えないが、こうした

ことも監督当局の関心事となりうるものであり、プラス・ファクターが適用されることも考

えられる。 

53.   トレーディング損益がモデルによって算出されたリスク値をどの程度上回ったか

も有益な情報である。その他のすべての条件が等しい場合、トレーディング損益がモデルに

よって予測されたリスク値をはるかに超過した場合は、ほんの僅かしか超過していない場合

に比べ問題は深刻であろう。 

54.   こうした点については、監督当局が銀行の所要自己資本を増額するか否かを決定

する際、リスク管理体制に関する定性的基準の遵守状況などと同様に検討の対象とすること

が想定されている。銀行から提供される追加的な情報に基づいて、監督当局は適切な措置を

決定することとなろう。 

55.   一般に、イエロー・ゾーンに入ったトレーディング結果について自己資本の積み

増しを徴求することは、イエロー・ゾーン突入の原因が銀行のモデルを修正することによっ

て回避可能であると監督当局が認識している場合には適切な対応策となろう。これは、殆ど

全てのモデルが予測できないような場合、具体的には、市場のボラティリティが予想外な水

準まで一時的に高騰してしまった場合の対応とは全く対照的である。こうした出来事は、一

種のストレス状態ではあるが、必ずしも銀行のリスク管理モデルを修正すべき問題とはいえ

ない。また、モデルの根本に係る深刻な問題については、監督当局は、所要自己資本額を算

出するに当たってモデルの使用を引続き認めるかどうかも含めて考える必要がある。 

Ｆ．   レッド・ゾーン 

56.   最後に、バックテスティング結果の評価において監督当局の判断の余地が存在す

るイエロー・ゾーンとは対照的に、レッド・ゾーンに突入したバックテスティング結果（超

過回数 10 回以上)については、一般に、銀行のモデルに問題があると看做される。これは、

250 のトレーディング結果のうち超過回数が 10 回以上独立に発生することは、正確なモデ

ルでは滅多に起こり得ないことと考えられるからである。 
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57.   したがって、一般に、銀行のモデルがレッド・ゾーンに突入した場合、監督当局

は自動的にそのモデルに対して適用するマルチプリケーション・ファクターを 1 だけ上積み

し、結果として 3 から 4 に引き上げるべきである。言うまでもなく、監督当局は、当該行の

モデルが何故多くの超過回数を発生させたかについて調査するとともに、銀行に対して即座

にモデルを改善するよう要求する必要がある。 

58.   250 の観測データ数において 10 回という超過回数は極めて大きいが、正確なモ

デルがそのように多くの超過回数を発生させることを正当に説明できる場合が極めて稀なが

ら存在する。特に、金融市場においてレジーム・シフト（Regime Shift)が生じた場合には、

ボラティリティや相関係数が大きく変動すると考えられる。銀行が自行モデルにおけるボラ

ティリティや相関係数の推計値を即座に更新しなければ、そうしたレジーム・シフトが原因

となって短期間に超過回数がいくつも発生するような事態が起こり得る。しかしながら、こ

れらの超過回数は本質的に全て同一の事由によって発生しているため、監督当局がとるべき

適切な対応は、たとえ 10 回の超過回数であったとしても、各々異なる原因によって 10 回

の超過が発生している場合と同じ扱いにすべきではないであろう。例えば、こうした場合に

監督当局が採りうる 1 つの対応策としては、モデルを更新する内部手続きの堅確性を維持

しつつ、できる限り早急に、かかるレジーム・シフトを銀行のモデルに織り込むことを要求

することとなろう。 

59.   しかしながら、当委員会では、こうした特例措置は極めて異常な状況に限り適用

され、（原則として)レッド・ゾーンに入ったバックテスティング結果に対しては、自動的

かつ裁量の介在する余地なく当該行の所要自己資本額が加算されるべきであると考えている

ことを、強調する。 

Ⅳ．  結論 

60.   上記フレームワークは、マーケット・リスクに対応する所要自己資本額の算出に

用いる内部モデル・アプローチの中にバックテスティングを組み込む上で、首尾一貫したア

プローチを提供することを企図したものである。同フレームワークは、銀行自らが直面する

リスクを計測する努力に拠るところが少なくないが、現在利用可能な手段に内在する限界を

認識し、銀行に求められる負担やコストを最小限に抑えつつ、必要かつ適切なインセンティ

ブを組み込むことを目的としている。 

61.   当委員会は、上記フレームワークが、こうした点に関し十分バランスのとれたも

のとなっていると確信する。それにも増して当委員会は、このアプローチが、銀行の（リス

ク管理における)パフォーマンスを評価する手法を、銀行監督上のガイドラインの中に一段

と明確な形で取り込むための非常に重要な第一歩となったと確信している。 

 

以 上 



右部分は、不正確なモデルについて示したものである。特に、上表では、実際の信頼水準が 98％、97％、96％、95％である不正確なモデルに限定されている。

各々の不正確なモデルに対して、“exact”の欄は、この仮定の下で 250 個の独立した観測データからある水準の超過回数が発生する正確な確率を示してい

る。“type 2”の列は、モデルを排除する基準として 250 個の独立した観測データの中から発生する超過回数の水準を用いた場合に、不正確なモデルを誤っ

て容認してしまう確率を示している。例えば、モデルを排除する基準を、250 個の独立した観測データにつき超過回数 5 回以上と規定すると、信頼水準 97％

における type 2 の欄によれば、97％の信頼水準しか有していないモデルを誤って容認してしまう確率は 12.8％となる。 

表の左部分には、モデルが正確であり、実際の信頼水準が 99％である場合が示されている。すなわち、いかなる観測期間についても超過回数が発生する確率

が 1％（100％－99％＝1％)となる場合である。“exact”と記された欄は、この仮定の下で 250 個の独立した観測データからある水準の超過回数が発生する

正確な確率を示している。“type 1”の列は、モデルを排除する基準として 250 個の独立した観測データから発生する超過回数の水準を用いた場合に、正確

なモデルを誤って排除してしまう確率を示している。例えば、モデルを排除する基準を、250 個の独立した観測データにつき超過回数 5 回以上と規定した場

合、正確なモデルを誤って排除してしまう確率は 10.8％となる。 

注 上表は、実際の信頼水準に関し幾つかの仮定を置いた上で、250 個の独立した観測データについて、トレーディング結果がモデルによるリスク量を超過

する回数（超過回数)が生じる正確な確率と、これらの正確な確率におけるタイプ 1およびタイプ 2 のエラーが生じる確率を示している。 

超過回数 
（250の内） 

信頼水準
exact

＝99％ 
type 1 

 
超過回数 
（250の内) 

信頼水準
exact

＝98％ 
type 2 

信頼水準
exact

＝97％ 
type 2 

信頼水準
exact

＝96％ 
type 2 

信頼水準
exact

＝95％ 
type 2 

0 
1 
2 
3 
4 
5 
6 
7 
8 
9 
10 
11 
12 
13 
14 
15 

8.1％
20.5％
25.7％
21.5％
13.4％
6.7％
2.7％
1.0％
0.3％
0.1％
0.0％
0.0％
0.0％
0.0％
0.0％
0.0％

100.0％ 
91.9％ 
71.4％ 
45.7％ 
24.2％ 
10.8％ 
4.1％ 
1.4％ 
0.4％ 
0.1％ 
0.0％ 
0.0％ 
0.0％ 
0.0％ 
0.0％ 
0.0％ 

 0 
1 
2 
3 
4 
5 
6 
7 
8 
9 
10 
11 
12 
13 
14 
15 

0.6％
3.3％
8.3％
14.0％
17.7％
17.7％
14.8％
10.5％
6.5％
3.6％
1.8％
0.8％
0.3％
0.1％
0.0％
0.0％

0.0％
0.6％
3.9％
12.2％
26.2％
43.9％
61.6％
76.4％
86.9％
93.4％
97.0％
98.7％
99.5％
99.8％
99.9％
100.0％

0.0％
0.4％
1.5％
3.8％
7.2％
10.9％
13.8％
14.9％
14.0％
11.6％
8.6％
5.8％
3.6％
2.0％
1.1％
0.5％

0.0％
0.0％
0.4％
1.9％
5.7％
12.8％
23.7％
37.5％
52.4％
66.3％
77.9％
86.6％
92.4％
96.0％
98.0％
99.1％

0.0％
0.0％
0.2％
0.7％
1.8％
3.6％
6.2％
9.0％
11.3％
12.7％
12.8％
11.6％
9.6％
7.3％
5.2％
3.4％

0.0％
0.0％
0.0％
0.2％
0.9％
2.7％
6.3％
12.5％
21.5％
32.8％
45.5％
58.3％
69.9％
79.5％
86.9％
92.1％

0.0％
0.0％
0.0％
0.1％
0.3％
0.9％
1.8％
3.4％
5.4％
7.6％
9.6％
11.1％
11.6％
11.2％
10.0％
8.2％

0.0％ 
0.0％ 
0.0％ 
0.0％ 
0.1％ 
0.5％ 
1.3％ 
3.1％ 
6.5％ 
11.9％ 
19.5％ 
29.1％ 
40.2％ 
51.8％ 
62.9％ 
72.9％ 
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表2 

 

 超過回数 
スケーリング・ファクターの

増分（プラス・ファクター） 
累積確率 

グリーン・ゾーン 

0 

1 

2 

3 

4 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

8.11% 

28.58% 

54.32% 

75.81% 

89.22% 

イエロー・ゾーン 

5 

6 

7 

8 

9 

0.40 

0.50 

0.65 

0.75 

0.85 

95.88% 

98.63% 

99.60% 

99.89% 

99.97% 

レッド・ゾーン 10 以上 1.00 99.99% 

 

注：上表は、グリーン、イエロー、レッドの各ゾーンを定義したものであり、監督当局はこ

れに基づいて、マーケット・リスクに対する所要自己資本額を算出するために用いられる内

部モデル・アプローチに付随する、バックテスティング結果について評価することとなる。

この表に示された境界線は、250 個の観測データを基準にしたものである。観測データ数が

それ以外の場合については、イエロー・ゾーンは累積確率が 95％以上の点から、またレッ

ド・ゾーンは同 99.99％以上の点を各々基点とする。 

累積確率とは、実際の信頼水準が 99％である場合に 250 個の観測データにおいて、超過回

数が一定水準以下となる確率をいう。例えば、超過回数 4 回に対応する累積確率は、超過回

数が 0回から 4回までとなる確率である。 

注意が必要なのは、こうした累積確率や表 1 に示されているタイプ 1 エラーの発生確率を合

計しても 1 にはならないことである。何故なら、特定の超過回数に対応する累積確率には、

丁度その超過回数となる確率が含まれているからである。これはまた、タイプ 1 のエラーに

ついても同様である。したがって、これら 2 つの確率値を合計した場合、丁度その超過回数

となる確率の分だけ 1を超えることになる。 
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簡素化された標準的手法256

I.  信用リスク ─リスク・ウェイトについての一般ルール  

1. エクスポージャーには個別貸倒引当金控除後のベースでリスク・ウェイトを適用す

るべきである。 

A. ソブリンおよび中央銀行向け債権 

2. ソブリンおよびその中央銀行向け債権は、OECDの「公的輸出信用取極め」に加盟す

る輸出信用機関（ECA）の合意に基づくカントリー・リスク・スコアに基づきリスク・ウェ

イトを適用する。このスコアは、OECDのウェブサイトで参照できる。257この方式では、最低

輸出信用保険料と関連付けてカントリー・リスク・スコアを 8 つに区分している。次表のと

おり、ECAの各リスク・スコアは、リスク・ウェイト分類に対応している。 

ECA リスク・スコア 0～1 2 3 4 ～6 7 

リスク・ウェイト 0% 20% 50% 100% 150% 

 

3. 各国の裁量により、自国通貨建ての自国通貨で調達された258ソブリン（または中央

銀行）向けエクスポージャーには、より軽いリスク・ウェイトを適用してもよい259。この裁

量が行使された場合には、他の監督当局も監督下の銀行に対し、当該通貨建ての当該通貨で

調達された当該国のソブリン（または中央銀行）向けのエクスポージャーに、同じリスク・

ウェイトの適用を認めてもよい。 

B. 他の公的機関向け債権 

4. 国際決済銀行、国際通貨基金、欧州中央銀行、欧州共同体には、0％のリスク・ウ

ェイトを適用する。 

5. 次の国際開発銀行（MDB）には、0％のリスク・ウェイトを適用する。 

• 

                                                

世界銀行グループ（国際復興開発銀行（IBRD）および国際金融公社(IFC)で構成） 

 
256 この手法は、規制上の自己資本を決定する別個の手法と見なすべきではない。むしろ、リスク・アセットを計

算するための最も簡単なオプションを 1 箇所に集めたものである。 
257合意に基づくカントリー・リスク・スコアは、OECDウェブサイト（http://www.oecd.org）の貿易局の輸出信

用取極めのウェブページで参照できる。 
258 これは、その銀行が自国通貨建ての対応する債務を併せもつべきことを意味している。 
259 この軽いリスク・ウェイトは、担保や保証にも拡張して適用してもよい。 
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• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

                                                

アジア開発銀行（ADB） 

アフリカ開発銀行（AfDB） 

欧州復興開発銀行（EBRD） 

米州開発銀行（IADB） 

欧州投資銀行（EIB） 

欧州投資基金（EIF） 

北欧投資銀行（NIB） 

カリブ開発銀行（CDB） 

イスラム開発銀行（IDB） 

欧州協議会開発銀行（CEDB） 

6. 他の MDB 向け債権の標準的なリスク・ウェイトは 100％である。 

7. 国内の公共部門（PSE）は、当該国の銀行向け債権のリスク・ウェイトの枠組みに

従い、リスク・ウェイトを適用する。当該国の裁量で、特定の国内PSE向け債権について、

当該PSEが設立された法域のソブリン向け債権として取り扱ってよい260。この裁量が行使さ

れる場合には、他の国の当局も、当該国のPSE向け債権のリスク・ウェイトを同様に扱うこ

とを管轄下の銀行に認めることができる。 

C. 銀行および証券会社向け債権 

8. 銀行には、当該銀行の設立国向け債権のリスク・ウェイトに基づきリスク・ウェイ

トを適用する（パラグラフ 2参照）。要約すると下表のとおり。 

 

 
260 特定の属性、すなわち財源力（revenue-raising powers）に着目してPSEを分類する方法を以下に示す。ただ

し、例えば中央政府による保証の度合いに着目する等、PSEの分類について異なる取扱いを定めてもよい。 

- 地方政府および地方公共団体は、特定の財源力（revenue-raising powers）をもち、デフォルトのリスクを

削減するような特定の組織的制度（specific institutional arrangements）を持つ場合、ソブリン、または

中央政府向け債権と同じ取扱いを受けられる。 

- 政府または地方公共団体が所有する、中央政府、地方政府もしくは地方公共団体の監督下にある行政団体

（administrative bodies）その他の非営利事業体（non-commercial undertakings）は、財源力（revenue-

raising powers）もしくは上述のその他の制度がない場合、ソブリン向け債権と同様の取扱いをしてはなら

ない。これら組織に対して、厳格な貸出規則が適用され、その特別な公的地位のため破産宣告が不可能な場

合、これら債権は銀行向け債権と同様に扱うのが適切であろう。 

- 中央政府、地方政府または地方公共団体が所有する営利事業体は、通常の営利企業として取り扱ってもよ 

い。しかし、国、地方当局または地方公共団体がそれらの主要な株主であっても、それらが競争市場で事業

法人として機能するのであれば、監督当局はそれらを事業法人として扱い、相応のリスク・ウェイトを付す

べきである。 
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ソブリン向けの ECA

リスク・スコア 

0～1 2 3 4～6 7 

リスク・ウェイト 20% 50% 100% 100% 150% 

 

9. パラグラフ 3 に記されているように、各国監督当局がソブリン向け債権に優遇措置

を適用する場合には、自国通貨建ての原契約期間が 3 ヶ月以下の銀行向け債権で、自国通貨

で調達されているもののリスク･ウェイトは、その設立国のソブリンに適用されるものより

一段階重いものを適用することができる。ただし、その場合もリスク・ウェイトの下限は

20％とする。 

10. 証券会社向け債権については、当該証券会社が本枠組（特にリスク・ベースの自己

資本規制を含む）による監督規制の取極めと類似の取極め261に従っているのであれば、銀行

に対する債権と同等に扱ってもよい。そうでなければ、証券会社に対する債権は事業法人に

対する債権のルールに従う。 

D. 事業法人向け債権 

11. 事業法人向け債権の標準的なリスク・ウェイトは、保険会社向け債権を含め、

100％である。 

E. 規制上のリテール・ポートフォリオに含まれる債権  

12. パラグラフ 13 に記載する基準を満たす債権は、自己資本規制上はリテール債権と

みなして、規制上のリテール・ポートフォリオに含めてもよい。このポートフォリオに入る

エクスポージャーは、パラグラフ 18 で述べる延滞債権を除き、75％のリスク・ウェイトが

適用される。 

13. 規制上のリテール・ポートフォリオに含めるためには、当該債権は次の 4 つの基準

を満たさなくてはならない。 

• 

• 

                                                

債務者による基準：エクスポージャーが、個人または複数の個人向け、または中小

企業向けであること。 

商品による基準：エクスポージャーが、リボルビング型与信および信用枠（クレジ

ットカード、当座貸越を含む）、個人向けタームローン・リース（例、割賦ローン、

自動車ローン・リース、学生ローン、教育ローン、消費者金融）、中小企業向けフ

ァシリティまたはコミットメントのいずれかの形式をとる。上場、非上場を問わず、

有価証券（例えば債券、株式）は含めない。住宅ローンについては、居住用不動産

を担保とする債権の要件を満たす場合のみ、本ポートフォリオから除外される（パ

ラグラフ 15 参照）。 

 
261 いわゆる本枠組の中で銀行に適用されるものと類似の自己資本規制をいう。「類似の」という言葉は、その証

券会社が（必ずしも親会社である必要はないが）、系列子会社を含めて連結ベースで規制および監督を受け

るということである。 
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• 
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小口分散の基準：監督当局は、ポートフォリオのリスクが削減され、75％のリス

ク・ウェイトが裏付けられる程度まで、規制上のリテール・ポートフォリオが十分

に分散されていることに満足しなければならない。これを達成する 1 つの方法とし

て、一債務者に対する総エクスポージャー262の規制上のリテール・ポートフォリオ

全体に占める割合が 0.2％を超えないような上限規制を設けることが考えられる。 

個別エクスポージャーが小さいこと：一債務者に対する総リテール・エクスポージ

ャーが、いかなる場合にも 100 万ユーロを超えないこと。 

14. 各国監督当局は、パラグラフ 12 に記載するリスク・ウェイトが、自らの法域にお

けるその種のエクスポージャーのデフォルト実績に照らして低すぎると考えられないかどう

か評価すべきである。したがって、監督当局は、必要に応じて、当該リスク・ウェイトを引

き上げるように銀行に要求することができる。 

F. 居住用不動産により担保された債権 

15. 債務者が現在居住し、もしくはその予定があり、または賃貸されている居住用不動

産で全額担保されている貸付には、35％のリスク・ウェイトを適用する。35％のリスク・ウ

ェイトを適用するにあたり、監督当局は、住宅金融の条件に関する各国国内の取極めに従い、

この低いリスク・ウェイトを、居住目的のためのみに、また、厳格な評価ルールにより、融

資残高に比べて十分に安全な担保余裕が残されているなど、健全性に関する厳格な基準のも

とで妥当と認めた上で、限定的に適用することになろう。当局は、基準を満たさないと判断

した場合、このリスク・ウェイトを重くすべきである。 

16. 各国監督当局は、パラグラフ 15 に記載するリスク・ウェイトが、自らの法域にお

けるその種のエクスポージャーのデフォルト実績に照らして低すぎると考えられないかどう

か評価すべきである。したがって、監督当局は、必要に応じて、当該リスク・ウェイトを引

き上げるように銀行に要求することができる。  

G. 商業用不動産で担保される債権  

17. 商業用不動産担保融資には、100％のリスク・ウェイトを適用する。  

H. 延滞債権の取扱い 

18. 支払期日後 90 日を超える延滞債権（適格な住宅ローンを除く）の無担保部分は、

個別貸倒引当金(specific provisions)の未引当部分（部分直接償却を含む）について、次

のとおりリスク・ウェイトを適用する。263

 
262総エクスポージャーとは、他の 3 つの基準をそれぞれ満たす全ての形式のエクスポージャー（例、ローンやコ

ミットメント）のグロス金額（即ち、信用リスク削減を考慮しない）である。また、「一債務者に対する」

とは、単一の受益者と見なされるような単数または複数の対象である（例、他の中小企業の関連会社である

中小企業の場合、この限度はこれら両企業のエクスポージャーの合計に適用する）。 
263各国裁量により、監督当局は銀行に対し、150％のリスク・ウェイトが適用される相手先に対する未延滞債権

に対しても、パラグラフ 18～20 に記載した延滞債権に対するものと同様の取扱いを、認めてもよい。 
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個別貸倒引当金が当該融資残高の 20％未満である場合には 150％のリスク・ウェイ

ト。 

個別貸倒引当金が当該融資残高の 20％以上である場合には 100％のリスク・ウェイ

ト。 

個別貸倒引当金が当該融資残高の 50％以上である場合も 100％のリスク・ウェイト

を付すが、各国裁量によりリスク・ウェイトを 50％に引き下げることができる。 

19. 延滞債権の無担保部分を定義する上において、適格担保および保証は信用リスク削

減におけるものと同じとする（セクションII参照）。264延滞したリテール向け債権は、リス

ク・ウェイトを付するにあたってはパラグラフ 13 に記載した小口分散の基準を評価する際

に、リテール・ポートフォリオから除かなくてはならない。 

20. パラグラフ 18 において述べられている状況のほか、延滞債権がパラグラフ 50 で認

めていない形式の担保で完全にカバーされている場合、個別貸倒引当金を当該融資残高の

15％以上積んでいる場合には、100％のリスク・ウェイトを適用してもよい。簡素化された

標準的手法の他の部分において、これらの形式の担保を認識することはない。監督当局は担

保の質を保証するため、厳格な運用基準を設定すべきである。 

21. 適格な住宅ローンについては、90 日を超えて延滞した場合は、個別貸倒引当金の未

引当部分について、100％のリスク・ウェイトを適用する。このような住宅ローンについて

引当金がその残高の 20％以上ある場合には、残額に付すリスク・ウェイトを各国の国内裁

量により 50％に引き下げることができる。 

I. 高リスクのカテゴリー 

22. 各国当局は、ベンチャーキャピタルまたは非公開株式への投資のようなその他の資

産については、高いリスクを反映するため、150％以上のリスク・ウェイトを適用すること

を決定してもよい。 

J. その他の資産  

23. 資産の証券化の扱いについては、セクションIII に別途記述されている。その他の

すべての資産に対する標準的なリスク・ウェイトは 100％である265。銀行または証券会社が

発行する株式または規制上自己資本に算入される資本調達手段への投資は、現在の「枠組」

のパート 1 の規定によって自己資本から控除されるものを除き、100％のリスク・ウェイト

が適用される。 

 
264 各国裁量に基づき、経過期間として 3 年間に限り、より広い範囲の担保を認めてもよい。 
265  ただし、各国裁量により。自社金庫内に保管した金地金、または他に預託した金地金のうち地金負債の見合

い部分は現金として扱い、リスク・ウェイトを 0％とすることができる。加えて、回収段階の現金項目には、

20%のリスク・ウェイトが適用できる。 
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K. オフ・バランスシート項目 

24. 簡素化された標準的手法を適用するオフ・バランスシート項目は、掛け目（CCF）

を使用して信用エクスポージャー相当額に換算する。OTC デリバティブ取引の取引相手のリ

スク・ウェイトには、特定の上限を設定しない。  

25. 原契約期間が 1 年以内のコミットメント、および、原契約期間が 1 年超のコミット

メントについては、それぞれ、20％、50％の掛け目が適用される。しかし、事前通知なしに

銀行から随時無条件で取消しが可能なコミットメント、または、借り手の信用状態が悪化し

た場合に実質的に自動的に取消しが有効になされるコミットメントには、0％の掛け目が適

用される。266

25(ⅰ)． 直接的な信用供与代替取引（direct credit substitutes）、例えば一般的な債

務保証（貸付や有価証券の銀行保証として使われるスタンドバイ信用状を含む）および手形

引受（手形引受の性格を持つ裏書きを含む）には、100%の掛け目が適用される。 

25(ⅱ)． 信用リスクが銀行に帰属する買戻条件付売却および求償権付資産売却267（sale 

and repurchase agreements and asset sales with recourse）には、100%の掛け目が適用

される。 

26. 銀行が貸し付けた有価証券または担保として提供した有価証券については、レポ取

引（レポ取引、リバースレポ取引、証券貸借取引）から発生したものを含め、100％の CCF

を適用する。適格担保でカバーされている場合の信用エクスポージャーのリスク・アセット

の計算については、セクション II を参照。 

26(ⅰ)． 確実な実行を伴うコミットメントである先物資産購入、先渡し預金および部分払

込株式または債券268（forward asset purchases, forward forward deposits and partly-

paid shares and securities）には、100%の掛け目が適用される。 

26(ⅱ)．取引に係る偶発債務の一部（certain transaction-related contingent items）、

例えば契約履行保証、入札保証、品質保証、特定の取引に係るスタンドバイ L/C には、50%

の掛け目が適用される。 

26( ⅲ ) ． NIF お よび RUF （ note issuance facilities and revolving underwriting 

facilities）には、50%の掛け目が適用される。 

27. 貿易に伴なう短期かつ流動性の高い荷為替信用状（例、船荷によって担保されてい

る荷為替信用状）については、発行銀行および確認銀行の双方に 20％の CCF を適用する。 

28. オフ・バランスシート項目としてコミットメントを提供する約束のある場合には、

銀行は 2 つの適用可能な CCF のうち低い方を適用する。  

                                                 
266  いくつかの国では銀行が消費者保護法やその関連法の下で許容される範囲内でコミットメントを取り消しう

るという条件になっている場合には、リテール向けコミットメントは無条件に取り消しうるものとみなされ

ている。 
267 これらの取引は、取引に参加している相手方当事者とは無関係に、資産に応じてウェイト付けされる。 
268 これらの取引は、取引に参加している相手方当事者とは無関係に、資産に応じてウェイト付けされる。 
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29. 銀行がカウンターパーティの信用リスクにさらされている取引の信用リスク相当額

は、本枠組の付属文書 4 のセクションⅦで規定されたルールに従って計算しなければなら

ない。 

30. 銀行は、フェイルが発生した証券、コモディティ、外国為替取引について、フェイ

ルが発生した初日からこれらの取引を綿密に監視しなければならない。このようなフェイル

取引に対する所要自己資本は、本枠組の付属文書 3に従って計算しなければならない。 

31. 当委員会は、未決済の証券取引、コモディティ取引、および外国為替取引について

は、当該取引の帳簿への記帳や会計処理にかかわらず、銀行は、取引日から取引相手先の信

用リスクへのエクスポージャーを有しているという意見である。したがって、銀行には、未

決済取引から生じる信用リスク・エクスポージャーを追跡・モニターするとともに、タイム

リーな行動を促す経営情報を適切に生み出すような、システムの開発・実施・改善が奨励さ

れる。さらに、このような取引が DvP 取引ないし PVP 取引によって処理されない場合には、

銀行は、本枠組の付属文書 3 で規定されているように、所要自己資本を計算しなければなら

ない。 

II. 信用リスク削減手法 

A. 全体に関わる論点（Overarching issues）  

1. はじめに  

32. 銀行は、エクスポージャーにさらされている信用リスクを削減するために、数多く

の手法を用いている。エクスポージャーは、全体として、あるいは、部分的に、現金や証券

担保によってカバーされているかもしれないし、信用エクスポージャーは第三者による保証

によってカバーされているかもしれない。 

33. これらの種々の技法が、以下の運用上の要件を満たす場合、信用リスク削減手段

（CRM）を認識することができる。 

２． 全般的な考え方 

34. このセクションに記載した枠組みは、簡素化された標準的手法においてバンキング

勘定のエクスポージャーに適用する。 

35. 信用リスク削減手法が用いられる取引には、このような手法が用いられない同一の

取引よりも高い所要自己資本が課されることはないこととすべきである。 

36． 信用リスク削減手法の効果は二重計上されない。したがって、リスク･ウェイト適

用上、既に信用リスク削減効果を反映した債券格付を使用している債権の場合、信用リスク

削減手法が自己資本規制上、追加的に認識されることはない。元本のみにかかわる格付は

CRM の枠組みの中では認められない。 

37. 銀行が信用リスクを軽減するために、信用リスク削減手法を用いる場合でも、これ

らの手法は、全体としてのリスク削減効果の実効性を弱める可能性があるリスク（残余リス

ク）をもたらすかもしれない。これらの（残余）リスクが適切にコントロールされていない

場合には、「第二の柱」で詳述されるように、監督当局は追加的な資本賦課を行ったり、あ

るいは他の監督上の措置をとってもよい。  
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38. 信用リスク削減手法は、信用リスクを削減・移転する一方、法的（legal）リスク、

オペレーショナル･リスク、流動性リスクやマーケット･リスクといった、銀行が晒される他

のリスクを同時に増大させるかもしれない。したがって、銀行が、戦略、原債権の信用リス

クの考察、評価、方針や手続規定、システム、ロールオフ･リスクの管理、信用リスク削減

手法の使用によって発生する集中リスクとその銀行全体の信用リスク･プロファイルとの連

関の管理といった項目を含めた、リスクを管理する強固な手続きとプロセスを用いているこ

とが不可欠となる。 

39. さらに銀行は、信用リスク削減手法において自己資本規制上の軽減措置を受けるう

えで、第三の柱の基準を満たさなければならない。  

3. 法的確実性  

40. 銀行が信用リスク削減手法において自己資本規制上の軽減措置を得るためには、担

保付取引で用いるすべての文書、および保証の文書化に関し、これらの文書は、すべての当

事者を拘束するものであり、かつ、あらゆる関連する法域において法的に有効でなければな

らない。銀行は、これを確証するために十分な法的検証を行うとともに、この結論に到達す

るうえでのよく確立された法的根拠を有していなければならず、また、実効性が継続してい

ることを確認するために、必要に応じて更なる検証を行うことが求められる。 

4. 比例的なカバー  

41. 担保もしくは保証が付された金額（あるいはプロテクションが付された金額）がエ

クスポージャーより小さく、保証付きと保証なしの部分が同等の優先順位にある、すなわち

当該銀行と保証人が損失を比例的に負担する、ような場合には、自己資本規制上の軽減措置

は、比例的になされる。すなわち、エクスポージャーのうちプロテクトを受ける部分は、担

保またはカウンターパーティに適用されるものと同様の取扱を受け、その他の部分は無担保

として扱われる。  

B. 担保付取引 

42. 担保付取引とは、以下のような取引である。 

• 

• 

                                                

銀行が、信用エクスポージャーあるいは潜在的な信用エクスポージャーを有してお

り、かつ、 

信用エクスポージャーないしは潜在的なエクスポージャーの全額あるいは一部が、

カウンターパーティ269、あるいは取引相手のために第三者が差入れた担保によって

ヘッジされていること。 

 
269 このセクションでは、「カウンターパーティ」は、銀行がオン・バランス・オフ・バランスの信用エクスポー

ジャー、あるいは、潜在的な信用エクスポージャーを有している当事者を指すために用いられる。エクスポ

ージャーとしては、例えば、現金または証券の貸出（伝統的には、カウンターパーティは借入人と呼ばれる

だろう）、担保として提供された証券、コミットメント、店頭デリバティブ契約の下でのエクスポージャー

の形態をとるかもしれない。 
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43. 簡素化された標準的手法では、標準的手法における簡便手法のみを適用する。これ

は 1988 年合意と同様、エクスポージャーの被担保部分について、担保のリスク・ウェイト

によって相手側のリスク・ウェイトを置換える（一般に 20％をフロアとする）。部分担保

は認識する。原エクスポージャーおよび担保の間のマチュリティまたは通貨のミスマッチは、

認めない。 

１. 最低基準 

44. パラグラフ 40 に記載した法的確実性の全般的基準の他、次の運用上の基準を満た

さなくてはならない。 

45. 当該担保は少なくともエクスポージャーの満期日まで差し入れられた状態になって

いなければならず、かつ、少なくとも 6 ヶ月に 1 回の頻度で担保値洗いし、再評価していな

くてはならない。 

46. 担保が実際にプロテクションとなるためには、相手方の信用度と担保の価値は重大

な正の相関を持ってはならない。例えば、取引相手先あるいは、それと同一グループ内の関

連企業が発行した証券は、プロテクションをほとんど提供せず、したがって不適格となる。 

47. 銀行は担保の適時の処分に関して、明確で強固な手続きを備えなければならない。 

48. 担保がカストディアンによって保有される場合、カストディアンが担保と自分自身

の資産とを分別管理するのを確実にするために、銀行は合理的なステップを踏む必要がある。 

49. 銀行が代理人として行動し、顧客と第三者との間のレポ形式の取引（レポ/リバー

スレポ取引、証券貸借取引）をアレンジし、第三者がその債務を履行することを顧客に保証

する場合、銀行にとってのリスクは、あたかも銀行が主たる当事者（principal）として取

引を契約しているものと同様に扱われる。このような状況下では、銀行は、あたかも自分が

主たる当事者（principal）であるかのように、所要自己資本を計算するように求められる。 

２. 適格担保 

50. 認識できる適格担保は以下のとおり。 

• 

• 

                                                

カウンターパーティ・エクスポージャー（リスク）を負っている銀行(自行)に預け

入れられた預金（および貸し手銀行が発行した譲渡性預金や類似の金融商品）270 
271 

金。 

 
270銀行がバンキング勘定におけるエクスポージャーに対して現金調達のクレジット・リンク債を発行する場合、

それがクレジット・デリバティブの基準を満たすものであれば、当該クレジット・リンク債は現金担保付取

引として取り扱われる。 
271担保となっている預金、譲渡性預金、あるいは、貸し手となる銀行が発行する同等の金融商品が、カストディ

契約を締結していない（non-custodial arrangement）第三者の銀行に預けられている場合で、それらが自由

に担保/譲渡され（openly pledged/assigned）、かつ、担保/譲渡が無条件かつ取消不能なときには、担保に

よってカバーされたエクスポージャーの金額（通貨リスクに関する必要なヘアカット勘案後）に対しては、

第三者の銀行へのリスク・ウェイトが適用される。 
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• 

• 

• 

• 

                                                

カテゴリー4 以上に格付されたソブリンが発行した債券272 

各国の監督当局がソブリンと認定し、またカテゴリー4 以上に格付されたPSE（公共

部門）が発行した債券272 

３. リスク・ウェイト 

51. 適格担保の市場価格で担保されている債権の部分については、当該担保のリスク・

ウェイトを適用する。被担保部分のリスク・ウェイトは 20％をフロアとする。債権の残り

の非カバー部分には、取引相手に付すリスク・ウェイトを適用するべきである。所要自己資

本は、銀行が担保付き取引のいずれのサイドにある場合においても適用される。例えばレポ

取引もリバースレポ取引ともに所要自己資本が賦課される。 

52. エクスポージャーと担保が同一の通貨で表示され、かつ次のいずれかに該当する場

合には、担保付取引のリスク・ウェイトのフロア 20％が適用されず、0％を適用することも

可能である。 

担保が預けられた現金である、あるいは、 

担保が 0％のリスク・ウェイトに適格なソブリン/PSE 発行の証券であり、その市場

価値が 20％割引かれていること。 

C. 保証付き取引  

53. 保証が付され、銀行が以下に記載する運用上の最低要件を満たすと当局が認めれ 

ば、最低所要自己資本の計算上、当局はこのような信用プロテクションを考慮に入れること

を銀行に認めてもよい。  

1. 最低条件 

54. 保証（カウンター保証）は、プロテクションの提供者に対する直接的な債権となっ

ていなければならず、また、当該カバーの範囲が明確に定義され、かつ論争の余地がないよ

う、特定のエクスポージャーまたはエクスポージャーのプールを明示的に参照していなけれ

ばならない。信用リスクに対するプロテクションの契約に関して、プロテクションの買い手

が支払うべき保証料を支払わない場合を除いて、それは解約不能でなくてはならない。当該

契約には、ヘッジされたエクスポ－ジャーの信用度が悪化した結果として、実態的な保証料

の増加を認める条項があってはならない。また、それは無条件でなくてはならない。プロテ

クションの契約は、原債務者が債務不履行を起こした場合に、銀行の直接的なコントロール

の外で、プロテクションの提供者が適時に支払いをする義務を妨げる条項を有するべきでは

ない。 

55. パラグラフ 40 に記載された法的確実性に関する要件に加え、次の条件も満足して

いなくてはならない。 

(a) 取引相手先（訳注：原債務者）の適格なデフォルトないし不払い時（qualifying 

default/non-payment of the counterparty）において、銀行は、本取引を規定す

 
272格付カテゴリーとは、パラグラフ 2で述べたカントリー・リスク・スコアを示す。 
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る契約に基づき、保証人に対してすみやかに残金を請求することができること。保

証人は、当該契約に基づくすべての金銭を一括で支払うか、または、当該保証によ

りカバーされている取引相手先の将来の支払義務をすべて引き受けることができる。

銀行は、取引相手先からの支払を求めるために、最初に法的措置を講ずることなく、

保証人から当該支払を受ける権利を有していなければならない。 

(b) 保証は、保証人によって引き受けられる債務が明示的に文書化されているものであ

ること。 

(c) 以下の文章に記される場合を除き、当該保証は、原債務者に対して当該取引を支配

する文書に基づいて行うことが期待されているすべての種類の支払（額面金額、証

拠金支払い等）をカバーする。保証が元本支払いのみをカバーしている場合には、

利息その他のカバーされていない支払は、無担保金額として取り扱うべきである。 

２. 適格な保証人（カウンター保証人） 

56. ソブリンの事業体273、PSEおよびリスク・ウェイトが 20％以下のその他の法人、取

引相手よりもリスク・ウェイトの低い法人が発行した信用プロテクションは、認識すること

ができる。 

３. リスク･ウェイト 

57. プロテクションのなされた部分には、プロテクション提供者のリスク・ウェイトが

適用され る。エクスポージャーのうちカバーされない部分には、原債務者（underlying 

counterparty）のリスク・ウェイトが適用される。 

58. パラグラフ 3 に記載したように、各国の裁量により、銀行が設立登記されている国

の政府（または中央銀行）向けエクスポージャーで、自国通貨建ての自国通貨で調達された

エクスポージャーの場合には、より低いリスク・ウェイトを適用してもよい。各国当局は、

保証が自国通貨建てで行われ、エクスポージャーが自国通貨で調達されている場合、この取

扱いをソブリン（ないしは中央銀行）保証のある債権の被保証部分に広げて適用してもよい。 

59. 損失事象が発生した場合であっても、その金額がある一定水準を下回った場合には

支払が行われないような、重要性を判定するための基準金額が設定されている場合には、同

水準までの額は留保された最劣後ポジションと同等であり、当該プロテクションを購入した

銀行の自己資本から全額控除されなければならない。 

D. 信用リスク削減手法の取扱いに関するその他の事項 

信用リスク削減手法のプールの取扱い  

60. 銀行が 1 つのエクスポージャーに対して複数の信用リスク削減手法を有する場合

（例えば、あるエクスポ－ジャーについて、担保と保証のそれぞれが部分的に付されている

場合）、銀行はそれぞれのタイプの信用リスク削減手法（each type of CRM tool）がカバ

                                                 
273 これは、国際決済銀行、国際通貨基金、欧州中央銀行および欧州共同体を含む。 
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ーする部分にエクスポージャーを分割する(例えば、担保がカバーする部分、保証がカバー

する部分)ことが求められ、それぞれのリスク・アセットは別々に計算されなくてはならな

い。単一のプロテクションの提供者が提供するプロテクションが複数のマチュリティを有す

る場合、それらも異なる部分に分割されなくてはならない。  

III. 信用リスク － 証券化のフレームワーク 

A. 証券化のフレームワークでカバーされる取引の範囲  

61. 伝統的証券化とは、異なる信用リスク水準に対応した 2 つ以上に分かれた階層構造

を成すポジションもしくはトランシェに対してエクスポージャーの原資産プールからのキャ

ッシュ・フローが配分される構造を持つ。投資家に対する支払いは、それらのエクスポージ

ャーをオリジネートする企業の債務からの返済金ではなく、特定の原資産エクスポージャー

のパフォーマンスに依存している。証券化の特徴である階層・区分構造は、通常の優先債

務・劣後債務構造とは異り、劣後トランシェが、優先トランシェに対する契約上の支払いを

妨げることなく、損失を吸収できるのに対して、後者は優先債務・劣後債務の構造が清算代

金の優先権の問題であるということにある。 

62. 銀行の証券化に対するエクスポージャーは、「証券化エクスポージャー」と記載す

る。 

B. 銀行に認められる役割 

63. 簡素化された標準的手法のもとで運営している銀行は、伝統的な証券化取引の投資

家としての銀行の役割のみを担うことができる。投資家としての銀行とは、証券化エクスポ

ージャーの経済的リスクを引き受けるオリジネーターまたはサービサー以外の金融機関であ

る。 

64. 銀行は、証券化に含まれる信用エクスポージャーを直接的ないし間接的にオリジネ

ートする場合、オリジネーターとして扱われる。サービサーである銀行とは、のちに証券化

エクスポージャーの投資家に譲渡する元利の回収のために日常的に証券化の原信用エクスポ

ージャーを管理する銀行である。簡素化された標準的手法のもとで運営している銀行は、信

用補完、流動性補完およびその他証券化に対する財務的支援（financial support）を提供

すべきではない。 

C. 証券化エクスポージャーの取扱い 

65. 証券化された原資産エクスポージャーの信用リスクについて簡素化された標準的手

法を用いる銀行は、証券化の枠組みにおける標準的手法の簡便版を用いることができる。 

66. 投資家である銀行について証券化エクスポージャーの標準的なリスク・ウェイトは

100％とする。取得したファースト・ロス・ポジションについては、自己資本からの控除が

必要となる。控除額は、Tier 1 資本から 50％、Tier 2 資本から 50％とする。 
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IV. オペレーショナル・リスク 

67. オペレーショナル・リスクにおける簡素化された標準的手法とは、銀行が過去 3 ヵ

年の正の粗利益の年平均の一定割合（15％）に等しい所要自己資本を維持しなければならな

いとする基礎的指標手法である。 

68. 粗利益は、ネット資金運用利益とネット非資金運用利益の合計と定義される。274当

該計測値は、(i)すべての引当金（例えば、未払利息のためのもの）控除前のもので、(ii) 

アウトソース先に支払われた手数料を含む経常経費を差し引く前のグロスのベースであり275、

(ⅲ)バンキング勘定における有価証券の売却から生じる実現損益を除き、276 (ⅳ)特別なま

たは例外的な項目(extraordinary or irregular items)および保険収入を除いたものとすべ

きであることを意図している。 

69. この手法を使用する銀行は、当委員会が 2003 年 2 月に公表したガイダンス「オペ

レーショナル・リスクの管理と監督に関するサウンド・プラクティス」を遵守することが推

奨される。 

 

                                                 
274   国内の監督当局および/あるいは国内の会計基準で定められたとおりとする。 
275  アウトソースされているサービスに対して支払われる手数料とは対照的に、銀行がアウトソースを受けて提

供したサービスに関して受け取っている手数料は粗利益の定義に含まれることとする。 
276 （例えば、ある会計基準において）典型的にはバンキング勘定に含まれる項目である「満期保有」および「売

却可能」に分類される有価証券の実現損益も、粗利益の定義から除く。 
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